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はじめに 

 

1961年、韓国では朴正煕
パ ク チ ョ ン ヒ

を中心とした軍事クーデターが勃発した。それによ

り、民主党政権（張勉
チャンミョン

）から軍事政権への権力交代が行われた。軍部が権力を

掌握したことは、かつて前例のなかったものであった。このクーデターの指導

者であった朴正煕の政治体制についての評価は今日大きく両極化している。一

般的な評価としては「独裁」というタイトルが付いていることが多い1。特に、

朴正煕政権下の民主主義は形式的なものに過ぎなかったという主張もあり、民

主主義システムにおいて情報機関、及び軍部などの権力機関は合法的な統制下

に置かねばならないという指摘もなされ2、さらには、朴正煕が図った維新体制

の必要性などに関し、疑問視する主張もある3。他方、朴正煕の政権が成し遂げ

た経済発展、及び外交の進展などの面を評価している文献も少なくない4。外交

面での例を上げると、米国のカーター政権は、人権外交を掲げ朴正煕政権を圧

迫したが、以上のような米国の人権優先外交は大きな批判に直面することとな

ったことを指摘できよう5。つまり、批判に追い込まれたカーター政権は当時の

軍事面における現実的局面（米国国内からの反発など）と妥協を行い、予てか

らの立場を変え、権威主義的な朴正煕の政権を認めざるを得なくなったという

ことは注目に値する指摘であろう6。それでは、以上のような朴正煕政権への擁

護及び批判的議論が交差する中で、朴正煕政権を如何に評価すべきであろうか。

本稿では彼の「朴正煕型民主主義」の検証に加え、朴正煕政権下の「官僚制」

を考察することで、新たに朴正煕の政治システムを再評価することを試みたい
7。加えて、1990年代の韓国における安定した民主主義が成立できた原因を、①

                                           
1 朴正煕政権への批判理論は、次を参考とする。木村幹(2008)『民主化の韓国政治―朴正煕と野党政治家

たち1961－1979』名古屋大学出版会、315頁、Chang Hun oh(1991), A Study of The Dynamics of an  
Authoritarian Regime: The Case of the Yushin System Under Park Chung Hee 1972-1979,PhD  
Dissertation, Ohio State University, pp.21-28、朴明林(2011)「朴正煕時期の憲法精神と内容の解

釈：手順、条項、概念、意味を中心として」『特集：憲法と国格』112-123頁、イム・ジボン(2012)「維

新憲法と韓国民主主義」『公法学研究』、183−197頁、韓培浩(2004)『韓国政治のダイナミズム』法政大

学出版局、211-212頁。 
2 Lee Wan Bom(2008)、「朴正煕軍事政府5次憲法改正過程の権力構造論議とその性格―執権のための強力

な大統領制の導入―」、『韓国政治学会報』、34(2)、171-192頁、 Hutchful, E(1997), Reconstructing

 Civil-Military Relations and The Collapse of Democracy in Ghana 1979-81、African Affair, 96(3
85), pp.535-360. 
3 イ・ジョンボク(1985)「産業化と政治体制の変化」『韓国政治学会報』19、61-75頁。 
4 体制擁護論理に関する参考文献としては、次を参考にする。姜光夏・李栄薫・崔相伍(2008)「韓国高度

成長期の政策決定体系：経済企画院と政策推進機構」『韓国開発研究院』、83-84頁、及び、Kang-nyeong 

Kim(2013), Korean  Politics and Diplomacy in the Global Society, (Shinji Press), p.311、 Uk  

Heo, Seongyi Yun(2014), “Another View on the Relationship Between democratization and Intra- 

Military Division in South Korea”, Armed Forces&Society, 40(2), p.385. 
5 Brown(1983), Thinking about National Security, (Boulder, Colo.: Westview Press), p.123、 

Gleysteen(1999), Massive Entanglement Marginal Influence, (Brookings Institution Press), p.29. 
6 Tae Hwan Ok(1989), President Carter's Korean Withdrawal Policy, (Loyola University Chicago   

Degree of  Doctor of Philosophy), pp.267-271. 
7 官僚制の重要性に関する文献は次を参考とする。M.ウェーバー(1954)（河閉吉男・脇圭平共訳）『官僚
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朴正煕体制から始まった制度化、②それを引き継いだ全斗煥
チョンドファン

体制という2つの

側面から明らかにしたい。 

そのため、まず、本稿の第一章では、従来なされていた権威主義政権の議論

の中、朴正煕体制は如何なる位置づけをされていたのかを究明し、1950年代韓

国を統治していた李承晩政権と朴正煕体制との比較を行い、後者が前者からど

のように変化したかをリンツ(J.Linz)とスボリック(Milan W.Svolik)の理論に

依拠して分析する8。即ち、同議論は李承晩体制下成立していた権威主義体制の

本質と朴正煕体制を比較することによって、双方の権威主義体制が同様のもの

とは言えず、徐々にその性格を変えていたという議論に一定の合理性を提示で

きると考えられる。このことを究明する際に、朴正煕体制下行われた官僚制で

ある「準競合体制」を定義し、独裁者とも評価される朴正煕の決定に同体制が

如何に影響を与えたかを考察し、朴正煕体制を再評価する。官僚制の規律に関

しては、李承晩体制における側近政治を取り上げ、その事例を紹介する。特に、

メインワリングとスカリ（Mainwaring and Scully）が指定した政党体制を構

成する４つの要素をあげ、朴正煕と李承晩体制の政党における制度化の程度を

比較する。 

続いて第二章では、朴正煕の憲法改正に焦点を当て、考察することとする。

特に、朴正煕の憲法改正は如何なる性格を有し、これをどのように評価すべき

かという疑問が提起されるが、それを評価するためには何故、その改正が行わ

れ、最終的に「維新憲法」という形に至ることになったかという一連の過程に

焦点を当てる必要があると筆者は考える。さらに、何よりも朴正煕政権が権威

主義的で、民主主義において正統性を欠如した政府であるなら、そもそも官僚

制における「準競合体制」は成立し得たであろうかという疑問に直面するであ

ろう。以上のような疑問を持ちつつ、本稿では、朴正煕政権下、憲法改正がな

される際に、同政策（憲法改正）が官僚制における「準競合体制」形成の際に

どのような影響を与えたのかということを中心に論じる。そして、どのような

官僚が如何なる程度で朴正煕の政策決定（憲法改正）に影響を及ぼすこととな

ったかについて具体的な実例を挙げつつ考察することによって、朴正煕の政治

体制を新たな観点から分析していくことにしたい。さらに、朴正煕政権がクー

デター直後から維新体制に至るまでに如何なる過程を経ることによって、「準

競合体制」を維持し、如何に各々の勢力をコントロールしていたのかについて

論じ、何故に維新体制は終焉を迎えることとなったのかということについて、

その根本的な原因を「準競合体制」の崩壊という側面から明らかにする。つま

                                           

制』創文社、84頁、James E. Dougherty, Robert L. Pfaltzgraff, Jr(1997), Contending Theories of 
International Relations: A Comprehensive Survey, (Fourth Edition, New York : Longman), pp.459-
460、G.アリソン(1977)（漆嶋稔訳）『決定の本質―キューバ・ミサイル危機の分析』中央公論社、171-1

73頁。 
8 Juan J. Linz(1964),“An Authoritarian Regime: The Case of Spain”, in Erik Allardt and Yrjö 

Littunen, eds., Cleavages, Ideologies, and Party Systems: Contributions to Comparative Political 

Sociology (Helsinki: Transactions of the Westermarck Society), pp.291-342、Milan W. Svolik(2012), 

The Politic of Authoritarian Rule, (Cambridge University Press), p.8, 12, 22, 25, 88 and 117. 
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り、それまで成立していた「制度化」の崩壊を朴正煕体制終焉の主たる原因と

して挙げ、再評価する。 

最後に、第三章及び第四章では朴正煕政権が崩壊して以降登場することとな

る全斗煥体制を紹介し、朴正煕体制が残していた制度化の産物を全斗煥が如何

に継承し、切り捨てていった原因についても論じる。一方今日、全斗煥政権は

軍事政権というイメージが色濃く残っているため、全斗煥体制は、朴正煕体制

よりも激しい批判に直面することとなった。即ち、朴正煕が正統性の希薄な体

制でありつつ、経済成長という大きな業績がそれを隠し、開発独裁という形と

なっている事情に対し、全斗煥は単なる民主主義を弾圧していた軍事政権の亡

霊という厳しい批判に直面している9。他方、全斗煥体制に対する擁護論も見逃

してはならない10。このように、全斗煥政権も朴正煕政権と同様に批判及び擁

護が両立する政権であるが、本稿では、全斗煥政権が1990年代（盧泰愚
ノ テ ウ

政権）

の民主化プロセスの安定に如何なる影響を果たし、その際に、朴正煕政権下成

し遂げられた「準競合体制」という制度化の役割を整理し、結果として如何に

韓国における安定した民主主義を定着させたかについて考察する。その根拠と

なる事例としては、全斗煥が権力を掌握した直後の時点で行われた憲法改正と

その内容の変化を中心として論じる。 

さらに、朴正煕体制及び全斗煥体制における財界のパワーの肥大化と縮小化

という事実について明らかにする。第一章及び第二章においては、官僚と政権

指導者（大統領）との関係に焦点を当てるが、第四章においては、韓国政治に

おける財界のパワーシフトを取り挙げ、分析する。このことにより、各々のプ

レイヤー（政府、財界、官僚、一般国民）が朴正煕政権から全斗煥政権に至る

まで如何なる影響力を果たしてきたかという一つの疑問に答えることができよ

う。具体的な説明を加えると1960年代、1970年代、1980年代を分析することに

より、それぞれのプレイヤーの影響力が如何なる変化を見せていたかを一つの

構図として提示することにより考察する。即ち、権威主義政権下、政治的な影

響力を有さない「一般国民」が韓国政治において影響力を肥大化する過程につ

いて明らかにし、現在までの「定説」とも考えられる、一般民衆が自発的に成

し遂げた韓国民主主義という主張を新たな角度から再評価することを目指す。

そして、朴正煕政権から行われていた制度化の性格を明らかにする。 

 

第一章 李承晩政権と朴正煕政権の組織構成 

 

第一節 李承晩政権と朴正煕体制の差異 

                                           
9 白元談(2003)「1980年代民主化運動関連事件、団体、辞書編纂のための基礎調査研究事業」『聖公會大

學校民主資料館』、47-48頁。 
10 労働組合の制裁に関しては、1980年、「浄化措置」が発表されることにより、多くの労働組合指導者が

捕まったが、彼らの大多数は戒厳令下、民主的な運動において極めて活動的であり、集団行動を行い、更

に労働運動において中核的な役割を果たしていたという主張。(趙甲濟(2006)『朴正煕最後の日』草思社

出版、219頁)。  
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 李承晩政権下の政府組織は朝鮮戦争を境にして、その前中後で違いを見せて

いる。まず朝鮮戦争（1950年6月～1953年7月）以前の李承晩政権の組織構成に

ついて述べておきたい。1948年7月17日の政府組織法と憲法による中央行政機

関としては、大統領、副大統領、国務総理、行政府11があり、大統領直属機関

としては、考試委員会、観察委員会が設置され、国務総理直属機関としては、

国務処、広報処、法制処、企画処の4処と経済委員会が設けられた。以上のよ

うな政治機構は1949年から1953年にかけて改編を行うこととなった。その主な

内容は1949年3月の保健部の設立と同年の12月に外資購買処が大統領の直属の

下に設立されたことであった。これ以外にもいくつかの小さな改編はあったが、

何よりも重要な改変は朝鮮戦争の終結後に実施された第2次組織改編である。 

 1954年11月に行われた憲法改正が第2次組織改編の代表的なものであった。

この憲法改正の内容は、国務総理制を事実上破棄し、大統領責任制をより強化

したというものである12。まず李承晩は、1954年11月27日の国会において改憲

案を審議にかけ否決された（賛成135票・反対60票・棄権7票）が下一桁を四捨

五入するという原則を打ち出し、最小可決線である135票を140票とみなすこと

によって、賛成過半数で改憲案を通過させるという荒業を行った。まさにこの

時、李承晩が永久政権の意思を露わにしたと言えよう。しかしながら、彼は如

何にして、独裁体制への一歩を踏み出すことができたのだろうか。この疑問に

答えるためには、まず李承晩体制とは、盤石なものとは言えぬ状況であったこ

とを見逃してはならない13。ところが、同年の6月に勃発した朝鮮戦争により、

脆弱であった彼の立場は一変することとなった。戦争の切迫した状況下で、李

承晩は反共主義を利用して、自らの行動に反対する政治家などを「共産主義者

及び、容共行為を行う者」とみなして弾圧を加えたのである14。以上のように、

第1次憲法改正においては、反共産主義理念を上手く利用し、第2次憲法改正で

は、第1次憲法改正で権力を握った李承晩の側近や与党である自由党の役割が

大きかったと考えられる。 

この節の結びとして、李承晩の組織構造はどのような問題を持っていたのか

をまとめておきたい。第一には、多くの官僚が日本帝国時代の「親日経歴」を

有したことである15。韓国で最も重要である「反日」という正統性を捨ててま

                                           
11 行政府の各部は、内務部、外務部、国防部、財務部、法務部、文教部、農林部、商工部、社会部、交通

部、逓信部として構成された。 
12 より詳しくは、三選禁止規定に関する「現大統領に限り重任制限を撤廃」するという内容のものである。

加えて、当初の憲法第55条第1項は大統領の重任について強く制限しており、この条文に変更を加えない

限り李承晩の大統領再選の実現は困難であった。そのため李承晩は、非民主主義的な方法により憲法を改

正しようとした。 
13 その証拠として、1950年の第2回総選挙の結果、国会内は反李承晩勢力が多数を占めており、その国会

の下で行われた次の大統領選挙は、彼の重任が非常に困難な状況であったと考えられる。 
14 1952年、戦況が悪化する中で釜山に首都を移した状況下で、前述の原則を高圧的に議会に押し付け憲法

改正を可決、その後、国民の直接選挙で再選を果たした。 
15 日本植民地時代の後に短期間で成立した政府であったため、李承晩政府の要職には親日派と呼ばれる人

物たちが多く占められていた。そういったことから、李承晩本人も、政府樹立直後より「親日派問題を契
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でも、官僚組織からの下支えが必要な状況であった証拠と言えよう。さらに、

1949年に「半民特委16」が解体された直後に朝鮮戦争が勃発し、それ以降、親

日派清算問題は台頭しなくなる。こうして、李承晩政府が公布した大統領令、

第208号の「国家公務員令17」により、予てより公務員職を務めていた旧日本帝

国出身の官僚がそのまま高位職に留まることを制度的にサポートしたと今日で

は評価されている18。ところが、1952年の「四捨五入改憲」決議により、次の

政権への野望を露わにした李承晩は19、1950年代後半になるとそのリーダーシ

ップを失い始めた。その原因としては、まず第1に李承晩自身の高齢化を指摘

することができる。1875年生まれの李承晩は、この時期すでに80歳を超える高

齢であり、故に、その政治的活力は顕著に低下しつつあった。そして第2には、

独立から10年近くを経た韓国が、解放時の熱気を失い、国内外の現実と向かい

合うことを余儀無くされていたことがある。上述した２点から明らかな様に、

李承晩は「現実問題」に直面することで、韓国での立ち位置を危うくしてきた

のだが、就中、最も重要と捉えている3つ目の要因は、韓国民の李承晩に対す

る、世代別に異なる認識なのではないかと考えられる20。確かに、日本植民地

時代を経験してきた世代にとって、李承晩は大韓民国の初代大統領であり、ま

さに建国の父であった。こうした彼の独立運動の記録も、初代大統領としての

正統性に大きく影響したであろう21。ところが、他方で植民地を経験しなかっ

た世代、及び戦後生まれの世代にとって、李承晩とは単なる「独裁者」に過ぎ

ず、民主主義を抑圧する不正選挙の当事者という認識でしかなかった22。 

さらに、李承晩の政治体制における問題点は、政治的評価の世代間格差にと

どまらず、もう一つの致命的な問題を内包しつつあった。それは、経済問題へ

の対処（政策決定上の問題）である。基本的に経済開発計画を樹立するために

は、それ相当の合理的な政府機構が求められるにも関わらず、このような状況

下で、政府は組織改変すべき時に、それを行わなかった。その代わりとして、

李承晩政府は別途の独立機構を置き、そこで長期経済計画を作成するようにし

た。これは、産業開発委員会規定に基づき、「産業開発委員会」と呼ばれるこ

                                           

機に、人身攻撃をすることは正しくない」と発言し、このような声明を行った背景には、李承晩が自らの

権力基盤の脆弱性を官僚機構を通じ保護することで補おうとする目的があったと考えられる。 
16 日本の植民地時代に「反民族行為」を行った人を処罰するための機構。 
17 この法律によると、法制官、経済計画官、監察官、検事などの2級公務員になるためには、大学学部を

卒業した者で、公務員経歴（9年）が必要と定めている。 
18 カン・ヘギョン(1998)「国家形成期(1948～1950)李承晩政権の行政機構構成と官僚十員研究」『国士舘

論叢第79輯』、254頁、ユ・ソクチュン・イ・ウヨン・ジャンドクジン(1990)「韓国戦争と南韓社会の構

造化」『韓国と国際政治』第6券第1号、76頁。 
19 この決議を契機とし「政敵」となる国務総理を退任させた。 
20 第1と第2原因については、木村幹(2002)「自由党体制の成立と崩壊(2)ー韓国における最初の「権威主

義的」体制ー」『国際協力論集』第10巻第2号、100頁、現実の問題については、朴正煕(2017)『国家と革

命と私』ギパラン出版、47頁を参照。 
21 「米韓相互保護条約」は、該当世代に向け、李承晩大統領以外には外交を務められる人はいないという

印象を付けたと考えられる。 
22 実際に、4月革命の主役と言われる世代は、当時の若者の中心である「大学生」がほとんどだったため、

若年層では上述のような「否定的な認識」が蔓延していたと推察される。 
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ととなった23。であれば、何故、このような振興部傘下であった組織を設立す

ることで、彼は経済開発計画を上手く実行できると考えたのか。その 1 つ目の

要因としては、大統領や与党の立場からすると、経済の開発よりも「安定した

政治」を追求しようとしていた思惑が指摘できよう。「国務委員からの国会議

員排除措置24」や、永久政権の意思を表したと言われる「四捨五入改憲」など

を通じ、永久政権だけを目標としてきたからである25。即ち、経済政策に対し

て、その権力への執着、及び渇望により、あまり注目していなかった。 

上述したように、李承晩政権は経済開発計画のための合理的な組織を作ら

ず、その代わりに「産業開発委員会」を置くことにしたのだが、1958 年 9 月の

「産業開発委員会」の構成員は、委員 5 人、補佐委員 13 人、顧問 22 人であっ

た。ところが、その中で政府の官僚とされる者は存在せず、大学教授や産業銀

行、及び韓国銀行から派遣された者のみから構成されていた26。これは、政府

の官僚のような権限が公式的に認められた機関ではなかったために、実践に移

すための主たる能力を有さず、政策の決定に中核的な影響を与えることができ

ない組織であると考えても差し支えなかった。即ち、当該組織の機能そのもの

に限界があったと言えよう27。 

李承晩政権の政策決定上の失敗は 4月革命28に帰結し、次の民主党に政権が移

ることとなった。ところが、民主党政権が失敗し、朴正煕によって起こされた

軍事クーデターにより韓国は軍事政権の下に置かれることとなった。 

ところで、朴正煕はどのように正統性を認知してもらおうとしたのか。ま

ず、彼は、革命公約を発表し、国民を説得した29。「共産主義と対決しうる実

力の培養」(革命公約第 5 項)にとって、「国家自主経済の再建」(同第 4 項)が

不可欠であると考えたからである。この計画は、李承晩政権時にも存在した

が、行動に移されなかったという限界が存在した。さらに、朴正煕は正統性を

確保するために、前政権に対する批判を行った。それは、①民主党政権は共産

主義の再登場を放置した政権であり、②民主党政権は都市と農村で毎日のよう

に行われたデモにより方向性を失った流浪政権であったという批判である30。 

                                           
23 大統領領第 1349号 1条、1958.3.13 制定。 
24 国会議員を排除し、官僚から国務委員を任命する。(金起八(1973)『政界夜話 2』ノベル文化社出版、

172頁)。 
25 李承晩のこれまでの様々な経済政策の動機は、米国からの援助金の額によって作られたものに過ぎず、

経済開発に対する動機はあまりにも希薄だったということである。(姜光夏・李榮薰・崔相伍、前掲書、5

5-54頁)。 
26 鄭眞阿(1998)「第 1共和国初期(1948〜1950)の経済政策研究」延世大学史学科修士論文、188-190頁。 
27 事実、産業開発委員会主導で策定された経済開発 3カ年計画だが、1958年 5月から本格的な準備作業

に入り、1959年 1月に試案が完成し、同年の 12月に最終決定されることとなり、それは国務会議（国

会）の審議にかけられた。ところが、土壇場になり本計画についての審議が遅延されることとなり、約 3

ヶ月後の 4月、同計画案はちょうど 4・19革命の 1日前に通過した。 
28 李承晩体制に反対した市民運動。李承晩が不正選挙を行ったことが原因となった。 
29 革命公約の主張では、①前政権との比較、②朝鮮半島北部の共産主義国家に対抗する強固な「反共国

家」を建設すること、という二つの項目に対する説明であったが、ここで彼が最も強調したことは、朴正

煕、及び軍事政権が経済建設を国家施策の最優先課題に据える構想を持っているということである。 
30 朴正煕(2017)、前掲書、56-57頁。 
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こうした状況下で国民世論は朴正煕のクーデターをどのように認識していた

のであろうか。勿論、彼の行為が既存の合法的な政府を倒したことについては

ある程度疑問を持っていたが、その当時の韓国国民が「既存の勢力に対し（李

承晩・民主党政権）、大きな不満を持ちつつあった」ことを見逃してはならな

い。この文脈において、「クーデターではなく革命であり、現在に至るまで韓

国社会が有していた腐敗を清算し、政治圏の発展や革新を行う措置である」と

当時のクーデターを受け入れた国民も多数存在した31。また、4 月革命の主役で

もある大学生からの支持も受け32、クーデター当時における朴正煕の「国内」

での正統性は認められていたとも言えるのではないか33。重要なことは、就

中、学生、及び知識人も朴正煕のクーデターを歓迎していたことである34。  

以上のように、朴正煕は客観的に検討すると「違憲」でもある軍事クーデタ

ーを国民や知識人、さらには、4 月革命の主役とも言える学生層の強い支持の

中で、「軍事革命」という認識を押し付けることで、その正統性を認めさせる

ことができたと考えられる。それにもう一つのアクターである米国の承認を取

り付けたことも決定的な要因となった。当時、米国は同事件をどのように考え

ていたのか。朴正煕と米国が共有していたものは、「反共産主義」という理念

である。そして、朴正煕が批判した通り、デモが多発し、極めて混乱した状況

であった。こういった状況の中で、「共産主義」の誘惑が学生の間で息を吹き

返すこととなったのである。ところで、米国はこの韓国内における軍事的な行

動に如何に反応したのか。まず、米国の駐韓米軍司令官マグルーダ―（Carter 

B. Magruder）の考えを見ておきたい。マグルーダー司令官は次のような 2つの

問題点を指摘した。それは、①韓国軍の作戦指揮権は、駐韓米軍の司令官であ

る自身の管轄であり、クーデター軍はその原則を損なっていること、②朴正煕

は共産主義者である可能性も排除できないということである。上記のような理

由に基づき、マグルーダーは朴正煕に対する批判的な立場を明らかにした。そ

れでは、こういった厳しい環境でクーデターはどのように成功したのか。それ

には、二つの要因が存在する。第 1 に、マグルーダーは、自らの権限（軍作戦

統制権）に挑戦されたことによって、クーデター軍を鎮圧しようとしたが35、

張勉総理が身を隠したため、実質的な決定主体の不在が続き36、実行に至らな

かったからである。第 2 に、その時の尹
ユ ン

潽
ボ

善
ソ ン

大統領がマグルーダー司令官の主

                                           
31 曺喜昖・チョ・ヒヨン(2007)『朴正煕と開発独裁時代ー5・16から 10・26まで』歴史批評史出版、31-

32頁。 
32 「軍事革命を支持」（『京鄕新聞』1961.5.20） 
33 韓国の国内世論は政策決定過程に大きな影響を与えいた。例えば、盧泰愚大統領下の「与小野大」の局

面での北方外交の進行は、世論の反応が存在しなければ、必ずしも成功できるとは言えない状況であった。

(林昶延(2018)、前掲論、36-37頁)を参考。 
34 その主たる根拠として、当時の雑誌『思想界』、及び『民族日報』を参考。(クォン・ドォオン(1961)

「5・16革命と民族の進路」『思想界』95号、34頁、及び「革命委員会に対する期待と忠言」『民族日報』

1961.5.18) 
35 「マグルーダー、グリーン代理大使、声明 “事前承認受けていない”」（『京鄕新聞』1961.5.17） 
36 総理は軍の統制権を持っており、総理の許可がなければ韓国軍を動かすことができなかった。 
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張に反対したからである37。つまり、尹潽善大統領はできる限り、無血でこの

事態を終わらせようとしたと考えられる38。米国側は、以上のような理由で尹

潽善大統領が鎮圧命令を出すことを拒否したため、単独で鎮圧作戦を実施しよ

うとした。マグルーダーは韓国軍の総責任者である李
イ

翰
ハ ン

林
リ ム

将軍に軍の動員命令

を下すことを求めたが、李将軍は尹大統領、及び張勉総理の命令がない限り、

鎮圧作戦は実施することができないと表明した。上述のように躓いていた米韓

関係が如何にして今日のような同盟関係を結ぶことができたのか。その原因を

提供した代表的な人物は朴正煕の側近であった金
キ ム

鐘
ジョン

泌
ピ ル

であった。まず、彼は、

CIAの責任者であるドシルバ（Peer De Silva）に接触し、クーデターの動機、

及び目的について説明し、特に米国と韓国の関係に関しては、「同盟関係を維

持する」と表明した39。その後、金鍾泌は、司令官に直接面会して、繰り返し

説得した40。このように、米国を味方につける過程を経ることにより、朴正煕

はクーデターを成功させることとなり、権力を掌握した。 

では、如何なる改革があったのか。まず、政府組織の改編を述べておきた

い。最も目立つ改編は、「諮問機関」の設立であった。同機関は、大統領に経

済的なアドバイスができ、大統領の経済計画に関する決定に積極的に繋がるも

のである。このような組織改編の特徴を理解するためには、朴正煕の出自を理

解する必要がある。彼は、「軍部」出身の人物であり、そのため韓国経済の全

体を軍隊としてみなしていたと考えられる。経済発展を勝利の目標と設定し、

その目標を達成する方法としての官僚組織改編は徹底的な「効率性」と「能率

性」を重視したのである。以上のような考え方を踏まえて、この目標へ達した

実例を挙げておきたい。1961 年軍事クーデターにより権力を掌握した朴正煕

は、国内における経済問題を重視した。ところが、こういった朴正煕の経済計

画は必ずしも成功せず、いくつかの計画は失敗に帰したのである。この具体例

として、1962 年の緊急通貨措置41を指摘することができる42。この政策の失敗に

より、既存の経済システムへ明らかな悪影響を与えた際に、朴正煕の対応は李

承晩政権とは顕著な差を見せた。まず、彼は、自身の計画が失敗したことを認

める姿勢を見せた43。以上の認識の上で、朴正煕は従来の計画（第一次五か年

計画）の見直しを行った。それにより、従来 7.1％であった成長率を 5％へ下方

修正し、現実的な経済計画をより順調に作成することができたと考えられる。

                                           
37 「尹大統領特別放送」（『東亞日報』1961.5.17） 
38 さらに、張勉内閣での大統領の存在は象徴的な存在に過ぎないことを考えると、実際に尹大統領がクー

デター勢力に抵抗する名分は少なかったと考えられる。加えて、決定的に尹大統領は民主党内の旧派であ

り、新派である張勉とは「政敵」関係であったことも尹大統領の政治的な選択に一定の合理性を与えるで

あろう。 
39 木宮正史(2008)『朴正煕政府の選択―1960年代輸出志向型工業化と冷戦体制』フマニタス出版、80頁。 
40 金鐘泌(2016)『金鍾泌回顧録』ワイズベリ出版、99頁。 
41 10ファンを1ウォンにした。後に、一定以上の貯金を凍結し、凍結した貯金を産業資金化する政策であ

る。 
42 松本博一(1963)『激動する韓国』岩波書店、102-03頁。 
43 朴正煕(2017)『民族の底力』ギパラン出版、143頁。 
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第 2 に、経済計画の失敗による外資不足を解決するために、国民の反発を買い

ながらも、米国との関係を保ちつつ44、日韓国交正常化を実現したのである。 

それでは、国民世論により左右される韓国政治において、1965 年の日本との

国交正常化に結び付けることができた要因は何であったのだろうか。それは、

朴正煕が目標を達成するためには「合理的・理性的」に考える政策能力を持っ

ていたからであると考えられる。さらに、彼の組織編成は一定の決断力を見せ

ていたが、その一例として、クーデター直後、僅か 10 日で組織編成を行い、

「国家再建最高会議」を設けたということである。それに続く、日本との関係

正常化などは、朴正煕の合理性と結果重視という「軍隊的思考」の考え方に基

づくものであったと言えるだろう。 

 それでは、李承晩・朴正煕両政権は政府内構造の変革の面において如何なる

相違があったのか。李承晩政権が出発する直前、8・15解放を迎えた韓国を巡

る国際情勢は非常に厳しい環境であった。米ソが対立していた1948年5月10日、

韓国では国連の監視下で総選挙が行われた45。その結果、どのような改革が行

われたのであろうか。 

まず、①行政府における改革、②主権国家としてのシステム作りである。そ

れでは、行政府の改革はどのようなものであったのか。1954年11月、「第2次

憲法改革」が行われたが、これは本稿で分析したように李承晩が長期政権に対

する欲望を現実化しようとしたものであった46。李承晩の独裁者的な性向は行

政府改革において見られたが、当時の韓国が直面している状況下、行政府の改

革を行うことのみに留まると彼が目標とする長期政権は「北朝鮮との体制競合」

という問題に足を引っ張られる可能性が存在した。その根拠として、彼が独裁

のための改革に限らず、主権国家としてのシステムについてもある程度の力を

入れたことを挙げることができると考えられる。この内容を述べると、①復興

部の新設、②保健部と社会部を保健社会部に連結、③海事委員会を解体、④海

務庁の新設などがある。このように、李承晩政権は行政府の権限を拡大しなが

らも、戦争により破壊された韓国の復興をも視野に入れた改革を進めたと考え

られる。 

それでは、李承晩政権の構造とは如何なるものであったのだろうか。第1に

指摘したい部分は、軍部の台頭である。朝鮮戦争前の韓国軍は、その立場が盤

石なものとはならず、朝鮮戦争以降に社会的な地位が政権下で高まった47。第2

                                           
44 米国は、日韓国交正常化交渉以降にも、持続的に日韓関係の発展を支持していた。（「第20次国連総会

集積報告、報告65第366号」、『大統領秘書』17527）。 
45 「今日、待望の総選挙独立と統一の道が開かれる」（『東亞日報』1948.5.10） 
46 朝鮮戦争は大統領権限の強化という結果に帰結することになり、国務総理職廃止政策までに至ることと

なった。 
47 1954年8月20日、韓国内の米軍の縮小を懸念した市民や学生が、全国規模のデモを起こした。彼ら（世

論）は、①米国の撤収に反対し、それにより、②韓国軍の強化を要求する姿勢をみせていたのである。こ

のような状況があったからこそ、軍部が台頭し始めることとなったと言えよう。（「米軍撤収中止を求め

る」『京鄕新聞』1954.8.20及び、韓国行政研究院(2014)『大韓民国歴代政府の主要政策と国政運営』デ

ヨン文化社出版、32頁を参照）。 
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に、李承晩政権で大きな役割を果たした人物である李
イ

起
ギ

鵬
ブ ン

の存在である。それ

では、彼は如何にして、中心人物となることができたのであろうか。上述のよ

うに、「親日派」に対する粛清は棚上げにされ48、さらに、日本帝国時代にお

いて公務員として働いた人物が改めて警察や公務員として活動することとなっ

た。即ち、李承晩は脆弱な政治基盤を乗り越える手段として、警察を自らの支

持基盤として利用ことを選んだのである。 

それでは李起鵬は具体的にどういった状況を前提として、李承晩の信頼をつ

かみ取っていったのだろうか。その事例としては、「盧
ノ

德
ド ク

述
ス ル

事件49」、及び

「崔
チ ェ

雲
ウ ン

霞
ハ

事件50」を挙げることができよう。この2つの事件により、警察勢力は

「親日派」のイメージが強いところを、李承晩が擁護することで、彼の政治基

盤をサポートする勢力となりえたのである。こういった状況の下、李起鵬はソ

ウル市長として任命されることとなった51。李起鵬は、ソウル市長に任命され

た直後、警察幹部に対する身分保障を行い52、実質的な処罰措置は取らなかっ

た。これは警察勢力への徹底的な処罰を求めていた国会の要求に明らかに反し

ていたのである。さらに、彼は、李承晩の体制をより安定化させるために、世

論操作に手を出すこととなった。彼が、この作業を行う名分として選んだのは

「反共主義」という社会的な雰囲気を利用することであった53。李起鵬が自ら

の地位を確立した1950年代、李承晩は、年齢が80歳を超えていた。そのため、

政治参加への姿勢や機会が、どうしても限られてきていた。故に、李承晩が誰

よりも信頼していた人物であった李起鵬が、権力を牛耳ったのは言うまでもな

い。こうした環境下、李承晩体制は1956年の選挙をきっかけに崩れ始める。 

以上のような過程を経て、崩壊に至った李承晩体制であったが、その根本的

な問題点は、そもそも韓国が開放された時期から存在していたと筆者は考える。

その主たる根拠として、李承晩政権が始まる以前から、韓国の官僚制の不安定

化は著しかったことが挙げられよう。これについて考察するには、李承晩体制

下の官僚制が、どこから影響を受け、どのように形成されたものであったかと

いう問題に焦点を当てる必要性があるだろう。そこで、最も根本的な問題の本

                                           
48 これからの計画通りに事業が進むように努力すべきであり、それ故、昔のことに拘ることによって発展

を阻害してはならぬ、過去の結節を清算することが重要である。（「1949年1月10日李承晩対国民談話」

『東亞日報』1949.1.15） 
49 盧德述は、日本植民地時代、親日行為を行い社会的な地位を築いたが、李承晩の庇護により解放後には

警察幹部として活動することができたのである。（ソン・ソンエ(2010)「解放後親日警察官僚、盧德述の

登用、及び活動」東國大學校修士論文、8-9頁）。 
50 1949年6月6日、親日警察の象徴ともいわれた崔雲霞が「反民族行為特別調査委員会」により逮捕される

こととなった。この逮捕に対し、警察勢力は同委員会を襲撃するに及んだのである。李承晩はこの武力行

為を庇護していた。 
51 この要因としては、①ソウル市長が（上記に述べた）同事件に対する捜査管轄を有していたこと、②当

時、李起鵬は李承晩の信頼を受けていた中核的な官僚であったことが挙げられる。 
52「“動揺しない”と大統領が返事」（『東亞日報』1949.6.10） 
53 対国外的な反共主義を強化するために、「一民主義」という思想の流布に取り組んだのである。この

「一民主義」とは、反共体制を本格的に形成するために作られたものであった。（藤井たけし(2012)『フ

ァシズムと第3世界主義の間で』歴史批評社、229-250頁）。 



12 

 

質が、如何なるものであったかについて、李承晩体制の成立直前からの「官僚

制の形成」に対しての概略をたどることで明らかにしていきたい。韓国開放の

後に、韓国は、朝鮮半島を規律していた朝鮮総督府の官僚制や、その役割を参

考にした54。つまり、これは日本統治下の官僚制のシステムを受容し、さらに

は、その当時官僚であった人物55をも受け入れ、その役割を果たさせようとし

たのである。そこには日本の統治を否定しながらも、それを利用しようとする

韓国の姿があった。では何故、こうした現象は起きたのであろうか。まず、日

本の官僚制を継承した理由としては、①朝鮮時代における官僚制度が前近代的

なものであり、日本時代の官僚制は非常に規律のとれた近代的な官僚制であっ

たという事実56、②国家建設の時期において、①のような「規律のとれた」官

僚制を継続して営むためには、訓練および経験を持つ知識人や元官僚の役割が

何より重要と判断されたからである57。実際、これらの点に関しては、日本帝

国時代に独立運動を展開していた運動家らからも強い反発は無く、これを受け

入れた58。しかし、ここで見逃してはならないポイントがある。それは、解放

後の大韓民国政府が樹立される前段階において、米軍政が韓国を統治した事実

である。そのため、以上で言及された「日本型の官僚制」は、新たな局面に立

つこととなった。 

これは、米軍政が、朝鮮総督府の体制を維持しつつ、そこにアメリカ型の官

僚制度を導入したためである。つまり、日米両国の官僚制、及び管理制度が、

解放直後の韓国において混入されることとなった。では、この一連の現象は、

どのような影響を及ぼしたのであろうか。行政管理が、朝鮮総督府の形式に従

って適用され、関連法令なども日本時代のものを用いたため、ここにアメリカ

式の官僚制度を適用することで、制度上の混乱を起こしたのである59。こうい

った複雑な事情を抱えたままの李承晩は、官僚制を制度化し、安定化しなけれ

ばならない状況に迫られた。以上のような状況は、李承晩体制が設立した時点

から存在していた韓国官僚制の問題であり、李承晩政権はその根本的な問題の

解決を実現できずに崩壊した政権であったとも評価できるであろう。 

それでは、朴正煕時代の政府構造は如何なる形を取っていたのか。李承晩体

制の崩壊、そして、朴正煕体制の登場、この過程で注目すべき点は、李承晩体

制が崩壊し、その直後に、張勉政権による内閣制が実施されたということにあ

る。李承晩体制が一旦終焉へ向かい、その直後、無能だったとはいえ、形式的

な民主主義体制が続いたことは明らかである。こうなると独裁から民主化、そ

                                           
54 アンヨンシク(2001)『韓国官僚研究』デヨン文化社出版、381-382頁。 
55 韓国人を示す。 
56 イジュンホ(1987)「韓国官僚制の発展過程に関する研究」檀国大學校行政学科修士論文、19-20頁。 
57 パクソンジン(2010)「1950年代韓国発展国家の胎動」建国大学校政治学科博士論文、142頁。 
58 朝鮮総督府事務官を担った崔夏永は、韓国解放後に、独立運動家活動していた申翼熙に会い、次のよう

に語りかけられたという。「独立運動家らは、政治なんかはできるとしても、立法、司法、行政などの各

分野の組織（官僚制）などに関しては全く知識がない。そのため、経験を有するあなた達に任せたい」と。

（崔夏永(1968)「政務総監、韓国人課長を呼び出す」『月間中央』、104頁）。 
59 キムヨンミン(1991)「韓国の政治変動と官僚制―1945-1972：国家官僚制の変遷過程」ソウル大学行政

大学院博士論文、61-66頁。 
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して独裁政権の確立という展開という流れとなるが、本節では、朴正熙の政権

はそれほど独裁的なものであったのだろうかという仮説を立て、上述した李承

晩政権の独裁的な人事（官僚）システム（代表的に李起鵬という超法的人物）

と比較しながら、考察していきたい。 

新たな指導者として台頭した朴正熙は、その政治の方向性を「国家自由経済

概念」と「共産主義に対抗するための実力培養60」と見定めた61。ここでの筆者

の疑問は、前政権（李承晩）に存在していた官僚組織が、どのように変遷して

いったのかということである。以前の李承晩体制の遺産としての機構には、①

企画処、②復興部などがあった。加えて、経済計画に直接関わる部署として、

財務部、農林部、商工部が挙げられる。中でも①の企画処は、経済計画に関わ

る中核的な役割を担当していた。企画処を設立した当時、官僚として統率を任

されたのは、李
イ

順
ス ン

鐸
タ ク

であった。彼を通じ、李承晩政権は、解放後の韓国社会が

直面していた短期的な経済問題等に対応しようとした。ところが、安定する間

もなく、朝鮮戦争が勃発し、その影響により不安定な経済状況を余儀なくされ、

白
ベ ク

斗
ド

鎭
ジ ン

62と金
キ ム

裕
ユ

澤
テ ク

63を新たに企画所長として任命し64、李承晩政権は、11部4処66

局といった構造に、企画処を付け加え、そこに1949年1月17日、外郭機構65を設

置し、外国からの資金を管理することで経済復興を図った。では、その後の経

済発展に道筋をつけつつあった李承晩政権は、何故に失敗したのであろうか。

筆者は、李承晩体制における組織構成の限界をその主たる原因として指摘した

い。第１の限界は、それら（企画処、復興部）を規律する上位機構の不在であ

ると考えられる66。 

第２の限界としては、韓国社会における経済発展への認識と実践の間にある

乖離であった。李承晩は、経済発展や国家発展などが国家再建にとって不可欠

なものであると認識していた。ところが、彼が認識していることと実際の組織

において政策を計画し、実行に移すこととは別の問題である67。このような李

承晩政権で山積みした組織構造の問題は、朴正熙政権下において、どのように

変化したのか。これに関する一つの事例として、朴正熙が1961年のクーデター

                                           
60「反共」及び、「近代化」を第１目標としたのである。こうして、立法、司法、行政という三権を「国

家再建最高会議」に帰属させ、この朴正熙が率いる独自組織が、より強力な行政力を発揮できるようにし

た。 
61 文昌周(1965)『国際政治論』一朝閣出版、278頁。 
62 日本植民地時代の朝鮮銀行で勤務。開放後には、「朝鮮銀行運営委員会」を組織し、同銀行の再編過程

を主導した。 
63 解放後朝鮮銀行の理事を務めた。 
64 この二人は、従来の処長とは異なり、金融界での実務経験を持つ「金融専門家」であった。 
65 臨時外資局、臨時外資購買処、臨時管財総局、管財庁のことである。 
66 これらの機構は、同等な関係にあったがゆえに、それぞれの異なる目的や利害関係を有し、政策目標の

達成に齟齬が生じ、結果的に李承晩政権の経済政策に影を投げかけていた。つまり計画達成のためには、

それぞれの組織の利害関係を調節できる機能を持った、何らかの上位機構が必要だったのである。 
67 前述したように、この政権の問題は、政策決定を行う際、李承晩本人の不在と、それに関連する実践力

の不在により、実行に移すことに困難が伴う状況にあった。 



14 

 

後に設立した「経済企画院」を挙げておきたい68。この組織は、1961年7月から

1994年まで存続し、「経済開発5カ年計画」の樹立と執行を担い、韓国経済開

発を主導した。発足時は、①李承晩の復興部の総合計画局と物流計画局、②財

務部の予算局、そして、③内務部の調査統計局を連結させ、4局1課（1課は総

務課を示す）体制で出発することとなった。つまり、この経済開発を担う、中

核的な組織の管理者の地位を、行政府において国務総理の次席と定めた。こう

なると、それは李承晩体制で存在していた経済開発機構の権限の問題や、各々

の組織間の利害関係という限界を乗り越えることを意図していると考えられる。

実際に、同年の12月に新設された「副総理」が経済計画院長官を兼ねることと

なり、これにより、それは、各局及び部署の利害関係に関わらず、経済の総括

的なブレインとして、強力なリーダーシップを発揮することとなった。さらに、

上記で指摘した「実践力」に関わる問題においても、朴正熙政権は、李承晩と

は異なった様相を見せていた。これは、1961年の経済企画院の新設と同時に、

計画と予算の機能を、経済企画院に付属させたものである。この経済企画院の

初代長官（大臣）は、李承晩政権下「企画処」を率いた金裕澤であった69。こ

の事例からみると朴正熙は軍部出身者を要職へ任命することで、革命勢力内部

における「安定化」や「側近政治」を追求した訳ではない70。軍事政権である

からこそ、軍出身者を国家の要職へ任命しないという決定が可能となり、それ

故にこそ韓国の官僚制における「制度化」及び「安定化」を政権の目標とする

ことができたのではないかと考えられる。この件についての事例を、以下、述

べることにしたい。 

上記の「経済計画院」は、当時の朴正煕政権下の韓国において、経済発展政

策を率いる最重要機関であった71。そこに、敢えて李承晩政権下の文官出身の

官僚を任命したのである。但し、1962年3月から軍人出身の宋
ソ ン

堯
ヨ

讚
チャン

72が任命され

たこともあったが、彼が経済計画院を率いた期間は、実に僅かなものであった
73。後に政権交代が行われる1970年代に実施された「第四次経済開発5カ年計画

（1977～1981）」においても、官僚や教授などの知識人が経済企画院を率い、

その一貫した経済上の効率を究極的な価値とする官僚制は、安定した経済政策、

及びその実行に大きな影響を与えたと言えよう。さらに、この期間は朴正熙の

主導権の下に経済政策が策定されたが、政治的な軋轢に関わらず、「機関中立

                                           
68 「経済企画院を新設」（『京鄕新聞』1961.7.22） 
69 ここで注目に値するところは、朴正煕が軍事クーデターで政権を奪い取り、重要な役割を担う官僚の任

命において、かつての政権で批判の対象であった官僚を登用したことである。 
70 実際に、中央情報部長となった金炯旭(1963～1969)は、朴正煕の側近であった金鍾泌に反対した者であ

った。 
71 「経済開発5カ年計画」という国家全般における極めて重大な計画を担当し、これを率いる「長官」は、

リーダー（朴正熙）の考えと一貫性を持たざるを得ない重要な立場であった。 
72 クーデター直後、「国家再建最高会議」の国防委員長に任命され、朴正熙の信頼を受けていた軍人であ

った。 
73 1962年3月から同年の6月まで経済計画院長官を担当した。彼が担当した期間に「経済開発5カ年計画」

が樹立されたことを考慮すると、朴正熙は自らの経済開発に関する考えと一貫することのできる官僚とし

て彼を指名し、短期間において経済計画院を担当することを求めたと考えられる。 
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性」を保持していたことを見逃してはならない。これは朴正熙政権において、

官僚制や政府機関が「制度化」されていたことに、一定の合理性を提示できる

と考えてもよいであろう。 

この「制度化」という点から、次に、朴正熙時代における公務員制度はどの

ようなものであったかについて述べておきたい。公務員（官僚）の登用に関す

る制度は、国家の安定化という問題にも関係している。例えば、スコーロネッ

ク（Skowronek）は、初期国家においての知識人、及びエリートの存在を、極

めて重要なものと論文の中で取り扱っている（1982）。知識人階級は重要な資

源であり、故に、国家において組織及び政策の手続きも重要であるが、その組

織や政策を実行するものは結局知識人である74。つまり、その知識人の官僚へ

の登用は、国家のあらゆる政策に、直接的な影響を及ぼすものであると考えて

いるのである。このように考えると官僚の登用制度というものは、究極的に初

期の国家における「制度化」、及び「安定化」という問題に根深く関与するも

のなのではないであろうか。加えて、行政に関する指導者の理念は、官僚をど

のように登用し、その結果、どのような官僚が選出され、国家をどのように変

えたかに大きく関係すると考えられる。ここでの理念とは、ある社会の構成員

が持つ、社会・政治的な環境に対する一連の信念であり、その社会がどのよう

に組織化され、どのような目標を持ち、どのような機構及び方法において、政

権が設けた目標を達成するのかについての理解である75。そのため、これらを

分析する際に、国家指導者の理念も含めて取り扱い、考察したい。そのために

は、李承晩政権下の官僚登用制度と朴正熙政権下のそれを比較することが必要

であり、そうすることにより、「制度化」の意味はより明確になるであろう。

両政権は理念的にどのような違いを見せていたのかについての分析方法として、

両大統領の「就任の辞」を用い、その基本となる理念を比較したい。 

まず、李承晩の場合であるが、彼の就任の辞において、最も使われた言葉と

しては、①「民主性（31回）」が挙げられる。その次は②「倫理性（13回）」、

③「合法性（11回）」、④「能率性、及び効果性」（各1回）と続く76。以上の

ことから、李承晩の就任の辞を通じて見られた国家に対する認識は、行政的な

能率及び効果以前に、民主国家を形成する上での「胎動期」的な性格であろう。

それに対して、朴正熙の就任の辞にはどのような信念を読み取ることができる

であろうか。まず、最も使われた言葉としては、①「民主性（16回）」、次い

で②「政策目標達成（9回）」、③「世論反映（7回）」であった77。なぜか、

朴正熙政権の中核的な価値である経済目標達成に繋がる「政策目標達成」が民

主性より少ないのである。この理由を私は、朴正熙がクーデター後に直面した

正統性問題を「民主性」や「世論反映」などを通じて克服しようとしたからで

あろうと考える。その主たる根拠としては、「経済発展（重化学工業育成）」

                                           
74 Skowronek, Stephen(1982), Building a New American State,(Cambridge University Press), p.31. 
75 ホ・ジュンギョン(2007)『行政学概論』韓国放送通信大学出版、10頁。 
76 ソン・ジョングン(2011)「行政理念優先順位に関する研究」建國大學校 行政学科博士論文、58頁。 
77 ソン・ジョングン(2011)、同上書、64頁。 
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という就任の辞におけるある「文言」が、本格的に経済発展に踏み切ることと

なった1970年代に、クーデター直後の頃に比べ大きく増えたことである。その

例として、戦争特需（ベトナム戦争）や日韓国交正常化などを通じ、重化学工

業へと方針を転換させた朴正熙は、1972年の就任の辞において「能率性、及び

効果性（24回）」、②「民主性（11回）」、③「世論反映（1回）」という言

葉を強調し、行政システムにおいて、政権をとった当時とは大きく変化した信

念を明らかにしたのである78。結果として、この分析において、李承晩体制で

は、①民主国家としての基本的な要素、そして、②合法的な（正統性などの面

において）主権国家としての性格などが重要な価値観であったと言える。それ

に対し、朴正熙政権下の行政に対する認識には、①クーデター直後の脆弱であ

った正統性問題から、②政策目標達成重視という実行力の提示への移行がみら

れた。こうした行政上の理念の違いは、執政上どのような形として現れたのだ

ろうか。李承晩政権の公務員制度には、効率や能率よりも「政権の維持」とい

う目的が大きく現れている79。これについて、より具体的な議論をするため、

ここでは李承晩政権下の公務員登用におけるある現象に注目しよう。 

まず、李承晩時代における公務員登用試験の特徴は、①資格試験80という形

をとっていたということ、②業績検査を論述式とし、③それら①、②の影響に

より合格者数が大きく制限されていたことであった<表1参考>。特に、朴正熙

政権に代わるまで、それまでの試験制度を通じて採用された公務員の数は300

人を超えていない。実際に、公務員募集を行う際に、公開資格試験の対象であ

った5級公務員の高等試験と7級公務員試験を除く、他の多くの公務員試験は秘

密募集という形をとっていた。その結果、公務員制度を備えていたとはいえ、

政権により恣意的に運営され、ネポティズム（nepotism）を引き起こし、効果

的な行政運営には至らなかったのである。これは、李承晩政権の行政制度が

「制度化」とは程遠いものであったことを示すものであろう。 

それに対し、朴正熙政権下の行政制度はどのようなものだったのか。上記の

通り、正統性問題により政治的な基盤が弱いものであった。それらを克服する

一環として、彼は、大胆な行政改革を行うことにした（政府組織法の公布）。

その行革の2つのポイントは、①大統領権限の強化、②国家経済発展計画（第

一次経済開発5カ年計画）の達成であった。大統領権限強化という面において、

就中、朴正熙は李承晩政権とは明らかに異なっていた。それは、「中央行政機

構を大統領が率い、その下に中央行政官庁（観察院）、中央情報部（KCIA）、

国民運動本部があり、諮問機関（国家安全保障会議、経済科学審議会議、政治

諮問会議）がおかれる」ということであった。これは、李承晩政権での大統領

権限強化政策であった「国務総理の廃止」、「側近政治（李起鵬の任命）」な

                                           
78 ソン・ジュングン(2011)、同上書、70-71頁。 
79 これには、朝鮮戦争後の失われた行政力を強化するため、相対的に行政経験を有していた旧朝鮮総督府

管理を登用したという議論もある。（コン・ソンフン(2012)「韓国高位公務員集団の変化と連続性1948-1

972―局長級以上公務員の社会的な背景を中心としてー」ソウル大学行政大学院 行政学科政策学専攻、5

8頁）。 
80 李承晩政権下、公務員募集の原則は「資格があると認められる人に限り任命」とされていた。 
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どと比較すると、「目標志向」という、朴正熙の信念をより明らかにしている

のではないであろうか。それに加えて、副大統領を置かず、国務総理制度を創

設している。国務総理の直接的な影響下に置かれた機関としては、①「経済企

画院」、②「総務処」、③「法制処」などがあった。こういった朴正熙の制度

化への努力は、公務員制度の変化にも影響を与えた。1963年3月29日、国家再

建最高会議は「国家公務員法81」の改正案を通過させた。つまり、ここから

「公開採用試験」が本格的に行われることになったことを示す。以上のような

公務員選出制度の変化は、従来の李承晩体制に比べ、新しい意義を持ち始めて

いた。李承晩体制における公務員制度は、「資格試験」及び、「秘密試験」な

どの条件が公務員選出に制約を加えており、これにより、「側近政治」という

結果を生み出し、破綻へと至った。それに対し、朴正熙政権下では、公務員制

度の変更により、「公開募集」の性格が明確に打ち出されていた<表2参考82>。 

このような朴正熙の行政改革は、現代の視点から、どのように評価できるで

あろうか。まず、朴正熙の行政改革をみると、その改革内容の目的や目標が明

らかなことを指摘できる。例えば、中央情報部は、朴正熙が目標とした「反共」

のためのものであり、国民運動本部は、「国民世論改善」のための装置として

作用した。経済開発を担当する「経済企画院」の設置も、その目標に従い行わ

れたことが、すぐに明らかとなるであろう。第２に、朴正熙の公務員任用に関

する制度改正は、従来の政権の崩壊原因とも言える政策決定上の問題に、より

上手く対処したと考えられる。高位職を含めた公務員を募集する際に「公開採

用試験」を行い、行政面における空白のない、より安定・制度化された行政シ

ステムを作ったことは、後の、彼の経済開発計画が成功することに一定の合理

性を与えたと言えよう。なぜならば、朴正熙は、軍人出身の側近を、重責を担

う位置に任命せず、民間人専門家を任命したからである83。これは、朴正熙が

国家の運営をする際に、「合理性の追求」という信念を持ちながら事に当たっ

た結果であり、究極的に韓国における政治の制度化及び安定化をもたらしたと

考えられるであろう。以上のように、朴正熙政権は、彼自身の信念通り、①公

務員制度を改革し、②合理的な人事登用を通じ、李承晩が行った独裁政治、及

び側近政治ではありえなかった、秩序の制度化や政治の安定化に成功したので

ある。後に、これは、経済開発という、朴正熙政権の最も重要な目標を達成す

る上で、大きな意義を持ってくることになる。つまり、以上の事例は朴正熙の

官僚制に対する「準競合体制」が成立したと言える一つの根拠である。朴正熙

の考試制度改革を踏まえると、主観性を排除し選抜された官僚が指導者の政策

などに十分な影響を与える環境が作られたと考えられる。以上のような官僚制

の安定化は、李承晩体制と比較すると、どのような差異が見えてくるであろう

                                           
81 「公務員公開採用試験10月末に実施」（『京鄕新聞』1963.8.24） 
82 朴正熙による政策の結果、公務員選出方式が変わり、公務員が増加していることがわかる。 
83 キム・インキュン、カン・ワォンテク(2017)「朴正熙政権は「軍部」支配体制であったのか―軍出身政

治エリート充員を中心としてー」『韓国と国際政治』33、97頁、及び106頁、キムヨンミョン(1985)『第3

世界の軍部統治と政治経済：ブラジル・韓国・ペル・エジプトの比較研究』ハンウル出版、153頁。 
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か。詳しくは次章において取り扱うことにする。 

 

回

数 

年度

別 

受験者

数 

合格者

数 

1 1949 502 5 

2 1951 327 38 

3 1952 754 34 

4 1953 675 9 

5 1954 963 13 

6 1955 1,676 58 

7 1956 2,357 11 

8 1957 2,207 7 

9 1958 1,757 27 
<表１>公務員の受験生数と合格者数(李承晩政権)84   <表2>公務員の受験生と合格者数(朴正熙政権85) 

 

第二節 「完全独裁」とは言えぬ、朴正煕型「権威主義」 

 

これまでに李承晩政権の政策決定システムの問題点を指摘し、その実例を挙

げ、その終焉までの過程と原因を紹介した。さらに、それ以降の民主党政府

（張勉政権）も、国民の期待を満足させることができず、朴正煕により終止符

を打たれることとなった。以上のような歴史の流れの中で、朴正煕は大韓民国

における権力を掌握することとなった。しかし、このような過程において、い

くつかの問題点を見逃してはならない。それは、①軍事政府の内部構造の曖昧

さの問題、②人権に関する問題、③北朝鮮問題などであった。まず、軍事政府

の内部構造の曖昧さの問題について説明しておきたい。初めに、朴正煕はそも

そもそれまで存在した憲法に変更を加えることとなった。従って、軍事政府は、

誰が主体となり、どの程度の権限でどのように統治をするかという、国家の基

本的なベースを待たず、非常に混乱した状況に突入することとなった。その決

定的な理由として挙げられることは、クーデター以前の軍部内の序列や階級、

及び地位が、そのまま維持されないことが容易に想像できることであろう。②

人権に関する問題については、軍事クーデターからなるいかなる政権にも共通

する問題であった。つまり、韓国の軍事政権においても同様に、異なる主張を

する野党の議員（反対派）やその反対勢力（学生など）は、まさに「敵」その

ものであり、「除去しなければならない対象」に過ぎないという認識が、政権

内で共有されていたと考えられる。つまり、朴正煕政権下では、ある程度政治

的な自由は制限されていたと考えられる。 

 このような状況に加え、対外的には米国との取引（関係改善）という重要な

                                           
84 李漢彬(1969)『韓国行政の歴史的分析』韓国行政問題研究所出版、441頁。 
85 李漢彬、同上書、441頁。 

回数 
年度

別 

受験者

数 
合格者数 

13 1961 1,494 72 

14 1962 1,604 38 
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問題が、まだ残されていた。その問題の解決のためは、第1に、米国の同盟国

である限りにおいて、民主主義の原則に従わなければならないこと、第2に、

朴正煕に対する米国の不信を払拭するという必要があった。特に前者の解決の

ためには、これまでの軍事政府が取ってきた政治的な行動を大きく転換せざる

えなかった。朴正煕はこういった米国の立場に敏感に反応し、速やかに米国の

条件を受け入れる方向に政策を転換させた。具体的に言えば、容共行為をした

という疑いで逮捕・調査されていた野党議員や左翼勢力を釈放したのである。

これと同時に、今日の政界においても問題として扱われている事例であるが、

「不正蓄財者」に対する処罰であった86。韓国の現代史において、最もステレ

オタイプとして理解されていることは、朴正煕本人が不正蓄財者に関して処罰

するという「革命公約87」を発表したにも関わらず、処罰は実際に行われてい

なかったという事実である。それは、米国が、朴正煕政権に強要した民主主義

の原則により、朴正煕本人が、その外部要因により左右された結果であろう。

朴正煕の考え通り、「国家再建最高会義」は、1961年5月16日（クーデター当

日）「不正蓄財処理議員会」を設立し88、続いて1961年5月29日には「不正蓄財」

の疑いで26名を逮捕した89。さらに、同年の6月14日には、「不正蓄財処理法90」

という具体的な法案が発効されたのである。この「不正蓄財者」に対する朴正

煕の対応は、就中、競争者のいない「独裁体制」という環境においては、順調

に進むべきであっただろう。ところが、朴正煕の政治的な行動は妨げられるこ

ととなった。それはなぜであろうか。まず、朴正煕の「強い認識」の変節に最

も大きな影響を与えた官僚は、金鍾泌であったということである。金鍾泌は自

ら、革命公約第3条を策定し、旧政権に対して露骨な反感を示していた。この

ような考えを持っていた彼が、朴正煕下の「国家再建最高会義」により決定さ

れた「不正蓄財者処罰」には反対の意思を持っていたのである。それは、金鍾

泌個人の理性的な考えが、大きな部分を占めていたと考えられる。同年の6月8

日、この問題にあたり、金鍾泌は、張基榮（経済計画院長官）との面談を行っ

た。張基榮は同面談において、自らの意見を語った91。 

この面会の後に金鍾泌は、翌6月9日、南宮鍊社長に会い、アドバイスを受け

ることとなった。この際に、南宮鍊社長は金鍾泌に対し「悪い行為も、実際に

やってみた人が上手である」と発言し、「最高会議が経済を最優先課題として

                                           
86 朴正煕は著書『国家と革命と私』において、以下のように自らの考えを述べている。「不正蓄財者に対

しての私の見解は、「旧悪」とも考えられる政治指導者（旧民主党政客）より先に処罰されなければなら

ないという認識であった」と。（朴正煕(2017)、前掲書『国家と革命と私』68頁）。 
87 朴正熙(2017)、同上書、「革命公約第3項」64頁。 
88 「不正蓄財者を逮捕する」（『京鄕新聞』1961.5.16） 
89 「不正蓄財者26名を拘束」（『東亞日報』1961.5.29） 
90 「不正蓄財処理法」『国家法令情報センター』 

出典：www.law.go.kr/법령/부정축재처리법（不正財）/(00623,19610614) ―閲覧日：2019.10.11。 
91 「今日、我が国において、経済について詳しい者は元企業家たちです。・・極東海運の南宮鍊社長は、

この国の経済の実状や経済人の役割について詳しい者です。一回会ってみて、アドバイスを聞いてくださ

い」と。（趙甲濟(2015)『朴正煕5・16の24時―ある近代化革命家の悲壮な生涯―』趙甲濟ドットコム出

版、239頁）。 
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設定したことについてはよく知られているが、その問題を理性的に解決するた

めであれば、今逮捕されている企業家のアドバイスが、必ず必要となる」と金

鍾泌に話した92。こうした会談の後に、金鍾泌は朴正煕と面談し、朴正煕を説

得したのである93。朴正煕は、金鍾泌との面談を経て、金鍾泌に「不正蓄財者

問題」に関するすべての事案を委譲することとなった。こういった過程をみる

と、金鍾泌は、朴正煕の絶対的な影響力に置かれた韓国政治の環境の中におい

て、朴正煕個人の政治的な選択・行動を、経済官僚の張基榮と当事者（南宮鍊）

との取引を経て、自らの見解を提示することで朴正煕の政治路線を変えること

に成功したと言えるのではないか。この事例から見えてくるのは、朴正煕個人

の独裁システムは存在したとはいえ、実際に官僚の選択に対して、朴正煕は独

裁的な政治行動を必ずしも取ってはいなかったという事実である。 

さらに、朴正煕が直面した最も重大な問題は、国内外にもいくつか存在した。

その一つは、自らのクーデターを正当化し、米国との関係を改善することであ

る。これに関しては前章に述べたように、①朴正煕個人の努力、②金鍾泌とマ

グルーダー（Carter. B. Magruder）との交渉、この２つにより、クーデター

の正統性を米国側に認めさせた。しかし、これに加えて、軍事政府は米国との

友好関係を確かめる必要があった。これは、換言すると米国へ朴正煕という人

物を認識させることに関するものであった94。その過程において、もう一つ見

逃してはならない事件があった。それは、朴正煕の兄（朴相煕95）の「親友」

であった黃太成96が、北朝鮮から韓国に侵入した事件であった。つまり、当時

の韓国では受け入れられない思想を持ち、「反共を国是」とすることを掲げた

朴正煕の革命公約に照らしても、警戒すべき存在であった。さらに、黃太成が

韓国に密入国した状況下では、当時の朴正煕政権に対する米国の認識は改善さ

れず、米国CIAなどの情報機関では朴正煕が「共産主義者」であるという疑い

が蔓延していたのである97。実際には、朴正煕は黃太成が38度線を越え、韓国

に入ってきた事実について全く知らず、結局その問題に最初に取り組むことと

なったのは金鍾泌であった。 

その経緯を述べると、まず、金鍾泌は、1961年10月15日、朴正煕の昔の「親

友」であった黄太成が38度線を越え、韓国に密入国していた事実を、家族（義

母）から警察の緊急電話による通報を通じて知った98。しかし、その当時金鍾

泌は、黄太成という人物について全く知らず、黄太成は、朴正煕議長と金鍾泌

に対面することを希望していたことを義母の話により知ったのであった。こう

                                           
92 金鍾泌(2016)、前掲書、283頁。 
93 金鍾泌は、回顧録で「貧乏と窮乏を我が国から追い出し、産業化の基盤を築き上げるためには、その現

場で働いていた企業家を積極的に活用しなければならない」と明らかにした。（金鍾泌(2016)、同上書、

282頁）。 
94 当時の米国は、朴正煕の過去の左翼活動に参加した前歴を疑い、「共産主義者」と認識していた。 
95 朴正煕の兄であり、大邱10・1事件で警察の鎮圧過程で亡くなった。 
96 黄太成は、昔、朴正煕と個人的に良い関係を取っていた人である。 
97 その最も重要な原因は、就中、朴正煕の「左翼活動」記録である。 
98 金鍾泌(2016)、前掲書、148-149頁。 
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して金鍾泌は、まず彼を逮捕することを決定し、彼の逮捕や調査などを秘密裡

に行ったのである。このような秘密調査は何故行われたのか。それは、上記に

述べたように、米国が朴正煕の存在に大きな疑惑を持っていたからである。実

際に、朴正煕は、米国から「共産主義者」であると疑われ、クーデターの直後

に、米国は朴正煕の行動を認めず、張勉政権を支持しようとした99。さらに、

黄太成の存在は、朴正煕の政界進出に障害物となる可能性が非常に高かった。

朴正煕が選挙に出馬する際に、対立候補であった尹潽善（自由民主党）は、

「朴正煕が黄太成が北朝鮮から持ってきた選挙資金をもらい、共和党の設立を

助けた100」と発言した。このような状況下、金鍾泌は黄太成問題を秘密裡に解

決するよう取り組むことを余儀なくされた。ところが、秘密捜査は米国に見つ

かることにより頓挫し、金鍾泌は黄太成の処分を一層急ぐこととなった。この

際に、金鍾泌は、朴正煕が黃太成とどれ程個人的な親密感を有していたかにつ

いて十分にわかっていたのである101。この朴正煕の個人的な感情にも関わらず、

あえて金鍾泌は、官僚としての信念などに従い、黄太成事件を解決することと

した。金鍾泌の決定の結果、黃太成には1963年12月14日に死刑が執行された。

このような黃太成事件の解決において指摘できることは、①金鍾泌が国内・国

外における重大となる問題に大きく関与していたこと、②朴正煕の意思よりも

金鍾泌が中核となる問題・案件を合理的に判断し、政策決定を行ったことであ

る。加えて、この事件に米国が干渉したということは、クーデター直後の時点

から米国に認めさせてきた朴正煕の正統性そのものが盤石なものではなかった

ことを意味する。 

 この過程で、就中、金鍾泌は最高権力者であった朴正煕本人よりも、様々な

国内・国外の問題に直接的に取り組むこととなった。そして、このような一連

の事件102を踏まえると、朴正熙政権下における韓国は、朴正熙個人の完全独裁

政権とは言えず、様々な官僚間での軋轢や意思の結果などが指導者の行動に影

響を齎し、指導者は自らの意思とは異なる（官僚の意思が反映された）方向に

政策を旋回せざるを得ないことになったと言えよう103。これを筆者は朴正熙政

権下の官僚制において「準競合体制」が成立していたものと考える104。つまり、

以上の事例は、指導者がある行動を取る際に、その行動において官僚の意思な

どが積極的に反映された証左と考えられるのである。 

朴正煕が執政を始めて間もなく、参戦を決定したベトナム戦争が対内的に齎

                                           
99 金鍾泌が米国に目をつけされていたことは、「16人対抗事件」を参考にしたい。これは、金鍾泌を中心

とした、16人の「整軍派」が反対派のチェ・ヨンヒ（合同参謀議長）の事務室に侵入し、米国がこの問題

に関与した件について、責任を負い辞退することを求めた事件である。 
100 イ・サンウ(1984)『秘録、朴正熙時代（1）』ジュンウォン文化社出版、147頁。 
101 金鍾泌(2016)、前掲書、157-160頁。 
102 黄太成事件、及び不正蓄財処理問題を示す。 
103 但し、金鍾泌は朴正煕の兄の朴相熙の娘、朴榮玉と結婚しており、朴正煕とは姻戚関係を構成してい

た。このため、朴正煕は金鍾泌を単なる官僚と認識するより、最も近い側近であると認識していたとも考

えられる。 
104 勿論、この「準競合体制」の成立ができた環境に関しては、朴正熙が改革した「考試制度」を除いて

はならない。 
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した影響を考察する際においては、まず、朴正煕がベトナム戦争に対し、積極

的な参加意思を表明した点を挙げねばならない。その理由として、以前よりこ

の問題に関する研究者からは、経済成長を成し遂げるためであったという説が

多く唱えられていたが、筆者が考えるに、その最も重要な理由は、米国との関

係をより深めるための政治的な選択であったということであった。彼は、まさ

にその選択を迫られたのである。なぜなら、国内の状況からみると、朴正煕の

考え通りに事が運ばない現象が生じていたことが分かるからである105。日々の

紙面には、米国と戦闘を行う韓国の若者2000人の命を国会の判断で死地に送り

出すことが正しいことなのかという言説が躍っていたのである。また他方では、

韓国の戦力が不足する中、米国が我が国を守ってくれると信じられるかという

疑問も人々の不安を煽り、反対運動は高まっていた106。この主張は、そのまま

当時の韓国社会の、米国に対する「不信」を示していた107。勿論、朴正煕も自

らの経験から、米国に対して大きな不信を感じていた。現実に研究者の中には、

ベトナム派兵の理由の第1は朴正煕政権の安定化であり、経済的な理由は2の次

だという意見も存在する108。しかし、ここで注目したい点は、就中、朴正煕が

どのように国内に蔓延していた「不信感」に対応していったのかということで

ある。つまり、朴正煕がその当時の米国から「見捨てられ」たことを経験した

野党政治家、及びマスコミ担当者と同様の世代にも関わらず、その対応（ベト

ナム戦争に対する）が異なったことである。 

さて、朴正煕が民族主義者であったことはよく知られている。次の事例は、

おそらく朴正煕の民族主義的な考えを明確に示していると言えよう。それは、

日韓国交正常化という問題に直面し、政治的な行動を迫られた当時に起きた事

件である。特に当時は、日韓国交正常化に対して、国内の学者や学生を中心と

した大勢は、朴正煕の外交を「屈辱外交109」と批判し、韓国社会に「反日感情」

が広く拡がることとなった。この民族主義的な観点に立った世論に、朴正煕は

どのような意志を表明したのかが重要である。この主張に対して朴正煕は、19

65年に条約（関係正常化）が決定された際、自ら「反日」であることを強調し

ながらも、自由陣営（日米韓）の結束のために、過去のことについて感情的に

                                           
105 例えば、マスコミ（新聞など）を中心とした言論界からの反対運動が広がったことなどである。当時、

最も世論の形成力を保持していた『朝鮮日報』や『東亞日報』といった新聞各紙は、いずれもベトナム派

兵という朴政権の選択に対して、露骨に不快感を顕わにしていた。（「越南派兵に対して」『東亞日報』

1965.1.17）。 
106 「越南派兵を反対する（下）」（『京鄕新聞』1965.1.15） 
107 その要因としては、①米国のアチソンラインの設定により、韓国が米国の防衛ラインの外に置かれた

事件を指摘するべきであろう。それに加えて、過去に遡れば、②1905年に米国と日本帝国との交渉により

締結された「桂・タフト協定」に辿り着く。「桂・タフト協定」に関しては次の資料を参考にする。 

（Andrew C. Nahm(1979), The United States and Korea (Kalamzoo, MI: The Center for Korean  
Studies, (Western Michigan University Press), p.15.） 
108 Byung-Kook Kim, Ezra F. Vogel(2013), The Park Chung Hee Era, (Harvard University Press), p.
404. 
109 車基壁(1978)『韓国民族主義の理念と実態』カチ出版社、258頁。 
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対応せず、大局的な見地において決断を国民に迫った110のだと考えられる111。

決断を迫った朴正煕は経済開発における「民族主義的な」考え方を述べ、これ

からの韓国社会における近代化の歩みに関して、日本との関係をどのような距

離感で構築するべきかについて述べた112。 

このように、朴正煕は民族主義的な観点を持った指導者でありながら、国家

の発展計画については合理主義的な考え方を取っていたリーダーであったと言

えよう。朴正煕の以上のような指導者としての姿勢は、ベトナム派兵という政

策決定過程に大きく反映されることとなった。但し、ベトナム戦争への韓国の

介入そのものが、そもそも朴正煕本人の決定とは言えず、過去の政権が結んだ

米国との条約の産物であり、朴正煕政権当時の韓国としては参戦せざるを得な

い戦争であったことに注意する必要があることは自明である。その理由として

は、前政権であった李承晩政権がとってきた、政治的な安定のための「親米行

為」を挙げることができる。1954年に、「李承晩は韓国軍部隊が20個師団から

35個師団に増加できるという前提下、ベトナムに韓国軍1個師団を派遣できる」

と主張した113。その代わりに、韓国における5つの戦闘部隊の創設をアメリカが

協力し資金などを援助することを求めた。これに対し、米国大統領アイゼンハ

ワーは、当時のアメリカ内の世論を認識し、李承晩政権の提案を拒否した114。

アイゼンハワーの消極的な対応、及び駐韓米軍を縮小しようとする方針。これ

らは李承晩にしてこのような「無理」とも考えられる提案115をすることを促し

た要因となったのである。 

 こういった世界最貧国であった韓国の無理とも考えられる対外方針としての

政治的な選択と厳しい現実が交わる時期、時恰も朴正煕政権が成立し、この前

大政権（李承晩）が取っていた対米外交政策は、朴正煕がベトナム戦争に参加

するという意思決定に至る過程で大きな影響を与えたと考えられる。さらに、

朴正煕政権下でベトナム戦争へ参加したことは、米国の対韓国政策に大きな影

響を与えたことを見逃してはならない。当初、朴正煕政権が出発してから、米

国は、対韓援助の減少という政策を打ち出した。朴正煕が述べているように、

当時（クーデター直後）の韓国経済の52％は米国の援助金であり116、その状況

を克服するために、朴正煕は、批判の対象であった李承晩政権の政策を継承し

たのである。それでは、当時の官僚組織は、如何にこの問題に対処したのだろ

うか。この「ベトナム派兵問題」に最も大きな利害関係を有していた組織は軍

部であった。軍部は当時、北朝鮮に対処しており、さらには、その背後にいる

                                           
110 滝沢秀樹(1984)『韓国民族主義論序説』影書房、100-103頁。 
111 朴正煕(2017)前掲書『国家と革命と私』190-191頁を参考。 
112 朴正煕(2017)『我が民族が進むべき道』ギパラン出版、135-136頁。 
113 イ・ギジョン(1992)『韓国国際関係史』ヒョンソル出版、160-161頁。 
114 George McT, Kahin(1987), intervention: How America Became Involved in Vietnam,  
(Garden City, N.Y.: Anchor Press), p.42. 
115 李承晩政権期におけるベトナム派兵提案。 
116 1961年度の民主党政権の「追加予算案」によると総予算の中、米国の援助金額は52％を占めていた。

つまり、米国の発言権が52％を占めているということである。（朴正煕(2017)、前掲書『国家と革命と私』

30-31頁）。 
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ソ連や中国といった強大な共産主義諸国との軍事的な緊張状態にも陥っていた。

このような状況下に置かれていた軍部を、朴正煕はどのようなやり方でベトナ

ム戦争介入へと導いたのか。この答えは、1965年5月19日に朴正煕大統領が訪

米し、「朴・ジョンソン会談117」を成功裡に終わらせたことにある。つまりこ

こでの成果が軍部に参戦を納得させたのである118。さらに、ジョンソン大統領

は、韓国軍のベトナム派兵が行われる場合には、米国の議会が韓国に対する援

助額を増やす可能性が高いと答えた119。こうして米韓合意が行われ、米韓の両

指導者は14項目の共同声明を発表した。 

以上のような経緯を踏まえて、最後に朴正煕は当時の世論をどのような方法

で、参戦へと導いたのかという疑問が残る。第一章で述べたように、朴正煕政

権は前提として軍部が中心となったクーデター勢力によって構成されたもので

あり、従って、政策決定やその執行には「軍隊的な性格」が見られた。彼は、

1970年代の維新体制に入るまでには準競争的な社会を維持し、政治面において

も独裁的な弾圧を行うことは少なかった。つまり、政治面では民主主義の基本

的な枠組みが作られていたが、マスコミや言論に対しては比較的に弾圧的な姿

勢が見られた。その例としては、クーデター直後に制定した「反共法」を言論

やマスコミに対して適用したことを挙げることができる。この「反共法」は国

内における共産主義勢力を除去することを主たる目的とする法律であった120。

この法律が適用された状況について述べると、①1964年5月、『京鄕新聞』の

社長（編集局長）と記者が拘束され121、②同年の6月17日には『東亞放送』の幹

部6人が拘束122、③1966年4月25日、朴正煕を批判した『東亞日報』の記者に対

するテロ（暴行事件）123、④1967年2月、『朝鮮日報』の政治部の記者4人が拘

束されるなど124、マスコミに関する朴正煕の圧迫は、民間、及び政界に比べて

非常に強かったと考えられる125。つまり、朴正煕はマスコミを一定部分統制す

る政策を取り、世論を管理・監督することで反対世論を払拭する形の方針をと

っていたと考えられる。このようなマスコミ統制の状況下、ベトナム派兵に対

する賛否の意見は政界では盛んになったが、国内における反対世論はむしろ微

妙な反応をみせ、大勢は賛成する推移をみせていた。 

 であれば、こういった世論の動きが朴正煕の政策を支持する方向に動き始め

                                           
117 「韓・英頂上、どのような事について話し合いをしたのか。朴大統領の訪米中間決算」（『京鄕新聞』

1965.5.19）。 
118 この会談において、米国が韓国に約束したものは、①1億5千万ドルの借款 、②韓国軍現代化支援、③

韓米相互防衛条約の補完などの内容であり、同年の5月には、米国が駐韓米軍の縮小に関する決定を中止

し、ベトナム戦争への韓国軍1個師団の派遣を求めた。（Telegram 1147 from American Embassy in  

Seoul to State Department, May 8, 1965, DEF 19-2 Kor S-US RG 59, NARA.） 
119 Memoranda of Conversation, May 17 and 18, 1965, Korea: Memos II, Box 254, NSF, LBJL. 
120 『国家法令情報センター』 http://www.law.go.kr/lsInfoP.do?lsiSeq=3538#0000 閲覧日：2019.11.

20. 
121「3人を追加拘束、合わせて7人」（『東亞日報』1964.5.14） 
122「東亞放送の幹部などの6人を軍裁判所に送致」（『東亞日報』1964.6.17） 
123「記者テロ」（『京鄕新聞』1966.4.27） 
124「朝鮮日報の記者4人連行」（『東亞日報』1967.2.27） 
125 その理由としては、アメリカの韓国内の影響力が指摘できる。 
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た根本には何があったのか。それについては、日韓国交正常化の成功（調印の

み）と、それ以前からの経済政策の成果としての経済回復などを指摘できる。

さらに、世論変化の主たる原因としては、政治秩序が保たれ、政府に対する

「伝統的な不信感」が払拭されたと朴正煕は表明したのである126。朴正煕の言

う通り、以前の韓国国民は政府に対し、「伝統的な」不信感を持ちがちであっ

た127。加えて、上記で述べたようなマスコミに対するコントロールは、一般国

民の支持を得ることに大きな役割を果たした。その証左として、「派兵論」が、

最初に発表された時点に比べると大勢になり、韓国社会においてベトナム戦争

参加へのイメージは「肯定的」なものへと変わり始めたことを指摘できる。例

えば、朴正煕が 主張した「報恩論128」と「ドミノ理論129」の積極的なアピール

は、韓国社会が保持していた「見捨てられる」ことについての恐怖、及び「反

共主義」と共に、国内の反対意見を抑制していった。このような状況下、1965

年10月、韓国軍部隊の本格的な派兵が行われた際に、当時のマスコミ『京鄕新

聞』は、従来とは違う観点からベトナム戦争を解釈することで、ベトナム派兵

に対してこれまでとは違った姿勢を明らかにした130。これは、従来反対意見を

報道していたマスコミのベトナム派兵に対する認識が大きく変わったことを如

実に表したものと言えよう。以上のような点から考察すると、朴正煕政権は、

ベトナム派兵を独断で決めたとは言え、そのためにマスコミを利用した国民の

説得に傾注した結果、その国民的な支持を得た上で行われた政治的な戦略があ

ったと考えられる。つまり、このことは、経済発展を通じて、自らの軍事政権

の正統性を、米国や西側諸国に見せつけ、政治的な安定を成し遂げると同時に、

米国の援助を拡大させることで後の70年代に韓国が近代化に向かう契機となっ

た、極めて重要な政治的な選択であったと評価してもよいであろう。 

ここまで論じてきたように、ベトナム戦争の派兵決定に至るまで重要な役割

を果たした政策（マスコミ弾圧）は、今日の民主的視点から考えると、独裁的

な要素が少なからずあり、これは政府の権力を用いた強硬的な手段と考えられ

るかもしれない。但し、朴正煕は、政治的問題においては民主主義の基本的な

原理原則に立脚した指導者であり、それを朴正煕個人の独裁であったと解釈す

ることは、必ずしも適切な評価ではないと筆者は考える。なぜならば、ベトナ

ム戦争派兵というものは、朴正煕個人の選択を超えた、韓国の政治を左右する

最も強大な権力を持つ米国の要請による、韓国政府の「必須不可欠的」な生き

残りをかけた政治的選択の一つであったと考えられるからである。現実主義と

                                           
126 朴正煕(2017)、前掲書『民族の底力』167頁。 
127 李承晩政権での4・19革命、及び張勉政権での学生デモなど。 
128 まずこの理論は、米国が朝鮮戦争に積極的に介入し、さらに、多くの援軍を朝鮮戦争へ派兵すること

によって、韓国が救われ、故に、米国が困難な状況に陥るならば韓国が米国の味方になることは当然であ

るという論理である。 
129 ドミノ理論は、自由主義の価値を共有している南ベトナム（越南）が共産化されると、その次は韓国

が共産化され、国民は自由を剝奪される可能性があることを提示したものであった。 
130 朝鮮戦争当時に援助や援軍を受けた韓国が今は自由守護の「報恩」のため、他国を助け・・平和を愛

する自由韓国の名声を東南アジアで大きく見せることを願うと。（「越南民心へ友情をー猛虎部隊を送り

ながら」『京鄕新聞』1965.10.13） 
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は時として過酷な選択を小国に求めることは冷酷な国際政治において、よく見

かける事象であろう。 

本章では、以上のように李承晩政権と朴正熙政権の比較を行い、李承晩政権

が、①規律した官僚制の不在、②側近政治の台頭、③「政策決定過程における

躓き」という問題を有していたことに対し、朴正煕政権は、①韓国における官

僚制の定着化、②官僚政治における民主的な動き、③結論的には、韓国におけ

る経済発展に大きな影響を与え、「朴正熙型官僚制」という新たな体制を構築

したことについて明らかにした。ここで重要なことは、朴正熙体制は権威主義

的な政治構造を有しながらも、官僚制においては「準競合体制131」を内包した

体制であったと評することができるであろう。特に、メインワリングとスカリ

（Mainwaring and Scully）の政党の制度化を構成する４つの要素を見ること

によって、李承晩体制と朴正煕体制を比較した場合に政治面における制度化が

如何に進んでいたかを解明することができる。メインワリングとスカリは制度

化を構成する４つの要素を提示した。それは、①規則的な政党間の競合、②安

定的な社会基盤、③政党と選挙の正統性、④政党の組織構成である。上記の項

目をより具体的に説明すると、①２つ以上の政党が競合的に有権者から支持を

受け、②多数の有権者が特定の政党を支持し、自らが支持している政党へ常に

権利を行使していることが見て取れ、③政治エリート一般市民が選挙過程と選

挙に参加する政党間の競合に対し、それが有する民主的な正統性を認識するこ

とができる体制であり、④政党が、党員或いは指導者個人の欲望を追求してい

る私的組織ではなく、目標の達成及び実現のための組織という認識を有権者が

有している体制でなければ、政党における制度化は進んでいるとは言えないと

いうことである132。李承晩体制の際には規則的な政党間の競合は許されず、さ

らに、野党への厳しい弾圧を行い、有権者からの正統性を得られない状況であ

った。加えて、政党は政治安定（米国からの援助）に着目し、多くの政策が棚

上げされていた体制であった。これと比較すると朴正煕体制は、①維新体制に

なる直前までには、政党間の競合が活発に行われ、②２つ以上の政党が、有権

者から持続的な支持を受け、③選挙における民主的な正統性を認めていた体制

であった。また、④政党が、維新体制直前までには、経済開発という重要な政

策を成し遂げるために財界と連帯していたのである。このことから見ると、朴

正煕体制は、民主主義体制であったとまでは言えないが、政党における制度化

がそれなりに実現されていたという点で、李承晩体制とは異なる体制であった

と言えよう。 

また、リンツ、及びスボリックの方法論に照らして朴正煕はどのような指導

者であったのか。序論でリンツ（J.Linz）の権威主義の特徴を述べたが、本論

で考察した結果、彼の理論とは相異した結果が導き出されたのである。それは、

                                           
131 李承晩体制における「側近政治」とは違う概念であり、「能率」と「実力」を優先に官僚を選抜し、

経済発展へ導き出した理念である。 
132 Mainwaring and Scully(1995), Building Democratic Institutions: Party Systems in Latin  
America, (Stanford, CA: Stanford University Press), pp.24-37. 
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関係集団への制約が朴政権で直接的に見られていなかったからである。勿論、

朴正煕がマスコミを弾圧したという内容は上述した通りであるが、ここで重要

なことは、就中、選挙などの民主主義の根本的な要素に関しては、殆ど弾圧を

加えなかったことである。つまり、朴政権は民主主義の一つの要素である多元

性を保持しており、米国の政治的な介入を考慮し、上述したような「準競合体

制」を維持していたと言えよう。加えて、スボリック（Milan W.Svolik）は、

権威主義体制を名目上の民主主義であり、反競争的な選挙が行われるものであ

ると主張したが、この脈略において、朴政権はどのように規定できるのか。こ

こで重要なことは、朴正煕体制において、何度も選挙が行われ、その選挙は李

承晩体制で特徴的であった不正選挙とは異なり、野党が勝利を勝ち取ることが

できる民主主義的な要素を含意していたことである。さらに、官僚制における

「準競合体制」は、これまで取り上げた事例（黃太成事件、及び不正蓄財者問

題）を考察することで明らかになったように、スボリックの主張通りの名目上

の官僚制や民主的なシステムではなかったと言えよう。以上の意味において、

朴正煕体制は、李承晩政権が有していなかった要素を含意した新たな権威主義

体制の可能性を示していたと言えるのである。 

 

第二章 強国の誕生と成長の過程 

 

第一節 体制不安定と憲法改正 

 

朴正煕は、クーデター直後に、国内的には、まず革命公約を発表し、国民の

支持を求めた。一方、対外的には米国を説得することによって、自らの正統性

を確保しようとした。この一連の行動は、朴正煕も自らの正統性が盤石なもの

とはいえず、さらに、韓国という国自体が、経済的にも、政治的にも米国に依

存していることを余儀なくされていたことを十分に認識していた一つの根拠で

あると考えられる。しかし、朴正煕体制は、この時期において、「正統性問題」

以外にも乗り越えねばならぬ「現実」に関わる問題を有していた。この主たる

問題は、言うまでもなく、北朝鮮に関することであった。その代表的な問題と

して挙げられるのが、北朝鮮の対韓国プロパガンダ政策であった。北朝鮮は、

朝鮮戦争の終結後においても、韓国の国境周辺に軍を常に配置し、「北朝鮮主

導の朝鮮半島統一への野望」を露わにしていた。それと共に、対韓国プロパガ

ンダを行い（Soft Power）、韓国内部を刺激し、混乱を与えようとしたのであ

る。ここで重要なことは、このことが物理的な面における威嚇（Hard Power）

というよりは、対韓国プロパガンダを意味するものであったと考えられること

である133。この北朝鮮からの対韓国プロパガンダは、米国のCIAにおいても指摘

されていたが、その危険性が高く、主たる目的は韓国政府を内部から転覆させ、

                                           
133 米国との軍事同盟は北朝鮮の武力活動を抑止（Containment）することができ、即ち、北朝鮮が当時の

状況上、自らにとっては、最も好ましい選択肢であった「武力統一」を破棄せざるを得なくなったのであ

る。 
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自らが第一目標として掲げている「統一」を究極的に成し遂げるというもので

あった。より具体的にこの政策を紹介すると、北朝鮮の対韓国プロパガンダは

工作員を韓国に侵入せしめることであったが、その工作員らの主たるターゲッ

トは、韓国の大学生、及び学校の教員であり、さらに、1961年の革命以降にお

いて、その侵入工作員の数がより増えていたと米国のCIAは分析している134。こ

の危険性に関する主たる根拠としては、実際に張勉政権（民主党政権）の末期

における韓国での左翼勢力の活動における中心的な役割を大学生が担っていた

ことを指摘できよう135。結果的に、朴正煕の軍事革命という一つの選択に大き

な影響を及ぼすことになったという事実はアイロニーともいえるのである。こ

こで見逃してはならないことは、このような北朝鮮の対韓国プロパガンダが行

われた際に、張勉政権であろうが、朴正煕政権であろうが同時期において韓国

の国内事情が極めて厳しかったということである。 

朴正煕が政権を掌握した際に、韓国はどのような国内事情であったのか。ま

ず、経済分野を見てみたい。李承晩政権、そして、それに引き続く張勉内閣が

頓挫に至った大きな原因の一つでもある経済問題は、今日までも韓国の政治に

おいて非常に大きな影響力を持つ「世論」を動かす際に、非常に重要な要素と

も考えられる。この重要とも考えられる経済状況は、朴正煕が政権を握った当

時、「破綻状況」であった。外資の導入を図り、内部的には頽廃であった李承

晩体制、そして、旧・新派と別れ、派閥争いに陥った張勉内閣という効率性を

失った政権により、韓国社会は米国の援助金に大きく頼ることを余儀なくされ

ていたアジアの「弱小国」であった。ここで筆者が言いたいことは、この対米

依存そのものは、韓国自らの政治において米国の発言力が非常に強まり、謂わ

ば、「独立国」である韓国が米国の意見を無視できないということを意味して

いた。そして、最も重要なことは、この異常な米国依存政策そのものが、韓国

人民を貧しさから必ずしも救い出せることには帰結していなかったということ

であろう136。このような現実問題は、朴正煕が革命を起こした後にも変わらず、

韓国社会が有していた「慢性的な」問題点であった。このような状況下、北朝

鮮からの対韓国プロパガンダ政策は、韓国社会の極めて脆弱な部分に対する攻

撃行為でもあり、朴正煕政権の初期におけるガバナンスに対し大きな打撃を与

えたのである137。 

このことをより具体的に考察するために、当時の韓国と北朝鮮の事情を簡略

に比較したい。1945年、終戦とともに日本の韓国における統治が終焉へと向か

                                           
134 Central Intelligence Agency(1961), National Intelligence Estimate Number 14.2/42-61, “The 
Outlook For Korea” No.370 p.3. 
135 河信基(2004)『韓国を強国に変えた男－その知られざる思想と生涯』光人社出版、250-251頁。 
136 これに関しては、米国の援助金の内訳を見る必要がある。朴正煕によると当時の米国の援助金は、主

に消費財に集中され、国家経済開発に必要とされる生産財はその比率が少なかったと主張している。（朴

正煕(2017)、前掲書『国家と革命と私』45頁、55頁）。 
137 実際にこれに関して米国は、北朝鮮のプロパガンダ政策は、李承晩死後の韓国における混乱期、且つ

経済的な問題が顕著くなった韓国に対し、効果的であると懸念を表明していた。（Central Intelligence

 Agency(1956), National Intelligence Estimate Number 42.2-56, “Probable Development In  
North Korea Over The Next Few Years”, p.3.） 
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うことになったが、ここで生じた根本的な問題はインフラ（中でも電気）施設、

及び工業関連施設が北朝鮮側にあるため、韓国は北朝鮮側のインフラに依存す

ることを余儀なくされていたことである138。それ以降、朝鮮戦争が勃発し、こ

の従来からの北朝鮮の対韓国優位が相殺されることとなったが、韓国の李承晩

政権は、先述したように米国の援助金に大きく依存しつつ自らの政治的な安定

を究極の目標とした政権であった139。この政権の遺産として、この時代に打ち

出された代表的な政策を指摘することができる。同政権は、米国からの農産物

（剰余農産物政策）を輸入し、農村におけるインフレの抑止を図ったが、これ

らは寧ろ、農村経済の破壊を促した140。このことに関して、朴正煕も強く批判

の声を高め、その実態を明らかにした141。これに加え、戦争で居場所を失った

国民の生活に深い関係を持つ不動産政策の結果は当時の北朝鮮に比較できない

程、深刻な影響を与えたのである142。 

李承晩の権威主義政権が4月革命により頓挫し、張勉民主党政権が権威主義

からの脱皮を掲げ、新たなる政権として成立することとなった。ところが、国

民の期待とは違い、政局は安定せず、民主党政権も、内部における派閥闘争に

より崩壊の局面に追い込まれることとなった。このことから見るとこれ以上韓

国経済、及びその体制の安定性という面において、韓国が北朝鮮に対する優位

を持つことは容易ではなく、就中、韓国国民にとっては、寧ろ北朝鮮の体制の

方が安定性を有する「理想的な体制」と考えられる可能性も十分指摘できよう。

この主たる根拠として、北朝鮮は韓国とは違い、相対的に安定性が確保され、

戦後復旧に力を入れていた。勿論、戦争の勃発は、北朝鮮がそれまで有してい

たインフラ面における対韓国優位を破壊せしめ、同時期の北朝鮮は戦後復旧に

力を入れざるを得ない新たなる局面に陥っていた。しかし、結論からいうと北

朝鮮は戦後復旧に成功し、その結果、韓国に対して、1950年と1960年代におい

て経済的な優位を持つこととなった。例えば、韓国の李承晩政権は経済政策を

棚上げし143、前章で論じたように、政策決定過程上に関わる主たる案件144が多

く躓いていたが、北朝鮮は「経済開発三ヶ年計画145」を成功裡に成し遂げ146、

                                           
138 Park Sung-jo, Taiwhan Shin, Ki Zun Zo(1980), Economic Development and Social Change in  
Korea, (Campus Verlag Frankfurt New York), pp.19-20. 
139 勿論、李承晩体制における経済回復への努力は否定できないが、これらは具体的な計画を有さず、謂

わば、合理的な決定過程を得て成り立った「経済計画」とは考えられない。 
140 Park(1980), op. cit., p.40. 
141 朴正煕(2017) 、前掲書『国家と革命と私』39頁、42頁。 
142 Central Intelligence Agency(1962), Economic Intelligence Report, “Housing Construction In 
North Korea Since The Korean War 1953-1961”, pp.19-21. 
143 韓国の政治状況の混乱に焦点を当てた文献としては次のことを参考にする。(Central Intelligence 

Agency(1956), National Intelligence Estimate Number 42,“Probable Political Developments In  
The Republic of Korea Through 1957”, pp.1-3.) 
144 この時期の主たる案件としては、経済政策、及び国家再建に関するものを指摘できる。 
145 「経済開発三ヶ年計画」とは、北朝鮮が戦争被害を復旧することを目的として実行した経済開発政策

である。 
146 例えば、北朝鮮は1960年の農業発展において、「政治思想作業」を実施し、関係官僚と人民との関係

を緊密とさせ、多数の労働者及び勤労者を自らの原則且つ意思に従うように教育した。結果として、北朝
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それに引き続く「経済計画4ヶ年計画」の究極的な目標とも言われる、鉄道や

高速道路など、産業化において絶対必要不可欠なものと考えられる交通インフ

ラを確立させたのであった147。北朝鮮は経済開発の成功により、経済開発に必

須的な要素である鉄道、及び電気などが戦争以前の状況に遡り、さらに、この

3年間の経済政策にソ連圏の共産諸国は援助金を支払ったのである148。これは、

北朝鮮の経済政策の成功の可能性をより高め、こういった経済的な安定は体制

の安定を保証することになったのである。このような状況の下、北朝鮮は対韓

国における相対的な経済優位を背景として、対韓国プロパガンダを展開するこ

とになる。 

それでは、韓国国民は何故このプロパガンダに敏感な反応を示したのか149。

これを明らかにするためには、李承晩政権に不満を持ち、それにより韓国で行

われた大規模なデモ、4月革命（1960）の「原因」に焦点を当てる必要がある。

4月革命の主たる原因は、「世代の入れ替え」ということを指摘することがで

きるように、その頃の韓国は、独立を迎えてから15年目となる年を迎えていた
150。謂わば、韓国人民は、独立からの熱気を失い、現実問題に目を向けること

を余儀なくされ、これは経済政策のような現実問題における政策の実行を棚上

げしていた151李承晩政権への不満にまで繋がることとなった。このような現実

問題に目を配り始めた韓国人民に対しての北朝鮮側のプロパガンダ政策は、想

像以上の破壊力を有していたと考えられる。例えば、この当時の米国の対韓国

分析によると「経済的な破綻に陥った韓国に対し北朝鮮は、経済援助という名

の下、対韓国プロパガンダ政策に踏み切った。張勉はこれに対し国民が同意す

るのであれば、対応する必要はないと発言したのである」と152。さらに、「世

論の変化も注目に値するものである。最近、韓国の大学生らは、北朝鮮のラジ

オを聴く人が増え、北朝鮮との平和統一を支持する人も急増している」と指摘

している153。以上のような指摘を踏まえると、政府レベルにおいても、北朝鮮

のプロパガンダに積極的に対応できず、さらに、事実的なリーダーであった張

勉は北朝鮮のプロパガンダを擁護するような姿勢をみせたのである。これに加

                                           

鮮は戦後復旧三カ年計画の目標を早期に達成した。（李泰旭(1991)「北朝鮮の経済体制、政策路線及び発

展成果分析」『国士舘論叢』第27号、232頁）。 
147 Central Intelligence Agency(1962), Economic Intelligence Report, “Transportation In North 

Korea: Achievements And Prospects 1951-61 And 1967 Plan”, p.1. 
148 Central Intelligence Agency(1956), Provisional Intelligence Report, “Economic Rehabilitat-
ion of North Korea 1954-56”, p.4. 
149 実際に、張勉は、韓国人民がこの北朝鮮の経済援助（プロパガンダ）を受けることを欲すなら、我が

国は、これを受けるべきと発言し、韓国の学生らは元権威主義政権であった李承晩政権の崩壊により新た

な自由を体験していた。この「自由」は、学生の統一への熱望を促す役割を果たし、その事例として、当

時の多くの学生が北朝鮮のラジオを聴き、統一の意志を見せていたことを取り上げることができる。 

（Central Intelligence Agency(1960), “KOREA”, p.2.） 
150 木村幹(2002)、前掲書、100頁。 
151 林昶延(2021)「権威主義体制における官僚制の役割と発展―李承晩体制と朴正煕体制の比較を中心と

してー（上）」『岡山大学社会文化科学研究科紀要』150頁。 
152 Central Intelligence Agency(1960), “NSC Briefing Background”, p.2. 
153 Ibid. 
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えて、国民や知識人をもこのような北朝鮮のプロパガンダに影響を受けたこと

から、国民統合は成り立たず、指導者が望む通りの政策は展開できない状況に

陥ったのである。 

そして、ここで見落とされてはならないことは、就中、何故に北朝鮮のプロ

パガンダは韓国を混乱させる程の威力を有していたのか、ということである。

つまり、この北朝鮮のプロパガンダは如何なる性格を有していたのかというこ

とである。これについてはその主たる根拠として、ジョセフ・ナイ（Joseph S

amuel Nye）の理論を挙げておきたい。ナイ（2009）によると、①ある国家が

一つの政策を打ち出し、好ましい結果を導き出した際において、周辺諸国は、

当該国（政策的に成功した国家）の政策に魅了される可能性が高く、②さらに、

その当該国は、成し遂げた結果を背景に自らの体制を周辺諸国に対し、正当化

することができるという154。即ち、北朝鮮はこのソフトパワーの要素を対韓国

プロパガンダに涵養せしめ、打ち出したということである。それ故、経済発展

を成し遂げ、一定程度の制度化に至った北朝鮮による対韓国プロパガンダは当

時の経済的、及び制度的にも不安定であった韓国にとっては、極めて脅威的な

ものであったに違いないであろう。正に、朴正煕はこのような厳しい状況下、

韓国という世界で最も貧しく、基盤の脆弱な国家を運営することになったと言

える。 

以上のように、韓国は内部的には経済問題、及び慢性的な腐敗問題を有し、

対外的には、北朝鮮によるプロパガンダ政策が脆弱な基盤の韓国をより刺激し

ていた。このような厳しい環境下で、朴正煕は自らが目標とした政策をより順

調に行うためにも、自らに権力を集中する必要があった。そして、そのために

彼が打ち出した政策は、従来あった憲法の権威を削ぐことであった。つまり、

内閣制を中心とした憲法の権威を制限し、自らが作った組織に従来憲法が有し

ていた力を加えることであった。それでは、その内容は如何なるものであった

のか。 

従来の憲法において、最も重要と考えられたことは、責任内閣制を基盤とし

ていた張勉政権下の憲法がクーデターにより、その効力を失っていたというこ

とであった。ところが、憲法の修正の際に問題となったことは、就中、上述の

ように朴正煕の憲法改正自体（責任内閣制憲法を規定する憲法の破壊）が正統

性を欠如していたことであり、故に、このことは支持され難いということであ

った。この問題の解決策の一環として、朴正煕、及びクーデター勢力は当初の

考えとは異なって、大統領（尹潽善）を失脚させず、その地位を認めるという

政治的な選択を取らざるを得なくなった。そして、より中核となった問題は、

国家再建最高会議（SCNR）に大きな権力を与えることにより、従来の憲法にお

いて定められていた「国務院」の機能が停止し、同機構（SCNR）が代わりにそ

の機能を遂行するという内容であった。纏めると、この行為により、憲法上に

定められた正式的な機構（国務院）の機能がその力を失い、その代わりに、朴

                                           
154 Joseph S. Nye. Jr(2009), Understanding International Conflicts –An introduction to theory 
and history, (Pearson Longman), p.63, 142 and 143. 
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正煕自らが作り出した「機構（SCNR）」がその役割を果たすということは、上

述した「正統性問題」を乗り越える一環として大統領職を有するという政治的

な選択があったにも関わらず、憲法における超法規的な性格を避けられないと

いう批判から必ずしも自由とは言えなかったと考えられる。但し、同機構はそ

の処方箋として、「閣議」という新たなる組織を創設し、これは、従来国務院

が果たしていた役割を担うこととなった155。この時期、革命政府は、謂わば、

張勉内閣下の内閣制を規定していた憲法秩序が韓国において上手く作動せず、

そのためにやむを得ず憲法に手を出したという事実を国民に認めさせねばなら

ない状況に追い込まれることとなったのである。 

朴正煕の富国強兵を目指した革命（軍事クーデター）、そして、これに引き

続く権力集中化のための憲法への挑戦、これは、国民が主権を行使できる民主

主義といった自由主義諸国の思想が浸透し始めた頃の韓国では如何なる評価を

受け、就中、韓国政治で最も重要と考えられる政治的な要素でもある世論は同

措置に対し、如何なる反応を見せていたのか。まず、世論は憲法の侵害などに

関して批判するよりは、根本的な要素に以下のように焦点を当て、論じていた。

「革命課業の遂行の為、国会が解散され、国家再建最高会議がこの地位を代わ

りに担うこととなった。そして、それ以降、国務院をもその機能を失った。し

かし、我々が焦点を当てねばならない点は、我が国の発展、及び未来の為、今

日も先進諸国で使われている大統領責任制、及び責任内閣制両方を採択してき

た経験を有しているということであり、結論的には両制度どちらにおいても腐

敗していく様子を見せていたという事実である。これは、国家システムによら

ず、それを担った者が腐敗していたからであろう」と156。この意見によると、

憲法の修正や条項の問題ではなく、根本的な問題として、法秩序を担当してい

た旧政治家を指摘していたと言えよう。このような世論の肯定的な動きはマス

コミの領域だけに留まらず、国民世論全体において影響を与えたと考えられる。

ここで重要なことは、米国が革命政府（朴正煕軍事政府）の超法規的な行為を

支持していたことである。例えば、米国の将軍ベン・プリンは、革命当時にお

いて米国が取り扱った政策（クーデター軍を打倒し、張勉を救済するという計

画など）を批判し、現在の革命政府が旧政府の腐敗を一掃したことは明らかで

あるとして支持を表明した157。さらに、米国政府は経済援助に関する件におい

ても韓国に対して積極的な支持を見せていたのである158。このような米国の韓

国軍事政府に対する公式的な支持表明は、当時の民間世論にも影響を与え、こ

れにより軍事政府が行う法律の改正などに国民世論は大きな反発を示してはい

なかったと考えられるのである159。そして、その結果として、同時期、韓国の

                                           
155 就中、憲法第42条、及び第66条に関する件の撞着状況を解決する際において、「閣議」が役割を果た

したのである。 
156 「余滴」（『京鄕新聞』1961.6.7） 
157 「5･16革命当時、マグルーダ声明は過誤、革命政府は国民に奉仕して欲しい」（『東亞日報』1961.7.

20） 
158 「米、革命政府支援」（『東亞日報』1961.7.14） 
159 実際に、米国の情報機関（CIA）によるとこの時期韓国人民は朴正煕に対し不満を有さず、就中、革命
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世論は朴正煕の政策、及びクーデター行為に対し大きな不満を有さず、この状

況下、朴正煕が憲法の条項などを変更する際に、大きな反対は受けていなかっ

たと考えられる。それでは、こういった世論の動きの中、韓国の知識人らは、

如何なる反応を見せていたのだろうか。上述したように、学校の教師や学生ら

は北朝鮮の対韓国プロパガンダ政策の第一目標となり、こうなると知識人らも

北朝鮮の思想を受け入れ、脆弱であった同時期の韓国政府に対し反旗を掲げる

ことも予想できなくはないであろう。しかし、結果から言うと、当時の主流知

識人らは、朴正煕の体制を支持していたのである。それでは、このような知識

人らの行動には如何なる背景が存在していたのか。 

このことを明らかにする前に同時期における韓国の有力な知識人であった金
キ ム

八
パ ル

峰
ボ ン

について紹介したい。彼は1920年代においては、「プロレタリア芸術家同

盟」の主要人物であったが、日本統治時代の末期になると「親日文学人」とな

り、韓国が独立した以降には、反共産主義理念を有した「従軍文学者」という

具合に、思想面において紆余曲折を経ていた学者であった。これに留まらず、

彼は、更に、李承晩政権末期となると、李承晩の思想を共有してきた「従軍文

学者」というレッテルを大胆に切捨て、同政権への批判を行う知識人の道へと

方向転換を行ったのである160。ここで重要なことは、就中、彼のこういった方

向が朴正煕の「親日軍人（満州国軍官学校）」、そして、「南労働党事件」に

引き続く「反共産主義者」という汎ゆる方向転換と類似していることである。

こういう「転換」の中で、金八峰が「従軍文学者」という時期に、朴正煕との

交流が始まり、その後、同様の前歴を有していた彼らの関係が上手くいくこと

は十分、考えられるものであろう161。これに加え、ここで中核となる知識人で

ある兪
ユ

鎭
ジ ン

午
オ

は金八峰と同じような様子を見せていた人物であり、金八峰は兪鎭

午と「文友」という関係を結び、その次の流れとして、金八峰は朴正煕に兪鎭

午を紹介したのである162。これにより、朴正煕は当時の「思想界」を構成する

主たる知識人らと関係を結び、結果として、知識人らは、朴政権の反民主主義

的な行動（権威主義化）に対し多くの批判を出さなかったのである。そうだと

すれば、朴正煕の圧迫により、当時のエリートとも呼ばれる知識人が抑圧され、

朴正煕の体制を支持することを余儀なくされたとは言えないであろう。 

以上のように韓国における憲法の制限については、今日の政治法秩序では容

認されないものの、朴正煕が権力を掌握した時期にはやむを得ないことであっ

たという認識で韓国政治の最も重要な要素である「世論」は強力とも言える反

発を見せなかった。そして、対外関係で、就中、同時期の韓国の国内政治にお

いて極めて大きな影響力を行使していた米国は権威主義的な方向に傾く韓国の

                                           

政府が掲げた革命公約などを大きく評価し、更には、前政権（張勉、及び李承晩）のような頽廃していく

ことを懸念してもないという。（Central Intelligence Agency(1961), “Current Intelligence Weekly
 Summary”, p.8.） 
160 木村幹(2008)、前掲書、43-44頁。 
161 実際に金八峰は、彼の家を知識人と朴正煕との会合の場として提供していた。（李祥雨(1988)『朴正

煕時代』朝日新聞社、143頁）。 
162 木村幹(2008)、前掲書、44頁。 
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動きを黙認し163、その中では、それを支えようとする主張もあった。これは、

クーデター直後の時点における米国の反対行動（鎮圧行為）とは異なるもので

あった。しかしながら、朴正煕はこの憲法に対する抑制に留まらず、次の憲法

改正に踏み切ることを余儀なくされた。その理由としては、旧政治人（過去民

主党政権下の政治家）らに対し、朴正煕は約束通りの164民政移管を行わねばな

らず、このことは、朴正煕個人においては、彼が計画していたこれからの経済

政策、及び対外関係などの未来の韓国において中核となる政策の殆どを放棄せ

ざるを得ないということを意味することであった。謂わば、彼の指揮下、国内

政局が安定し、それまで棚上げされていた経済計画が実施されて間もなく、世

論の民政移管に対する要求が高まり、さらに、民政移管をした際に合法的な過

程（国民投票）によって選ばれた新たなる次の指導者が彼の様々な計画を継承

するとは必ずしも予想できるものではないということであった165。これに加え、

韓国の政治過程において、見落とされてはならない中核的なアクターであった

米国もまた民政移管を支持していたのである。この米国の決定は、韓国が米国

主導の自由民主主義諸国に属しているため、少なくとも民主主義の法規に基づ

いた正統性を有する指導者を選出する必要があるという、韓国の体制（朴政権）

への懸念が顕著になった結果であったと考えられる。 

このような懸念を懐く中で朴正煕は、自らが、大統領選挙に出馬し、政権を

維持しようとしたのであった。この過程において、軍事政府は、従来の憲法の

形を変え、憲法秩序を新たなる秩序へと代える必要があった。上述した理由に

加え、韓国の安定した政局を維持するためにも、米国は韓国国内での民政移管

を急ぐことを軍事政権に求め、この中で、最も焦点が当てられたことは、改正

かそれとも、従来の憲法（内閣責任制）を維持するかということであった。19

61年8月12日、朴正煕国家再建最高会議議長は、1963年までに新たな憲法を制

定し、5月には選挙を行うことを声明を通じ発表した。ここで筆者が重要であ

ると考えることは、就中、この憲法の制定に至る際に官僚及び主たる政治アク

ターの間において如何なる交渉が行われたのかという点である。確かに、この

声明の内容は、①大統領責任制、②国会の改変、③政治活動自由化などの、軍

事政府としては多くの民主主義的な要素を入れた内容であり、実際にその後、

改正された憲法の基本的な枠組となったのである166。 

まず、憲法改正の審議録によると、幹事委員であった李
イ

錫
ソ ク

濟
ゼ

は、「如何なる

上下関係による格式にもよらず、座談会のような自由な形式で発言者は意見を

                                           
163 米国はそもそも朴正煕の左翼活動の前歴を疑いつつあったが、朴正煕の革命政府の外務部長の前歴を

分析し、一旦朴正煕政権を認める方向に政策転換をしたと考えられる。これに関しては、同時の外務部長

官に関する分析を報告する米国CIAの文献を参考にしたい。（Central Intelligence Agency(1961),  

Central Intelligence Bulletin,“Daily Brief”, pp.3-4.） 
164 革命公約第6条。 
165 政権を掌握した直後、朴正煕を中心とした軍事委員会は、実際に多くの計画案を作成していた。予算

会計法、経済計画院、そして、特別会計と基金の活用に関する組織改編、及び企業計画などが代表的なも

のであった。 
166 「朴議長の8・12声明、1963年に民政移管」（『京鄕新聞』1961.12.17） 
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言う」ことを専門委員らに対し勧告をすることにより、憲法改正の審議会が始

まった167。幹事委員の発言に対する答えとしては、専門委員（兪
ユ

鎭
ジ ン

牛
オ

、韓
ハ ン

泰
テ

淵
ヨ ン

、

李
イ

鍾
ジョン

極
ゴ ク

、閔
ミ ン

丙
ビョン

台
テ

、朴
パ ク

一
イ ル

慶
ギョン

など168）が「案件を如何なる方法に設定し、如何なる

方法で討論していくか」を専門委員が討論し、決定していくことになったので

ある。謂わば、「小委員会」を構成し、現在の憲法が有している問題点を小委

員会において想定し、解決していく仕組みが決定されることとなったが、この

ような過程の中に焦点を当てて、それを如何に評価すべきかについて、論じた

い。その具体的な過程をみると、まず、「小委員会」の必要性について論じた

専門委員は韓泰淵であった。彼は、審議会が始まった際に、「それぞれの問題

について、討論できる小委員会を構成し、それ以降、同委員会で決定された事

案をこの会議（審議会）で中核的に取り扱い、決定すべきである」と述べた。

それに対し、李鍾極専門委員は、「従来の憲法において、如何なる問題がある

か未だ明らかになっておらず、即ち、21名の専門委員（自らを含む）がその問

題を先に把握して、小委員会でそれらを取り扱うべきである」という意見を出

した169。朴一慶専門委員もこの小委員会の設置に対し、「まだ、問題の把握と

いう段階が先である」という形で、反対していた。以上のような、専門委員の

発言をみると小委員会はその設立から非常に厳しい状況であったが、この案件

においてはそれより最も厳しい問題が内在していた。これは、韓泰淵専門委員

が、その二人（朴一慶、李鍾極）の意見を受け入れ、「憲法が有している問題」

を決める段階で大統領制及び、内閣責任制という憲法の根幹的な問題が生じた

ことであった。その際に、専門委員らは、この問題は軍事政府（以下、最高会

議）がこれに対し決定権限を持っていると考え、幹事委員であった李錫濟に対

し、「朴正煕議長の宣言に従うべきか（大統領制）、新たな責任内閣制向けの

憲法に改正すべきか」と語りかけた170。これに対して、李錫濟幹事委員は、政

府の基本方針（朴正煕の声明など）について、以下のように語っている。「政

府の立場は、単なる「基本方針」に限らず、これら（大統領制、内閣制）が韓

国の政治情勢に噛み合い、上手く作動していくかについて、我ら軍人たちは知

識がないため、全くわからない。そのため、私達は、あなた達専門委員（21人）

にこの憲法の再検討を任せた。つまり、この審議会の目的は、軍事政府がここ

にいる専門委員らに対し、何らかの要求をするためではない。・・・独裁（基

本方針を守る）をするのであれば、このように21人という多くの専門委員も要

らず、3～4人程度で我々の要求（基本方針）を条文化し、憲法を変えれば良い

                                           
167 大韓民国国会(1962)「憲法改正審議録第一輯」、11頁。 
168 ここで重要なことは、憲法改正に深く関与した学者（専門委員）らは、軍部出身ではなく、全員が法

及び行政領域においての専門家であったということである。例えば、①朴一慶は1949年からソウル大学の

教授として活動していた人物であり、②李鍾極は1955年から教授として中央大学で教鞭を持ち、③韓泰淵

は漢陽大学の教授であり、④閔丙泰は1953年からソウル大学の教授として活動していた。最後に専門委員

らの中最も強い発言力を有していた、⑤兪鎭午は1960年大韓教育連合会の会長を務めていた学者であった。

就中、以上5人の専門委員がすべて日本帝国時代下のエリート教育を受け、更にその多くが日本の高等文

官試験に合格していたという履歴の持ち主であった点は注目に値する。 
169 大韓民国国会(1962)、前掲書、12頁。 
170 大韓民国国会(1962)、同上書、14頁。 
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ことであった」と171。この幹事委員の解説に対し、専門委員らは、「朴正煕最

高会議議長の声明を白紙化することもできるのであろう」と発言し、より自由

な環境での改正討論が再開された。 

問題となったのは、小委員会を設置すべきかどうかということであったが、

中核となる問題を想定し、それぞれの専門家が小委員会を開き討論し、この審

議委員会で最終的に発表するという形で合意することとなった。勿論、小委員

会で決定された問題の解決案に対する批判も審議会において行われることとな

り、一つの結論に到達することを最終的な目標としたのである。この「小委員

会」の決定までの段階をみると、軍出身の幹事委員は、専門委員に多くの自由

を与え、一つの案件に対し、意見が出されていたことが分かる。このような憲

法改正の一つの過程は独裁の要素を有さず、就中、幹事委員は軍出身にも関わ

らず、寧ろ以下のように、専門委員を促していた。「過去に専門家的な立場か

ら我が国の憲法秩序を観察していた先生たちのことをよく存じています。だか

らこそ、我が国の現実に当てはまる憲法の方針を先生たちに任せたのです。私

達の方針（朴正煕の声明）は単なる基本方針ですので、先生たちが決定してく

ださい」と。このことをみると、憲法改正の段階において、その政策決定過程

は、合理性を有したものであり、朴正煕個人の意見がすべて反映されてはいな

かったと考えられるのである。 

それでは、朴正煕政権の本格的な出発とも言える「第5次憲法改正」は如何

なる内容であったのか。改憲において最も重要な案件として取り扱われたこと

は、第2共和国（張勉政権）が採択した責任内閣制、及び第1共和国の制度であ

った大統領中心制の中、如何なる制度が韓国の現状に相応しいかを選択するこ

とであった。どちらも（大統領中心制、及び責任内閣制）、韓国で失敗に帰結

した制度であったため、議論はより顕著となった。こういう状況下、憲法審議

委員会は大統領中心制を採択することとなったが、同委員会は、「安定した政

治が何よりも必要」であるとその理由を示した172。委員会の解釈通り、実際に

韓国は責任内閣制を維持するために必要な国会が解散されており、更に、当時

の国民意識の不在173、反共産主義理念の台頭174などのあらゆる危機にさらされ

ていた。このような現状を踏まえた議論の結果、第3共和国は、李承晩政権と

同様に大統領が大きな権限を有する大統領中心制を選び、出発することとなっ

た。それ以降、朴正煕は、選挙を通じ大統領となり、権力を集中させ、経済発

展を成功裡に成し遂げることができたということが歴史的な流れとなった。そ

                                           
171 大韓民国国会(1962)、同上書、14-15頁。 
172 これは、5・16革命精神である①政府の計画を加えた自由経済体制、②国民の基本権を一部留保、③民

主主義理念と韓国が直面した現状との調和を踏まえた結果であると考えられる。（ソ・ヒギョン(2020)

『韓国憲定史』フォーラム出版、598頁）。 
173 カン・ビョンド委員は、「我が国民は理性より感情的な要素をより有しており、責任内閣制を維持す

るためには冷静な国民意識が必要である」と述べた（大韓民国国会(1962)、前掲書、200頁）。実際に、

このような感情に偏った国民意識は、日韓国交正常化を巡り顕著となり、朴正煕の政策に影響を与えた。 
174 シン・ジクス委員は、「共産主義に立ち向かうためには強力な政治が必要」と発言した。（大韓民国

国会(1962)、前掲書、243頁）。 
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れでは、如何なる問題が当初の集権体制下に存在し、それを如何に乗り越えた

のかに関する分析を本論では述べていきたい。そもそも軍事政権下から朴正煕

政権が直面していた問題であった①北朝鮮問題、②国内における左翼勢力との

対決ということが、彼を追い詰めていたが、朴政権が有していた最も根本的な

問題は「経済発展が独裁体制下で行われている」ということであった。では何

故にこれを、問題点として挙げることができるだろうか。当初、日本（自由民

主主義体制）とその行政面における枠組みを移植していた韓国は、表側からみ

ると類似しているように見えるが、政治的なシステム（韓国の場合独裁）の側

面から見るとその違いは顕著なものであった。つまり、日本の行政面における

システム（特に経済面）を多く受け入れたことに対し、政治的な枠組みは日本

とは違い、独裁体制であったからである。 

それでは、権威主義政権が自らの正当性を主張する際において、最も大きな

政策的代替案として考えられる「経済」は、日本に比べ、如何なる差異を有し

ていたのか。日本の場合、内需活性化の延長として、「輸出拡大」を選択した

のに対して、韓国の場合は、これとは違い、当初から一応「輸出」を念頭には

置くものの、全体としては経済発展を選択したのである。更に、日本は企業へ

の融資をする際に、銀行（民間）を媒介にして融資をするが、韓国の場合、そ

れとは違い政府が資金を管理し、特定企業に対し、融資をするという形式であ

った。こうなると、韓国の経済発展の主力として朴正煕が利用していた「財閥」

は、その最も大きな価値である「資金」を政府により管理されることとなった

ことが理解できよう。つまり、ここで重要なことは、就中、政府が財閥など財

界の資金を管理し、それ故、財閥を統制できる体制が朴正煕政権下において構

築されたということである175。これは、正に、国際政治秩序（民主主義諸国）

に逆行する姿を反共産主義を掲げた韓国が示し、第3国からすると矛盾とも考

えられる余地が顕著であったのである。 

これに加え、朴正煕体制が有していた問題としては、「企業の二重構造」と

いうことを指摘できる。これは、財閥を中心として政府が育成させた結果、財

閥以外の企業が成長し難くなる問題であったが、これは韓国の経済計画上不可

避な問題であったと朴正煕は語る176。彼の言う通り、そもそも韓国の経済構造

は、国家が強力な計画性を有していた。そのため、以上のような企業の二重構

造は必然的に不可避な問題であったと考えられる。この計画経済の成功により

危機を乗り越え、独裁体制下で経済発展を成し遂げることを可能にした彼は、

経済面においては計画性を加味し、政治面においては独裁体制であった状況に

より固執することとなり、これは彼が三選改憲177への道へと踏み出すことに一

                                           
175 木宮正史『韓国―民主化と経済発展のダイナミズム』ちくま新書、59-61頁。 
176 我が国は民主党治下において大きな混乱を迎え、韓国の近代化においては、政府主導の開発が必要で

あると考えられる。その一環として、政府は様々な政治勢力（言論、政党、労働団体）に一定の限界を定

め、その活動に制約を加える。更に、自立できる経済体制を作るため、国家主導の「第一次経済開発5カ

年計画」を実施する。但し、同計画で実施される企業の育成においては、自由市場経済を原則としながら

も、国家根幹事業に関しては、政府が直接介入する。(朴正煕(2017)、前掲書『民族の底力』131、134頁)。 
177 大統領の3回目の再任を許可する骨子となっている憲法改正案である 
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定の影響を与えたといえるのではないであろうか。 

さらに、経済の発展のみならず、朴正煕を三選改憲の道へ至らせることに影

響を及ぼした中核的な要因は、国内の混乱状況とその教訓ということを見逃し

てはならない。その重要な事例として、本節では、日韓国交正常化を紹介した

い。日韓国交正常化交渉は当初1950年代にもその交渉が行われたが、それは、

①同様の時期における政権（李承晩）の非妥協的な行動、②第2共和国（張勉

政権）が有した無能な政策であったが、これは、③朴正煕の軍事クーデターに

より停滞し、終止符が打たれたかのように見えた。しかし、朴正煕は前政権の

無能な業績を批判しつつも、その対外政策（日韓関係）は継承しようとした178。

その際に、この対外政策に密接な関係を有した政治アクターは、韓国国民（世

論、大学生）及び野党議員を想定することができる。ここで重要なことは、こ

のような朴正煕の政策を批判する各々の勢力の主張が非常に異なっていたとい

うことであった。まず、学生デモ団体は、この日本との外交交渉に対し、①日

本から受け取る金額、②日本統治時代に対する日本人179の姿勢を主たる要因と

して掲げ、反対した。この二つのなかで最も重要なのは、①の朴正煕政権が合

意した金額に対する批判であったが、その根拠は、当該交渉で決定された金額

の規模が前代政権（李承晩、及び張勉）が日本に求めた金額に比べ、少ない額

であったからであった。実際、これに対し、鄭一亨民主党議員は、次のように

述べている。「自由党時代（李承晩政権）において我々が日本側に求めた請求

権の価値は、12億ドル、而して、民主党政権下では8億ドル以上を求めました。

今の朴正煕政権は3億ドルという僅かな金額で我々国民の請求権を売ろうとし

ている180」と。このような観点からみると学生及び、民主党の基本的な主張は

共通していると考えられる。しかしながら、この日韓国交正常化を取り巻く野

党議員の中では、このほかにも異なる観点から直視している人物が存在してい

たが、ここで興味深いことは、野党が一致して、朴正煕の政策を批判したわけ

ではなかったという事実である。例えば、金大中は、「我が国は日本との貿易

赤字を埋めることを前提として日韓国交正常化条約へと進むべき」と発言し、

従来の絶対的な反対に近い学生や野党（特に、尹潽善派閥）とは根本的に違う

姿勢をみせていた。つまり、金大中は、日韓国交正常化には原則的には反対し

ておらず181、その条約の内容を充足し、一定部分を変更する必要があると、発

                                           
178 日韓国交正常化は、朴正煕の経済計画そして、国際社会における朴正煕体制の位置づけに非常に重要

なものであったが、ここで見逃してはならない最も重要なものは、この両国が国交を正常化することによ

り、第2次朝鮮戦争が勃発した際に、日本が米軍の日本国内の駐屯を認め、事実上の「兵站基地」の役割

を果たすことを暗黙的に可能とした、ということである。（Victor D. Cha(1999), Alignment Despite  
Antagonism US-Korea-Japan Security Triangle, (Stanford University Press), p.51.） 
179 田中直吉教授による発言、久保田発言。（太田修(2015)『日韓交渉―請求権問題の研究』クレイン出

版、264頁、日韓会談「久保田発言」に関する参議院水産委員会質疑(1953)『日本外交主要文書・年表

（１）』、584-592頁）。 
180 第49回12次大韓民国国会会議録(1965)、16頁。 
181 日本民社党の幹部らが訪韓した際に、金大中は日韓条約に関する主張をしたが、原則的には反対して

いないという自らの意思を示した。(金大中(1996)『金大中回顧録』サムイン出版、168頁)。 
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言したのである182。さらに、金
キ ム

泳
ヨ ン

三
サ ム

は、日韓国交正常化について、「李承晩平

和ライン183」を問題点として取り上げ、同問題の解決が成し遂げられないので

は、日韓国交正常化は成功できないと主張した。以上のような日韓関係回復は、

植民地支配の請求権の処分という「名分」ということより、日本からの経済発

展資金、及び韓国より近代化された日本の技術を必要とした朴政権に対し、大

きな障害と考えられていた。加えて、韓国にとって最も重要なパートナーであ

る米国も朴政権に日韓国交正常化の妥結を迫っていたため、同時期において朴

正煕は野党と反日的な国民世論を乗り越えることを余儀なくされていたのであ

る。日韓関係に関しては、結論から言うと、1965年2月20日に仮協定が調印さ

れ、同年の6月には両国で批准されることで、韓国と日本の国交は回復するこ

ととなった184。ここで、金泳三が主張していた「平和線」に対する案件は「平

和線」を否定する日韓間の漁業協定が締結されることで、金泳三の平和線につ

いての主張は受け入れられなかった185。誰よりも朴正煕の政策に反対意思を表

明した者、尹潽善は同条約の締結に反発し、自ら民主党を脱党する強硬的な姿

勢を打ち出したが、これは他の野党議員らの支持を得ることができず186、尹潽

善を含む7名の議員が脱党する結果となり一段落した。何故に、尹潽善は他の

野党議員らの支持を得ることができなかったのか。その理由は、当時の憲法上

「所属政党からの脱党」は議員辞退を意味することであったため、彼の考え方

が他の野党側政治家ら（金大中、金泳三）の「政治は国会で行うべき」という

基本的な考えと異なっていたからであった187。即ち、こういった尹潽善の強硬

的な行動は、野党の支持も得ることができず、加え、その当時、脆弱であった

野党勢力を更に弱体化させたに過ぎない、感情的な行動であったと考えられる。 

それでは、如何にして独裁とも評価される朴正煕政権は、「日韓国交正常化」

という国家間の外交交渉に過ぎない事件によって、極めて困難な状況に陥った

のか。筆者はこれに関して、1965年は、①朴正煕が軍事クーデターを起こした

                                           
182 実際に金大中は、3億ドルという前代政権が主張した金額に比較できぬ僅かな金額で条約が締結された

ことに対し反発しながらも、以下のように述べていた。「僅かな金額は請求権の価値に相応するとは言え

ず、我が国は日本側に金額ではぬ、新たなる措置を求める必要がある。その中で私が考えている問題点は、

就中、現在、曾てからの日韓の貿易赤字が大きな問題を有している状況である。従い、日本に請求権に相

応する金額を請求せず、貿易に関する總有措置を求めるべきであろう。又、これにより、未来の日韓関係

は更なる改善を成し遂げることとなるであろう」と。(金大中(1996)、同上書、168-169頁)。 
183 これに対し韓国政府は、①トルーマン宣言、メキシコ、アルゼンチン、チリ、ペルー及びコスタリカ

諸国政府による宣言と同性格であること、②マッカーサー・ラインは有効に存続していること、③接続水

域の地位は国際法上確立しており、接続水域において漁業の絶対的自由は認められないという三原則を主

張したが、②のマッカーサーラインの継続はアメリカから拒否されており、韓国政府の60海里という主張

に対し、当時のイギリスは12海里であったという事実からみると、李承晩ラインは当時の国際法上におけ

ては盤石なものとは言えない主張であった。 
184 「日・韓協定正式調印」（『東亞日報』1965.6.22） 
185 「日韓民間漁業協定調印」（『東亞日報』1965.12.17） 
186 金大中は、これについて、「175席野の中、野党は、65席を占めており、民主党の幹部はこの尹潽善の

強硬的な選択を止めようとし、反対していた」と、野党の脆弱化を懸念していた。（金大中(1996)、前掲

書『金大中回顧録』168頁）。 
187 木村幹(2008)『韓国現代史―大統領たちの栄光と蹉跌』中公新書、126頁。 
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時期に比較すると野党の国会における活動が増えていたということ（発言力の

増大）、②反対世論を構成している学生らは、既存世代と世代間の差を有して

いたこと（日本帝国時代を経験していた世代と、そうではない世代）を取り上

げ、指摘したい。まず、国会での活動や発言の増大について論じるためには、

朴正煕政権が軍事クーデターにより政権を掌握し、それ以降「政治活動浄化法
188」が実施されたことを忘れてはならない。この法律は、元政治家（4373人）

に対する政治活動を制限する法律であった。つまり、野党の国会における力は

1963年10月に成立した同法の根拠でもある「国家再建非常措置法189」の消滅ま

で抑えられることとなり、これまで、同措置により野党の国会における発言力

などは大統領の圧倒的な影響力下に置かれたと考えられる。そして、世代の差

ということは、如何なる影響を果たしたのか。 

世代の違いということについては、日本帝国下の教育、及びその時代におけ

るあらゆる変化を経験した世代と、解放後李承晩体制下の教育を受けた世代を

比較の対象として想定し、分析したい。日本帝国は、朝鮮半島全体を、歴史が

示すように植民地化し、中国進出への足がかりとして使ったことに対しては、

異議がないであろうが、その過程において、朝鮮の「近代化」に更なる影響を

与えたことも同様であろう。ここで筆者が指摘したいことは、朝鮮半島におけ

るインフラの発展である。実際に、朝鮮の近代化におけるインフラは全く整備

されておらず190（道路、交通）、そのうえ日本統治時代には朝鮮臣民による農

業実績（米）が2倍以上増えるなどの急激な発展をみせていたことも事実であ

る191。そして、朝鮮臣民のため、日本帝国はその基金として17,398,000円を出

資し192、こういった日本帝国の政策は、その目的が中国進出への野望にせよ、

朝鮮人民の安定化を実現し、荒廃状態であった朝鮮に対して、単なる悪い影響

だけを与えたとは決して考え難いであろう。以上のように、朝鮮人民は、日本

の植民地国家の国民とは言え、同時期の西側覇権国による植民地支配に比較す

るとインフラの近代化、及び前近代的な官僚制の廃止に伴なう近代化された政

治システムの確立というメリットを得ることができたとは言えないであろうか。

ところが、日本の統治時期が終わった後、独立運動を主たる正統性として掲げ

た李承晩が韓国の初代大統領となり、状況が変わることとなった。李承晩は

                                           
188 軍事クーデターにより政治活動を制限された者に対する審査を、「政治活動委員会」が行う制度。対

象となる者は、国務総理、国務委員、民主党、及び新民党の正・副委員長以上の幹部、その他の政党・社

会団体等がある。興味深い点は、この法律は朴正煕が一方的に打ち出したものではならず、当時、大統領

であった尹潽善が署名したものであり、尹潽善自身はこの法律の影響を受けないという内容であったとい

うことである。 
189 朴正煕が大統領になると同時に、軍事政権が終焉を迎え、同法律は効力を失い、政治活動浄化法もそ

の効力を失った。 
190 実際に、朝鮮総督府の実態報告によると、「朝鮮における道路は殆ど荒廃し、その程度が極めて酷く、

産業開発のため同道路インフラの改修工事が必修であり・・中略・・旧韓国政府にして、統監の指導下、

「土木局」を施設した。」という。（朝鮮総督府(1910)「朝鮮総督府施政年報」、207頁）。 
191 朝鮮総督府(1910)「朝鮮総督府施政」、264頁。米の収穫増加量に関しては、朝鮮総督府(1940)「朝鮮

総督府統計年報」、55頁。 
192 朝鮮総督府(1910)同上書「朝鮮総督府施政」、21-22頁。 
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「独立運動」を正統性として掲げたために、李承晩政権下の政策（李承晩平和

ライン）、及び教育は「反日」政策を骨子とせざるを得なくなることを余儀な

くされたのである。こういった日本との断絶、そして、一方的な偏った反日教

育は、実際に植民地支配の光と影を経験してきた世代とはその考え方を大きく

異にしている。 

それでは、朴正煕は何故に反対に直面し、彼の政治的な基盤を犠牲にしなが

らも日韓国交正常化を成し遂げようとしたのか。これに対して、第一の目的と

して挙げられることは「近代化」のために、日韓国交正常化はその条約におい

て未解決のままにするところが多数あるにも関わらず、仕方なく急いで解決さ

せたという議論がなされているが、筆者は、そのことよりも考慮すべきものと

して、当時の日本と米国の関係に焦点を当てる必要があると考える。 

そもそも、日米関係は朝鮮半島における安全保障とも密接な関係があり、朝

鮮戦争の影響とも考えられる安全保障問題に日本は密接な関係性を持つ状況に

追い込まれることとなったのである。言い換えれば、米国の東アジアにおける

紛争解決意思（戦争へとの介入など）は、日本を同盟理論（巻き込まれる）に

極めて近い状況に追い込ませたのである。この背景において重要なことは、巻

き込まれる恐怖を感じつつあった日本が従来から朝鮮半島で行われる米国の外

交政策に対し、なるべく関わりをもたないよう、消極的な反応を示していたと

いうことである。それが為に、共産主義の防波堤の役割を果たしていた韓国と

しては、日韓国交正常化を成し遂げ、仮に朝鮮半島に緊急事態（共産反動勢力

との戦争再開）が生じた際に、日本が従来からの消極的な姿勢を変化せしめ193、

これにより韓国自らが有している安全保障上の懸念194を払拭しようとしたと考

えられるのではないであろうか。つまり、日韓国交正常化は近代化という朴正

煕の究極的な価値にも繋がるであろうが、単なる近代化に限らず、朝鮮半島を

巡る利害関係諸国の一員として日本を参加させるという問題であったと筆者は

考える。 

 第二に、日韓国交正常化は韓国の国際的な位置づけに大きな影響を果たした。

独裁体制であった韓国を堂々たる西側民主主義諸国の一員とする一つの橋頭堡

の役割を果たしたということがその影響の意味するところであろう。謂わば、

韓国の権威主義体制を民主主義諸国の中心的な一国であることを米国と日本が

認め195、朴正煕は国内的には彼の正統性をより固めることができ、更に、対外

的にも体制の正統化が成り立つこととなったことに一定の合理性を与えたとは

                                           
193 日本は、米国の対外政策に対し、巻き込まれる恐れを感じ、その対応策として、「極東条項第6条」を

設け、米国の対外政策に完全に従わず、「拒否権」を行使しようとした。（大畠英樹・文正仁(2005)『日

韓国際政治学の新地平―安全保障と国際協力』慶應義塾大学出版社、131-132頁）。 
194 韓国と米国の同盟関係は安全保障上大きな役割を果たしているが、韓国は、日本が懸念する「巻き込

まれる」ことに関する恐れとは反対に、「見捨てられる」同盟上の懸念を有していた。その主たる根拠と

しては、ベトナム派兵問題に関して見られる朴政権の積極的な姿勢を挙げることができよう。尚、ベトナ

ム派兵に関しては、次の文献を参考にする。（林昶延(2021)、前掲論、96頁）。 
195 日韓基本条約第3条、「大韓民国政府が朝鮮半島における雄一の合法的な政府」 
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言えないであろうか196。このように、日韓国交正常化は「近代化」の一環とい

う単なる手段に留まらず、朴正煕体制を対内的に、さらには、対外的に認めさ

せ、政権における安定を与え、最後には、これが政権における一定の制度化に

も繋がることとなったと言えるであろう。 

 第三に、朝鮮半島を取り巻く冷戦という国際政治上の「力学」が朴正煕の日

韓国交正常化という選択を促したという点である。それでは、如何なる国際秩

序が日韓におけるこういった「協力」を導き出したのか。ここでより重要なア

クターでもあった米国は、同条約に対し、従来から積極的な姿勢を示していた。

米国の場合、激しい反日感情を有していた李承晩政権時代においても、積極的

な仲裁に乗り出したが、失敗した経験がある。ここで見落としてはならないこ

とは、仲裁の成否のみならず、韓国の反日感情を抑圧までしても日韓国交正常

化を望んでいたことであり、これにより東アジアにおける米国のスタンスがよ

り大きくなることを米国が自ら認識していたということであると考えられる。

実際にその事例として、当時米国が仲裁案として提案した「アリソン仲裁案」

は、①請求権の相互放棄、②日本は退役軍人の年金、及び徴用者に対する未払

い給与など一定の限られた給料を支払う197という枠組みを主たる内容としてい

たが、ここで重要なことは、日韓両国が曾て摩擦し合う「争点」であった請求

権に関する内容でもある②に対し、米国は予てよりの日本側の主張を受け入れ、

日本と同様の認識を共有していたということである198。謂わば、朝鮮戦争が勃

発してから米国の東アジアにおける緊張感が高まっていた当時の環境は、米国

としては、請求権の位置づけ及びその内容ではなく、日韓両国の国交を正常化

せしめることで、同地域での自らのスタンスをより固めることが最優先的な課

題であったと言えよう199。時恰も朝鮮半島を取り巻く国際秩序と覇権争いは、

韓国民としては、「民族の恨み」という感情的な価値を棚上げさせたのである。

こういった現実主義は時として過酷な選択を小国に求めるが、これは冷徹な国

際秩序において、よく見かける事象であろう。 

 以上のように、日韓国交正常化を成し遂げた理由としては、①米国の仲裁、

②韓国自らの安全保障問題、③近代化、④国外、及び国内における政治的制度

化が挙げられたが、このようなことは結果的に朴正煕が「三選改憲」に踏み切

る際において重要な役割を果たした。その主たる根拠として考えられることは、

政権内部における制度化がなされたとは言え、そのことにより朴正煕個人の意

思が積極的に反映される独裁とは異なる事情が生じたことである。例えば、準

                                           
196 正統性の問題については、次の文献を参考とする。Byung-Kook Kim, Ezra F. Vogel(2013), op. cit., 

p.432. 
197 金恩貞(2015)「日韓会談中断期、対韓請求権主張をめぐる日本政府の政策決定過程：初期対韓政策の

変容と連続、1953-57年」『神戸法学雑誌』、11頁。 
198 李東俊(2011)「日韓請求権交渉と「米国解釈」ー会談「空白期」を中心にしてー」、李鍾元・木宮正

史・浅野豊美(2011)『歴史としての日韓国交正常化―東アジア冷戦編』法政大学出版局、59頁。 
199 これに対する主たる根拠としては、当時米国国内で共有されていた視座によると、ソ連が冷戦におけ

る対米国優位を取っていたということを指摘でき、故に、米国は国際冷戦に対し従来より積極的な姿勢を

取ることを余儀なくされていた。（Byung-Kook Kim, Ezra F. Vogel(2013), op. cit., p.435.） 
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競合体制の形成とそれに伴う官僚の積極的な政治介入が、民主主義に近い概念

であり、それが制度化に繋がると考えられるが、然るにその反面、指導者（朴

正煕）の政策決定における権限は従来の軍政時代（1961年）に比較すると弱体

化されることを意味するであろう。故に、朴正煕は日韓国交正常化という一つ

の準競合体制と制度化という場面を経験し、その教訓として「三選改憲」に踏

み切ったと筆者は考えるのである。 

以上のように朴正煕は韓国国内における制度化を齎したが、これが朴正煕自

らの首を絞めることとなったのはアイロニーともいえることである200。この現

象は外国との関係を結ぶ際に、特に顕著となったため（日韓国交正常化）、朴

正煕は制度化を進めてきたそれまでの方針を一変させる必要性を感じたと考え

られる。その一環として、指摘できる事例が「三選改憲」というものである。

この「三選改憲」は独裁的、及び終身執権を目指したものであると知られてい

る201。それでは、三選改憲における過程は如何なるものであったのか。まず、

三選改憲に関する問題は、「国会」において取り扱われることとなった。これ

は、第5次憲法改憲とは大きな差を見せている202。三選改憲における憲法改正に

は、関連アクターが増え、野党、及び与党がそれに対する主たるアクターとし

て登場することとなった。勿論、野党に従来にはなかった大きな発言の自由を

与えることとなった。例えば、野党の金泳三は、改憲問題について与党を批判

する発言を行った。彼が論点として取り上げたことは、①朴政権下、農民の生

活は非常に困窮していること、②経済の発展においては民主主義の発展が必修

前提であること、③三選改憲論争は国内における混乱を齎し203、北朝鮮を刺激

する恐れがあるという3つのことである204。ところが、この金泳三の意見に対し、

与党の反発も存在した205。しかし、実際に金泳三の発言通り206、韓国は激しい

貧富の差が存在し、不安定状態に陥ったのかについては疑問が残る207。さらに、

金
キ ム

守
ス

漢
ハ ン

野党議員は、与党に対し、①三選改憲においての憲法違反問題208、②朴

                                           
200 ①国会議員、②世論（学生）、③マスコミの発言力が肥大化される現象が本格的に現れた。 
201 主たる根拠として見逃してはならないものは、同憲法改正過程における韓国中央情報部（KCIA）の単

独行為であり、その中でも野党議員らに対するKCIAの政治的な工作（脅迫行為）は注目に値する。（鄭求

瑛(1987)『鄭求瑛回顧録―失敗した挑戦』中央日報出版、264頁）。 
202 当時国会は機能を失い、それ故、21人の専門委員らがその役割を果たしていた。 
203 これに対する根拠として、金泳三は当時の国民9割は、三選改憲に激しく反発していると発言した。 
204 国会事務所(1969)「第70回国会議事録」第2号、1-3頁。 
205 国務総理丁一權は、金泳三の独裁体制という発言に対し、完全独裁体制において、そもそも野党は存

在できず、今のような野党の発言すらもできないと発言した。 
206 ①経済政策の失敗による貧富の差、②民主主義の価値を失った政策などによる社会混乱発生。 
207 米国のCIA報告書は、韓国は1966年朴正煕体制下、彼が成し遂げた日韓国交正常化は韓国の国際社会に

おける地位を固め、経済発展にも良い影響を与えたと報告し、更に、農業政策の成功により韓国は農業面

において自給自足ができる状況であったと報告している。(Central Intelligence Agency(1966),“The  

Situation In The Republic of  Korea” No.1607/66, p.1, 4.) 
208 彼によると、前日、与党の崔・ヒソン議員の「野党が協力せず、国会の議決がなくとも国民投票とい

う段階に進むことはできるであろう」という発言は、大韓民国憲法第121条を準ずるものとは言えず、そ

のため、与党は本発言に対し、責任をとるべきであるという。（大韓民国第3共和国憲法121条） 
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正煕の「12年安定論」に対する真相究明209、③学生運動の鎮圧行為210という三

点を取り上げ、激しく与党側と朴正煕政権を批判した211。これに対し、与党の
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議員は、①与党は憲法に従い（121条212）、国会で同案件が議決されない

限り、国民投票は行うことができないと発言し、②自らが民主党政権下の議員

として、大きな混乱を感じ、９ヶ月で政権に終止符が打たれたことは避けられ

ないことであったということ、③学生の政治参加は認めるが、法律上定まって

いる枠内に限ることという具合にそれぞれの批判に対し答えた。ここで注目に

値することは、民主党体制下で行われた学生運動が左翼的な要素を含めていた

ことである。その事例として、米国側も張勉政権下の派閥争いや左翼学生運動

等の不安定な状況を懸念していたのである213。このような不安定の状況下、民

主党政権が12年という長期間に亘る集権化をすることによって安定化を成し遂

げるという野党側の主張に筆者は一定の不明瞭さが残っていると考えている。

そして、野党側は、自由党体制下（李承晩政権）における不正選挙に反発して

展開された学生運動を事例として取り上げているが、これは、確実且つ客観的

な事実を前提として行われた反政府運動であるのに対し、朴正煕体制下の学生

運動は、事実とは大きく離れた反政府運動の性格を有していたと指摘できる。

例えば、上述したような日韓国交正常化に対し、学生らは、①日本へ屈辱的な

姿勢をみせ、売国している、②日本の経済植民地化を目指す条約という事実と

は遠い発言が殆どであった。このことは、野党の主張がその正当性を有さず、

単なる朴政権に対する「反対のための反対」という戦略を一貫させた結果であ

ると考えられる。一方、与党と野党の国会における戦いに引き続き、朴正煕の

三選改憲に反対する新たな勢力が登場することとなった。その勢力は、与党の

共和党内部からであり、反金鍾泌勢力と金鍾泌支持勢力との権力争いであった。

三選改憲が行われる直前における権力争いは、朴正煕政権が独裁体制と言えず、

朴正煕の改憲に反対していたことを明らかにしていた。まず、その展開につい

て見てみたい。 

そもそも金鍾泌との対立構造を取っていた「反金鍾泌勢力214」（Anti-mainst

ream faction）は朴正煕の三選改憲に積極的な支持をみせ、同勢力は今回の改

憲により朴正煕は、①より権威主義的な体制となり、②大統領の立場がより強

まる結果を齎すことを予想していたのである215。このような彼らの期待に加え

                                           
209 朴正煕は同年8月30日の共和党大会において、「国家の安定のためには大統領の任期は12年にすべきで

ある」と発言したが、金守漢野党議員は、これに対して、同様に民主党政権（張勉）も12年の任期を有し

ていたら安定化されたはずであったと批判した。 
210 これに対し、同議員は、「李承晩政権に対する学生デモ(4・19革命)は容認されるのに対し、朴正煕自

らの政権に対する学生の批判及び、デモは容認されない現状は矛盾」であると批判した。 
211 国会事務所(1969)「第72回国会議事録」第3号、1-7頁。 
212 憲法改正案は国会において3分の2以上の賛成が必要であり、その後、国民投票を行うことができる。 
213 Central Intelligence Agency(1958), NSC Briefing, “The South Korean Election” No.20, p.1. 
214 同勢力は、三選改憲以降、四人体制となる。 
215 尹致暎は朴正煕は朝鮮半島における歴史上、最高の指導者と発言するなど本格的に朴正煕を支持し、

朴正煕の強いリーダーシップは韓国の現状において必修的なものであると発言した。（李祥雨(1986)『朴

政権18年、その権力の内幕』東亞日報出版、198頁、「大統領の重任禁止などの問題点があれば現行憲法
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て、当時の社会的な雰囲気は朴正煕がこういった改憲を行う時期としてそれほ

ど悪くない状況であった216。これに対し、主流派の「親金鍾泌勢力」は、この

三選改憲に反対していた。その理由は、朴正煕体制の維持は金鍾泌を支持して

いた彼らに粛清という結果を齎しうるからである。故に、三選改憲防止の一環

として、反対派（親金鍾泌勢力）の中、18人が1969年1月21日に国会議員の職

を退くことを決めた。このように、共和党は意見が統一できない状況であった。

この結果、党内の政治的安定が崩れ、朴正煕は表明を通じ改憲論議を中断させ

ることを命じたのである。以上のような党内闘争は、①共和党の議員らは朴正

煕の意思により左右されず、②側近であった金鍾泌は牽制を受け、③韓国の政

治的な制度化は三選改憲直前まで相当部分進んでいたことを示しているのであ

る。 

その後「4・8抗命事件217」が勃発することとなった。これは、権
クォン

五
オ

柄
ビョン

文教部

長官解任に関する建議案が国会で可決された事件である218。これに対し、朴正

煕は、共和党内部における「粛清」に踏み切ることとなった。同事件発生から

2日後、党幹部会議において朴正煕は「反対した者は必ず処罰する」と発言し

た。ところが、彼の決心にも関わらず、強硬的な措置は取られなかった219。こ

れは、共和党が改憲に必要な議席を確保しなければならない状況と党内の安定

を確保しようとした朴正煕の考えの結果であると考えられる220。以上の「親金

鍾泌勢力」の反対行為は、朴正煕を緊張せしめたが、同勢力に対する激しい処

罰及び粛清はできない状況であった。この事例から明らかになったことは、朴

正煕体制において国会が従来（軍事政権下）とは違い、政治的な多様性（共和

党内の反対意見）を有し、大統領の独断的な権限には限界があったということ

であろう。さらに、ここで重要なことは、朴正煕政権下、国会議員の発言の自

由及び、憲法改正直前に行われた選挙などをみると、完全独裁とは言えないこ

ところが少なくとも存在し、就中、選挙という過程は、野党が、優位を占めて

いる与党に勝ち、三選改憲という事件を事前に止める事ができる体制であった

ということである221。それでは、当時における世論は、如何に反応し、朴正煕

の憲法改憲過程に如何なる影響を与えたのか。 

                                           

検討・研究」『東亞日報』1969.1.7）。 
216 1969年における経済はその特徴として①12％のGNP上昇率、②農業改善、③失業率低下を見せていた。

（柳根一(1997)『権威主義体制下の民主化運動』ナナム出版、68-69頁）。 
217 権五柄長官解任案を拒否することを命じた朴正煕の命令を共和党議員らが無視し、可決させた事件。 
218 共和党内の親金鍾泌勢力は「この機会に権長官を解任案を通過させ、朴大統領が我々国家議員の意思

を左右することには限界があることを見せる」と思っていたという。（李萬燮(2004)『私の政治人生半世

紀』文学と思想社出版、179頁）。 
219 結果として、改憲に反対意思を表明していた代表的な議員ら5人が党から除名されることとなった。除

名が確定された議員はマスコミを通じ本措置についての不満事項を発表し、朴正煕を批判した。（「主導

5議員を除名」『東亞日報』1969.4.15） 
220 朴正煕は彼らを除名する措置を取ったが、それ以外の措置は取らず、「金沢寿院内総務に対し、除名

された5人と食事しながら、彼らを慰労しろ」と指示したのである。（「沈痛の朝」『朝鮮日報』1969.4.

16） 
221 上述した4・8抗命事件は、国会の力が従来より肥大化されたことを 如実にみせる主たる根拠であった

と言える。 
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まず、改憲問題が本格的に登場する直前に行われた朴正煕と尹潽善の対決構

図は韓国における世論を一部反映していたと考えられる。特に、野党の単一候

補、尹潽善の選挙中における発言が一定の矛盾を有していたということは注目

に値する。例えば、彼は、「金のためのベトナム派兵により、我が国民は命を

無くした222」と批判したが、彼が公約として掲げたのは、「①米国の援助金額

を増大、②経済開発223」という内容であった。こうなると朴正煕が米国からの

援助拡大を目指し、不可避な選択であったベトナム派兵を決定したことを批判

することとなるが、尹潽善は以上のような朴正煕の努力を否定し、何もせず他

国から無償援助を得ることができるという主張をしたこととなるのではないで

あろうか。更に、尹潽善候補の演説では、朴正煕体制に対する感情的な批判だ

けを有し、具体的な計画は欠如していた。実際に彼の発言には「独裁政権打

倒」、「不正腐敗撤廃」という文言は登場したが、これに対する客観的なデー

タは示されなかった。これに対し、朴正煕の公約は、「①重農政策を実施し、

②重化学工業を成し遂げ、③韓国企業全体における発展を行う224」という比較

的且つ具体的な内容が含まれていたのである。この際、尹潽善は「朴正煕は終

身執権を目指している225」と批判した。さらに、新民党（野党）は「選挙法を

改正し、大統領権限を縮小する」と発言したのである。彼らの、発言を見ると

民主主義を守るという趣旨の発言が主たる内容となっているが、当時の世論は、

朴正煕の経済発展による豊かさ、及び発展に注目を当てていたと考えられる。

その根拠として、当時の世論が焦点をどこに当てていたのかを挙げることがで

きよう。その答えは、次のようなものである。選挙が終わってからの朝鮮日報

による世論調査は、①国会正常化、②物価上昇、③不正腐敗問題、④政治人の

変革という４つの項目を国民に提示したが、このなかでは、②「物価上昇」が

注目されたという226。これは、李承晩体制下の韓国社会において見られていた

野党弾圧227、及び政治人の腐敗問題が朴正煕の国家運営により大幅に減少し、

これにより、多くの国民は政治に参加せず（デモなど）、生活面に関わる問題

がそれほど大きな課題ではなかったことを証明するものではないであろうか。

即ち、政治問題にこれ以上一般市民が参加する必要はなく、むしろ、物価など

の細々な案件に関心を持ち始めていたのである。重要なことは、この世論を構

成していた世代が、李承晩体制、及び民主党政権を経験した世代であったとい

うことである。つまり、政治的な関心が盛んになった両体制を比較すると朴正

煕体制は、国民の基本的な生活条件を満足させ、政治に関する国民の関心が比

較的低かったと言えよう。これを証明する根拠としては、当時の大統領選挙に

                                           
222 曹喜昖(2007)『朴正煕と開発独裁時代』歴史批評社出版、92頁。 
223 「カン・ソクジンのコラム：“経済開発とアヘン切”」（『ソウル新聞』2009.3.12） 
224 「両候補は謳う」（『京鄕新聞』1967.4.22） 
225 「与・野党、大都市で支援遊説」（『東亞日報』1967.5.20） 
226 「世論の焦点は物価上昇」（『朝鮮日報』1967.10.1） 
227 「釜山政治波動」事件を契機とし、李承晩政権は行政且つ法律を無視し反対派政治人を弾圧せしめ、

結果的に本格的な独裁体制を実現した。（申命淳(1991)「李承晩の執権と権威主義体制へとの転換」『国

士舘論叢』第27号、72頁）。 
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おける投票率に着目する必要がある。同選挙における全体投票率は、83.57％

余りであり、その中でもソウルは66.6％余りに留まったが、一方、地方（江原

道）では89％という圧倒的な投票率が現れた228。この結果は、朴正煕政権が地

方に大きな発展を齎していたことを意味しており、これは経済政策が生み出し

た結果であり、またこの時は韓国の大統領選挙歴史上最も低い投票率を見せて

いたのである。ここで、重要なことは、これは政治問題に関する国民の関心度

が減少し、当時の国民が物価上昇という経済的な案件に焦点を当てていたとい

う意見を支える主たる根拠であると解釈できるのではないであろうか。以上の

ように現実における世論は、三選改憲という政治面における重要な事件を巡っ

てそれほど敏感に反応せず、故に、野党側が主張する「国民の9割が三選改憲

に反対」するという発言も現実とは異なっていたと考えられるのではないだろ

うか。根拠として、改憲における国民投票の結果は、ソウル以外の地域、特に

農村地域において、圧倒的な賛成をみせ、これは、1967年における大統領選挙

の結果と顕著な差を見せておらず、朴正煕政権に対する世論の支持は圧倒的な

ものであったということを如実に表していることに一定の合理性があると言え

るであろう。 

以上をまとめると、①朴正煕の三選改憲は従来の改憲とは異なり、国会がそ

の役割を十分に果たしていたことを指摘することができ、さらに、その際、客

観的な証拠を有さぬ発言が多発したが、野党議員に大きな発言の自由が与えら

れたことが明らかになった。この「国会正常化」とも言われる重要な根拠とし

ては、与党（共和党）は正当な手続きを通じ、「三選改憲案」を合法的に通過

させ、国民投票では世論の支持を得ることができたということを挙げることが

でき、加えて、共和党内部における勢力の戦いは、当時独裁者と評価される朴

正煕にしても反対勢力を左右できなかったということを示していると同時に、

国会における「流動化」が顕著なものであったことを示す主たる根拠と言えよ

う。②当時の世論は共和党を支持し、その結果、国会に共和党が多数を占めて

いた。これは改憲論議が台頭する2年前の時点で行われた大統領選挙において、

与党が多数議席を獲得し、これは世論（特に農村地域における）が朴正煕政権

を如何に支持していたのかを証明できる一つの根拠と考えられるであろう。さ

らに、曾ての選挙で勝ち取った理由として指摘できる要素は、世論が既に政治

的な関心を有さず、経済問題に本格的に焦点を当てていたという点であり、こ

れは荒廃状況であった農村経済を復活せしめた朴正煕の実績がその影響を齎し

た結果であるといえる。つまり、三選改憲における国民投票においてもその影

響を及ぼしていたと言えよう。このように、三選改憲は独裁者個人の力によっ

て行われた政策とは言えず、まず、世論が1967年における選挙に重要な役割を

果たし、その結果多数となった共和党が合法的な過程を通じ1969年における国

民投票に踏み切った。同投票において、世論は2年前の選挙と同様に共和党を

                                           
228 実際に、農村地方と分類される江原道において、共和党は大きな支持を得た。さらに、同地域では、

朴正煕の故郷でもある大邱より高い投票率を見せていた。（「投票率83.57％」『東亞日報』1967.5.4、

「朴正煕候補、圧倒的なリード」『朝鮮日報』1967.5.4） 
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支持したのである。ここで最も注目に値することは、①野党は政治活動の自由

を十分に有していたこと、②野党は選挙という合法的な方法を通じ多数議席を

確保する可能性を既に有していたこと、③朴正煕は共和党内部における反対勢

力を積極的に鎮圧できなかったこと、④有権者である国民の多数は朴正煕の経

済政策に焦点をおき、その結果、野党の主張はあまりにも説得力を有していな

かったということ、⑤最後に、韓国政治において最も重要な役割を果たしてい

た米国は、独裁的な憲法と評価される「三選改憲」に支持を表明し、実際に、

同改憲案が国民投票において可決された際に、三選改憲は民主主義の進展とい

う声明を出したということである。これは、ベトナム戦争が激化したため、米

国が韓国の朴正煕体制を支持したと評価することもできるが、正統性問題を乗

り越える際に、米国の態度などに依存しつつあった朴正煕体制の限界を踏まえ

ると、このような米国の積極的な支持は、朴正煕の韓国におけるガバナンスに

大きな影響を果たしたと言えるであろう。 

 

第二節 「維新」にならざるを得なかった韓国 

  

「選挙というものは、韓国に必然的なものである。しかし、この制度は野党

の金大中が大統領になる機会を提供してしまう。つまり、この選挙制度によっ

て祖国近代化に悪影響を与える人物が選ばれることもあり得るであろう。現在、

私は特殊な体制を作らないといけない」。これは、朴正煕と金大中の対決構図

となった、1971年の第7代大統領選挙以降、朴正煕が金鍾泌に語った話の内容

である。そもそも、朴正煕の「選挙制度」に対する認識は、韓国に必然的なも

のであることであったが、ここで注目に値するところは、彼が「特殊な体制」

という新たな概念を提示することによって、従来、韓国が有していた民主主義

理念を全面的に否定しようとしたということである。上記の言葉には、既に彼

の維新体制に対する意志が明らかとなっていたのである。 

それでは、朴正煕は、何故以上のように語ったのか、その原因を論じたい。

これに答えるためには、まず、第7回選挙の結果に注目を当てる必要があると

考えられる。重要なことは、朴正煕は金大中との選挙において、95万票という

僅かな差で勝利をすることとなったが、その結果が朴正煕の期待を裏切ってし

まい、彼個人に対し大きな衝撃を与えたことを見落としてはならない229。実際

に、この第7回選挙は、朴正煕の予想を大きく下回る95万票の僅かな差を見せ、

この結果は朴正煕をしてこれまでの選挙制度を使い野党との競合を行うことが、

自らの政権にとって大きな脅威と感じさせたということを含意している。一方、

この際に彼に「より強い体制を構築せざるを得ない」とアドバイスしたのは、

李
イ

厚
フ

洛
ラ ク

中央情報部長であったということである。 

さらに、もう一つ、第8回国会議員選挙結果は朴正煕をより追い込ませるこ

                                           
229 金大中は、当時の状況を利用するために、①予備軍廃止、②大衆経済論（輸出志向産業から、輸入志

向産業化）を掲げた。 
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ととなったのである230。与党が国会において過半数を占めたとはいえ、新民党

（野党）が89議席を確保することとなったが、重要なことは、就中、このこと

が将来における再任のための改憲を国会審議の段階において止める議席（69席）

を遥かに上回る数字であり、当時の憲法で定めている最終的な段階である国民

投票に改憲案などが至ることができないことを意味するものであるということ

である。それ故、共和党が過半数を占めたとは言え、決して好ましい状況とは

言えないであろう。こうなると、維新体制の前段階における朴正煕体制は、独

裁体制の要素を有しながらも、制度化が進み、朴正煕が掌握しつつあった権力

は、正統性を有した制度（投票）によって変えられることができる状況であっ

たと考えられ、それと同時に1960年代の朴正煕体制が完全独裁のような盤石な

ものであったとは必ずしも断言できない主たる根拠が十分明らかになったとい

えるものではないだろうか。 

以上では、朴正煕個人が感じた政治体制の終焉という危機感による「維新体

制を実現する決心」に対して論じたが、ここでは、もう一つ、朴正煕体制を取

り巻く国外からの力学に注目したい。まず、指摘できる代表的な問題は、緊張

緩和が生じた点である。デタントは米ソ冷戦が一時的に終焉し、米中関係が改

善され平和的な局面に入った契機と言える。ところが、朝鮮半島におけるデタ

ントは、世界平和という魅力的な印象とは異なり、朝鮮半島の地理学的な特殊

性は寧ろ予てより優位を占めていた国際社会での韓国の地位を一変させた。こ

れは、従来、韓国が反共産主義論理を掲げ、国際社会（国連）における同盟国

からの支持を受けて乗り越えて来た危機状況とは違う様相であったため、韓国

は新たな危機対策を考え出すことを余儀なくされる状況であったことを如実に

示す一つの事件であったと考えられる。加えて、デタントに積極的な姿勢を見

せていた米国側は、当時、軍縮問題を取り上げていた。勿論、その対象国は、

ベトナム、及び韓国であったのである。このことは韓国をより緊張させ、米韓

関係を悪化させた。さらに、駐韓米軍の撤退政策が打ち出されたが、最も重要

な原因は、米国の問題意識であった。例えば、「1・21事件231」及び「プエブル

号事件232」、「EC-121機撃墜事件」などに対する米国の対応は非常に微温的な

ものに過ぎず、米国は朴正煕政権の報復攻撃要求を黙殺することで、この時期

の韓国における「見捨てられ」るのではあるまいかという恐怖をより顕著にさ

せた233。 

ここまで論じたように、当時のデタントは東西緊張緩和に伴う一つの現象と

言えるが、朝鮮半島における「デタント」は、緩和とは言えない状況を作り出

                                           
230 野党である新民党は同選挙において、89議席を確保することとなり、これは、改憲を阻止できる議席

である69議席を遥かに超える数であった。共和党は、過半数の議席確保に失敗し、朴正煕の重任のための

憲法改憲は終焉を向かうこととなった。 
231 1968年北朝鮮の特殊部隊員31人が韓国の大統領官邸を襲撃した事件。 
232 USSプエブル号が北朝鮮に拿捕された事件である。ここで重要なことは、朴正煕の暗殺を目標として、

1・21事件の2日後という短い期間に米国、及び韓国に対する連鎖多発的な挑発行為が発生したということ

である。 
233 Victor. D. Cha(1999), op. cit., pp.63-64. 
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し、寧ろ、その意味が大きく変わったといえるであろう。さらに、ニクソンド

クトリン以降、本格的なデタントが東西に現れた時期であった1971年、中国が

国連安保理の常任理事国となり、韓国は、「ハルシュタイン原則」を放棄する

ことを余儀なくされた。1960年代に国連内部で確立されていた米国中心の優位

体制が崩れ、韓国は単独、北朝鮮との外交競合に乗り出すこととなった。 

結論的に、以上のような厳しい状況下、米国は、1969年から1971年まで、ベ

トナムから390,500人の米軍を撤収させ、朴正煕はこの状況に対し、緊張感を

共有していたということである234。そして、1969年から、韓国においても米軍

撤収が始まり、このような国際情勢における韓国の立場の脆弱性は、朴正煕と

しては新たな体制を作り出すことを余儀なくさせたと考えられるのではないで

あろうか。一方、南ベトナムの共産化過程をみると朴正煕の「維新体制の成立」

は、当時としては、必然的なものであったと考えられるのではないであろうか。

何故なら、政治を掌握し、政策を作り出し、国民に影響を与えることは少数の

政治家、及び官僚であり、実際に、新たな政策を求めるのは多数を占める国民

であるからである。民主主義社会において、このような国民の主張は決して無

視できず、就中、韓国において国民世論の力は大きな影響力を持ち、政治家を

圧迫する235。実際、その南ベトナムは軍事、及び技術面において北ベトナムを

遥かに上回る状況であったにも関わらず、北ベトナムの侵攻により体制が崩れ、

終焉を迎えることとなったが、その理由は、国民世論の分裂を指摘することが

できよう。この例から見ると、朴正煕の維新体制という制度の成立は当時の弱

小国であった韓国としては、必然的なものであったという新たな視点を加える

ことはできないであろうか。さらに維新の背景としてキッシンジャーの考えを

指摘できるであろう。キッシンジャーも当時の韓国における米軍の縮小問題に

関して、韓国国民は韓国への米国の理解及び干渉がなくなる事に大きな不安感

を持ち、ベトナムからの米軍の撤収のように、韓国における米軍をも完全に撤

収される結末を受け入れることは、彼ら（韓国人）としては大きな懸念となる

であろうと評価したのである236。 

 

第三節 維新における制度化と退歩 

 

以上のような「国内」における朴正煕のガバナンスの安定及び「国外」にお

ける国際秩序の変化に対応するため、韓国国内では新体制が登場することとな

った。これは、日本の明治維新の精神を継承するものとし、「維新体制」と呼

                                           
234 例えば、1973年、キッシンジャー（米国国務長官）との会談において、「南ベトナムから米軍を撤収

する代わりに、物資を提供することで、敵との平和的な共存ができるようになった」と語っていたキッシ

ンジャーに対し、朴正煕は「ベトナムは今後、共産化される未来しかない」と発言し、米国のデタント政

策は失敗したと批判した。実際に、1975年、南ベトナムは終焉を向かうこととなった。 
235 林昶延(2018)、前掲論、35頁。 
236 United States. Congress. House. Committee on International Relations. Subcommittee on  

International Organizations(1978), Investigation of Korean-American Relations, (Washington :  
U.S Government Printing Office), p.239. 
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ばれることとなった。それでは、この新体制下では如何なる構造的な変化があ

ったのか。その事例を幾つか挙げたい。第一に、国務総理、及び行政調整室が

新設されたことを挙げることができる。この機構は、国務総理を補佐し、各々

の中央行政機関、及びソウルの行政を指揮・調整・監督することで、産業化政

策における様々な問題に積極的に中央政府が対応できるように企画された機構

である。ここでの問題は、学生デモ、集会などのように政策に反対する行為が

対象となったということである。このように、構造的な変化は、指導者のガバ

ナンス強化という一つの結果に帰結することになったのではないかと思われる。 

第二に、内務部における組織改編がその対象となった。セマウル指導課・及

びセマウル担当官、セマウル計画分析官が設立された237。ところが、この政策

が朴正煕の農漁村における政治的な安定という意図をも有していた事実を見落

としてはならない。実際に、当時、農漁村からの支持率は朴正煕にとって非常

に重要であった。例えば、三選改憲に対する国民投票、及び第6,7回の大統領

選挙において、ソウル都心部における朴正煕の支持率は減りつつあったが、ほ

とんどの農漁村では朴正煕を支持していた「与村野都238」現象が顕著となって

いた。つまり、朴正煕はセマウル運動という新たな農村向けの政策を打ち出す

こととなったのである。実際に、朴正煕は1960年代末の時点において、1960年

代全般における経済開発が成功したため都会の所得は上がりつつあったが、農

村は人口の離脱が加速化され、所得が減りつつあったという産業化の副作用を

認識していた。その認識下、維新体制に入ると農村経済発展という解決策を提

示し、さらに、その一環としてセマウル運動を行うことで農村における政治的

な支持率をも保つという政治的な意図を有していたとまとめることができるで

あろう。それでは、セマウル運動は完全独裁体制とも評価される当時、如何な

る形を見せていたのか。1972年3月、セマウル中央協議会が設けられた際に、

内務部長官が委員長を担い、同運動の拡散のため、内務部・文化公報部などの

全ての部署が動員された。ここで注目に値することは、当時、内務部は地方行

政を総括する大きな権限を有していたということである。つまり、朴正煕はセ

マウル運動を1970年代の国家運営において最も重要な要因であったと認識し、

行政面において全力を尽くし、展開させたということを指摘できよう。 

以上のような行政力の動員など、維新体制における新たな制度化を見せてい

た朴正煕政権は、何故崩壊したのか。その理由として挙げられる要因は、制度

化理論の崩壊を指摘することができる。その理論とは、朴正煕特有の「用人術」

とも言われる「ディバイド・アンド・ルール（Divide and Rule）」を示す。

この彼特有のルールは、被支配者同士（官僚、側近）を争わせ、朴正煕本人以

外のパワーの集結を防止する役割を果たしてきた。つまり、以上のような分割

統治は、独裁政権であった朴正煕体制に一定の制度化を与えてきたと考えられ

る。その根拠となる事例としては、①李
イ

厚
フ

洛
ラ ク

という政権の重要人物の粛清、②

                                           
237 1973年、中央政府は同法律を全国に拡大することになり、セマウル運動の本格化を図った。 
238 保守主義性向（与党）の政党は農村及び小都市にて政治基盤を構築し、自由主義及び進歩（野党）政

党は大都会にて大きな支持を得るという現象。 
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金
キ ム

成
ソ ン

坤
ゴ ン

体制（四人体制）の崩壊、③金鍾泌への牽制、などを挙げることができ

る。まず、李厚洛は当時（1970年上半期）権力の核心とも言われる中央情報部

（KCIA）の部長に就任し、事実上、朴正煕を除くと最高の権力を手に入れてい

た。彼に対する朴正煕の信頼は北朝鮮問題に積極的に関与することによって手

に入れられたものであり239、世論も彼の北朝鮮に対する姿勢に大きな反発を見

せず、寧ろ、7・4南北共同声明を成し遂げたことを挙げ、大きな支持を得てい

た。しかし、以上のような国民世論の注目、及び政権における確固な地位にも

関わらず、彼は、朴正煕からの信頼を失い失脚することとなった。その契機と

なった事件は、「尹
ユ ン

必
ピ

鏞
リョン

事件」である。この事件は、尹必鏞が李厚洛との晩餐

会において、「朴正煕大統領はもう高齢になっているため、朴正煕を追い出し、

お兄さん（李厚洛を示す)が大統領になるべき」と発言したことが契機となり、

発生した事件であった。ここで重要なことは、就中、実際に当時の尹必鏞の権

勢が極めて強く、それが、軍部という韓国における中核的な機関に所属してい

たことである。彼が韓国のナンバー２になるまで、彼は、朴正煕の革命に参加

した仲間として朴正煕の信頼を受けて出世の道に乗り出していた人物であった

が、「1・21事態」の責任を問われ、左遷された。後に「維新の心臓」とも言

われる、朴正煕本人に対し終焉の弾を打ち込むこととなる金
キ ム

載
ゼ

圭
ギ ュ

240がこの彼の

職を継承し、金載圭は、同組織を「保安司令部241」と改編することでその地位

を向上させ242、韓国における新たなナンバー２として浮上した。しかし、1970

年、ベトナム派兵などを通じ、朴正煕の信頼を取り戻した尹必鏞が「首都警備

司令官」の職を占め、再び登場することによって、金載圭と尹必鏞は相互牽制

を行う構図となった<表3>。ここで重要なことは、このような「相互牽制」と

いう構図は朴正煕が意図していた「分割統治」であったということである。つ

まり、尹必鏞の再登場は、偶然とは言えず、朴正煕の「分割統治」という一つ

の思考が働いたものであったと考えられるのである。 

 

<表３>金載圭左遷直前の相互牽制型「分割統治」 

                                           
239 彼は、「万が一の状況のため、青酸カリを用意しました。非常状況の際には自殺します。」と発言し、

対北朝鮮外交に踏み切った。（金鍾泌、前掲書 、396頁、「李厚洛委員長、金日成と面談」『京鄕新聞』

1972.11.4、）。 
240 金載圭は、その当時保安司令部を担当し、大きな権限を有していた。 
241 そもそもは、「陸軍防諜部隊」と呼ばれていた。 
242 大統領への面談報告、民間人に対する監察など、情報に関する大きな統制権を有し、中央情報部との

牽制関係となった。 
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しかしながら、朴正煕が目指していた以上のような「構図」は、金載圭の尹

必鏞に対する超法規的な行動243が明らかとなり、世間の関心が集中される結果

に至ることにより崩れ、両者の間における激しい権力軋轢の中、その地位を保

ちつつあった尹必鏞が最終的なレースの勝者となった。実際に、当時、4つ244の

中核的な権力機関が存在していたが、その中、軍部と密接的な関係を有してい

た両組織（首都警備司令部、軍保安司令部）におけるバランスが金載圭の左遷

とともに、崩れることとなったと考えられる。朴正煕の「分割統治」がその役

割を果たさないこととなった一方、尹必鏞は唯一の絶対権力として、確固たる

韓国のナンバー2として浮上し、就中、当時、韓国において最も中核的な組織

であった軍部を統合できる大きな権力の持ち主であったことは注目に値すると

ころであろう245。それ以降、姜昌成が金載圭が担っていた保安司令部を担うこ

ととなるが、尹必鏞は、新たに就任した彼より、大きな権限を有していたため、

朴正煕は尹必鏞の独走を牽制することを余儀なくされた。その機会が、上述し

た「尹必鏞事件」であることは言うまでもない。この事件により、李厚洛、及

び彼の側近であった尹必鏞が粛清されることによって、李厚洛は権力競合から、

追い出されることとなった。これは朴正煕の分割統治がその役割を十分に果た

し、新たな「政敵」となる者に対する牽制を見せる事例であると考えられる。

特に、同事件の捜査過程において、姜昌成保安司令部長が直接調査を行ってい

たことをみると、権力を強力にした人物をそれぞれの政府機関間の軋轢を用い

てコントロールするという「分割統治」という朴正煕特有の手法に当てはまる

と言えよう246。これは、ナンバー２の浮上を防止し、相互牽制をとらせるとい

う体制を構築する「分割統治」の理論を明らかに看取できる事例であると考え

られるのである。 

 

 
<表４>金載圭左遷直後の相互牽制型「分割統治」 

                                           
243 金載圭が尹必鏞の事務室（首都警備司令部）の電話線を盗聴した事件（「軍、昨日と今日、〈39〉

「ハナフェ」（７）保安司令部から首都警備司令部の電話線を盗聴、金載圭が尹必鏞を査察、問題化」

『東亞日報』1993.9.16を参照） 
244 それぞれ、首都警備司令部(尹必鏞)、景武臺警護室(朴鐘圭)、中央情報部(李厚洛)、軍保安司令部(金

載圭)。 
245 実際に、尹必鏞の事務室（首都警備司令部）がある所は、「筆洞の陸軍本部」と呼ばれることとなっ

た。これは、彼の軍内における指揮を示す言葉であった。更に、参謀総長をも尹必鏞の事務室を訪れ、彼

と連携関係を作ろうとしたことは、当時、尹必鏞の権力が如何に強かったのかをみせる一つの根拠である。 
246 〈表4〉の通り、首都警備司令部と保安司令部は金載圭が更迭された以降の時点においても、互いに牽

制を行いつつあり、そのことは、姜昌成が尹必鏞を捜査することとなった原因と指摘することができるで

あろう。競争関係を取っていた姜昌成の捜査により、実際に尹必鏞は１５年という厳しい懲役を宣告され

ることとなった。（金鍾泌、前掲書、411頁）。 
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この朴正煕の「分割統治」が見られた事例をもう一つ挙げておきたい。「四

人体制」を事実上統制していた当時の韓国政治におけるナンバー２であった金

成坤の粛清も、朴正煕の「分割統治」の事例と見ることができる。事件のはじ

まりは、野党議員らが「呉
オ

致
チ

成
ソ ン

内務部長官解任案」を国会に提出した時点であ

った。金成坤財政委員長と呉致成は敵対関係を取りつつあった。それでは、こ

の敵対関係は何故に成り立っていたのか。金鍾泌によると、金成坤は、朴正煕

に対し様々な情報を報告することによって大統領に自らの必要性を理解させて

いたが、警察の統制を自らの管轄としている呉致成が大統領と面談を行った際

に、朴正煕は彼に対し、「この情報を、知っているか」と聞くと、彼が知らな

い情報であった場合が多くあったという。その際に、呉致成は、自らの管轄で

あった警察に関する情報を何故に、金成坤が事前に知っていたのかについて調

査をすると、全国における警察幹部らが金成坤の政治資金を受けていたため、

内務部長官であった呉致成ではなく、金成坤に重要な情報を報告していたとい

う247。この事に対し、呉致成は、自らの管轄を侵害していた金成坤に反発し、1

971年8月、金成坤の側近として情報を提供してきた警察幹部らに手をいれ、大

きな粛清を断行した248。この呉致成の反発行為を契機に、金成坤はこれに相応

する措置として「呉致成内務部長官解任案」を提出した。この案が提出された

際の状況は、金成坤が大きな優位を占めていた。何故なら、共和党という巨大

与党の財政委員長を担当していた彼は、その財力を背景とし、野党人事らに対

しても影響を及ぼしていたからである。このことに対し、朴正煕は、陸軍学校

出身（軍部）に対する解任案に反対し、金成坤に同案を止めることを提示した

が、彼は、大統領の命令をも無視し、野党議員らと同様に、「賛成票」を出す

ことによって呉致成を解任させることとなった249。このような事態は、朴正煕

が中央情報部を動かし、金成坤を粛清させる措置を取り一段落したことで、事

実上金成坤をリーダーとした四人体制に終止符を打つ結果となった。 

それでは、この事例における朴正煕の分割統治は、如何に現れたのか。まず、

朴正煕にとって、金成坤は非常に重要な人物であったことである。彼は、日本

の終戦とともに、韓国が脱植民地化された以降、金星
ク ム ソ ン

紡織を設立し、巨大財閥

となった人物であり、その資金力を背景とし、共和党内においては政治資金を

管理し、野党の議員にまで影響力を及ぼしていたからである。さらに、第二に、

三選改憲直前におけるナンバー２とも呼ばれた金鍾泌を牽制できる装置として、

四人体制と金鍾泌の相互牽制は朴正煕にとって重要な政治手段であった。つま

り、三選改憲が行われる際に、両当事者が互いに牽制を行い、朴正煕は自らの

地位をより安定的に保持していたのである。しかし、三選改憲直後、金鍾泌が

                                           
247 金鍾泌、同上書、331頁。 
248 ここで重要なことは、就中、警察幹部の整理において、新たに任命される幹部は「若く、新しい人物」

を中心として任命されたということである。この措置によって、四人体制を支えてきた古い警察人物は大

きな打撃を受けることとなったであろう。（「警察幹部も大幅に整理」『京鄕新聞』1971.8.13、「警察

官部、大幅移動」『毎日経済』1971.8.17） 
249 賛成107票、反対90票、無効６票。 
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ナンバー２としての地位を失っても、四人体制は韓国政治における絶対権力と

してその影響力を発揮していた。呉致成内務部長官の地位をも脅かすことがで

きるほど成長した政治手段（四人体制）が、朴正煕としては牽制すべきもので

あったということについては、異論はないであろう。その際に、四人体制が呉

致成と猛烈な競合を行い、この両当事者の軋轢は、四人体制の終焉という結果

となった。 

尹必鏞と李厚洛の粛清において現れてきた、「分割統治」の理論は、この

「四人体制」の粛清においても明らかに現れていたといえるであろう。更に、

野党議員をも統制できる金成坤の影響力は、朴正煕のそれまでの制度化とは距

離のあるものであった。正に、巨大な力を有する政治的な勢力の存在を許さな

い彼の体制上、以上のような大統領命令への抵抗という事例は、合法的・正当

な方法を用い、その勢力に手を出す契機を朴正煕に与えたと言えよう。このよ

うに、朴正煕の「分割統治」は、彼の体制における安定を保つ一方、政敵と特

定される者を合法的及び正当な方法で粛清できる口実を彼に与えたと考えられ、

加えて、制度化を維持しつつ、彼は敵を除去していたとも言えるのではないで

あろうか。このことを証明できる事例として、抵抗事件を引き起こした金成坤

は、その後、アイロニーにも自らの政敵であった金鍾泌の推薦により、商工会

議所の所長として復帰することとなった。この職は、政治権力の行使はできな

いものの、彼の資金運用能力を発揮できるところであったのである。 

このように、以上の２つの事例は、①朴正煕はナンバー２を目指し、勢力を

肥大化していた両当事者を相互に牽制させる状況を用い、自らの権威主義体制

における安定性を保持していたということ、②自らの体制が成し遂げていた制

度化を守りつつ、政敵を粛清することによって、自らの地位を確固としていた

ことを如実にみせている。しかし、維新体制の末期において、朴正煕が積み重

ねていた「制度化」は崩れ、それは体制崩壊にまで繋がることとなった。そこ

で、この維新の終焉に主たる影響を齎した「朴正煕の選択」の背景とその結果

について、論じておきたい。 

韓国が本格的に維新体制下に置かれていた1974年、ソウル奬忠洞にある国立

劇場では、一発の銃声が響いた。在日青年の文世光はその当時、朴正煕を暗殺

する企てを遂行しようとしたが、彼が朴正煕を狙い打ち出した銃弾は目的とは

関係のない令夫人である陸英修に向かい、大韓民国の大統領夫人が公的な場所

で暗殺される結果となった。いわゆる、文
ム ン

世
セ

光
クァン

事件の発生であった。この事件

は、韓国国民及び日韓関係に大きな影響を与えたが、何よりも衝撃を受けた関

係者は、陸英修と密接な関係を有していた朴正煕大統領であったことは、言う

までもない。更に、ここで重要なことは、この事件は単なる暗殺事件に留まら

ず、朴正煕の人事原則にある影響を与えたということである。金鍾泌は、この

ことに対し、朴正煕が想定していた人ではなく250、警護室長として車
チ ャ

智
ジ

澈
チョル

を任

                                           
250 陸英修令夫人暗殺事件により、朴鐘圭警護室長がその責任を負い辞任。 
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命したことに対し251、死去した陸英修の「遺作」と表現した。ここで重要なこ

とは、上述したように、警護室長は、当時の韓国における4代権力集団、首都

警備司令部、景武臺警護室、中央情報部、軍保安司令部の一つであり、死去し

た陸英修の遺作でもあった車智澈の人事異動は、従来上記の4代組織に対する

分割統治によって保持されていた「勢力均衡」に一定の影響を与えることとな

った、ということである。 

車智澈は、従来から存在しつつあった、韓国社会における上下関係などを無

視する人物であった。これには車智澈が取りつつあった、権力競合の仕組みが

一定の影響力を与えることとなる。当時の秘書室長であった金桂元は車智澈の

行為が明白に越権行為であったと批判している。例えば、金桂元によると、大

統領が大統領事務室に出勤する前に、大統領事務室の側で大統領を待ち、誰よ

りも先に大統領と単独報告を行うことが頻繁にあり、そのため今朝報告のため

に訪れた各部署の長官及び、秘書室長をも車智澈の面談が終わるのを待たざる

を得なかったという252。この車智澈の越権行動は単なる秩序の破壊に留まらず、

金桂元秘書室長が本格的に権力争いに参加する契機を提供した。それに加え、

車智澈が目指していた大統領警護室の地位は、制度化とは程遠いものであった。

車智澈は警護室長の地位を「長官」に相応しい地位に高めるとともに、非常事

態に際しては、首都警備司令部をも指揮できるような大きな権限を持つ機関に

したのである。 

 

 
〈表５〉 車智澈就任後の権力構図 

＊陳鍾埰（部長）が権力欲が強くないとされる人物のためここでは、競合構

図には含めない。 

 

〈表５〉が表すように、車智澈は首都警備司令部及び大統領警備司令部を掌

握することにより、事実上韓国政治のナンバー2となる地位を固めることとな

った。以上のような体制は、従来朴正煕が用いた「分割統治」とは言えない状

況であり、つまり、ナンバー2の登場とともに、従来における秩序は大きく損

なわれることになったと考えられる。ここで重要なことは、平等な関係ではな

い、垂直関係上の競合は、相互競合とはいえず、その結果、中央情報部部長で

                                           
251 「朴正煕大統領警護室長に車智澈氏を任命」（『京鄕新聞』1974.8.22） 
252 車智澈が大統領事務室で過ごす時間は、3時間であり（朝8時から11時）、これは、秘書室長が先に大

統領に報告をし、その後、警護室長が大統領に報告をするという従来の秩序の崩壊を意味している。（金

鍾泌、前掲書、518頁）。 
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あった金載圭は、車智澈に大きな不満を有していたということである。そもそ

も、金載圭は、車智澈に対し出身の優位性を持っていた。金載圭が陸軍中将出

身であったことに対し、車智澈は、陸軍大尉の出身にすぎず、上下関係の激し

い韓国社会、就中、それがより顕著となる軍内部からの出身は、このことで更

にこだわることとなったのであろう。車智澈がその2人（金桂元、金載圭）よ

り年齢的にも下であったにも関わらず、越権行為をおこなったことは、その2

人に連帯関係を取らせ、中立的な立場を守り、それぞれの関係者が激しい権力

競合を行う際に仲裁する役割を果たさなければならない秘書室長の職位をも有

名無実とさせたのである。最後に、朴正煕は、この車智澈の行動を如何に認識

していたのか。 

金鍾泌は当時車智澈警護室長の行動とそれに対する朴正煕の反応を次のよう

に述べた。「車智澈は、『大統領警護委員会』という機構を発足させたが、車

智澈本人が委員長となるものであった。しかし、委員としては、国務総理、及

び国防長官・法務長官・内務長官が置かれることとなり・・・大統領はこれに

対し、『関係者らの合意の結果であろう。本人（車智澈）がそうすると決めた

ものであるなら、それで良い。』と発言したのである」と253。このことは、従

来国務総理の権利を大統領警護室長に奪われたことを意味するであろう。以上

のようなことは、当時の朴正煕の維新体制末期、如何に制度化が後退していた

かを示している重要な根拠であると考えられるのではないであろうか。このよ

うに、分割統治の不在は、韓国政治におけるナンバー2を許容し、それまでに

成し遂げてきた制度化を消失させる結果となった。これまでをまとめると、①

陸英修令夫人が暗殺されたものの、彼女が推薦した車智澈は朴正煕の分割統治

の影響下に置かれず、韓国権力構図を一変させた人物であったということであ

り、②車智澈は、その環境を十分用いることによって、大統領警備室の権力を

韓国政治におけるナンバー2として浮上させるとともに、秘書室長（金桂元）

及び、中央情報部長（金載圭）を軽視、越権行動を取ることによって、自らの

立場を確固なものとしたのである。このことは、朴正煕が成し遂げてきた制度

化を後退させ、最後には、その体制を崩す結果となったと考えられる。 

これを支える主たる根拠としては、同様の現象が見られた李承晩体制にあっ

た事例を挙げたい。1950年代の李承晩政権末期、韓国は１つの大きな問題を有

していた。それは、李承晩本人が80歳を超える高齢であったことであった254。

その状況下、彼の「代理人」として、李起鵬が、政治に積極的に関与し、超法

規的な人物としての役割を果たしていた。この事例は、朴正煕政権末期におけ

る車智澈の登場と似ており、両政権ともナンバー2を目指す超法規的な人物255の

登場により従来まで成し遂げてきた制度化がその役割を十分に果たさなくなり、

                                           
253 金鍾泌、前掲書、512-513頁。 
254 木村幹(2002)、前掲書、100頁。 
255 1958年国会議員選挙後の自由党委員総会において李起鵬は、国会副議長と国会内各種委員会委員長職

への自由党候補者の指名を行う権限を持ち、このような李起鵬の権限は、自由党中央委員会議長であり、

民議員議長としての制度的な権限を遥かに超えたものであった。（木村幹(2002)、同上書、95頁）。 
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終焉を迎えることとなったと考えられるのである。 

以上のように、クーデターの直前、韓国が有していた代表的な問題は、①米

国への依存を余儀なくされていた韓国の脆弱な状況、②北朝鮮が有していた対

韓国経済における優位性があり、さらに北朝鮮は、経済優位を積極的に外交政

策に反映し、対韓国プロパガンダ政策を取りつつあったということである。こ

こで重要なのは、民主党政権（張勉）は、この政策に対し反発せず、寧ろ北朝

鮮のプロパガンダ政策を庇護する考えを有していたことである。そのため、当

時の韓国社会は政府レベルは勿論、国民レベルにおいても統合ができず、混乱

していたのであった。このような状況下、政権を掌握した朴正煕は、国家再建

最高会議（SCNR）を組織し、これに大きな権限を与えることによって、韓国が

直面していた混乱状況を乗り越えようとした。このような行動については、幾

つかの批判が挙げられるが、本論ではそのことが如何なる過程を経て正統性を

持つこととなり、最終的には朴正煕の意図通りの政策が成し遂げられたのかを

分析した。その行動の正統性は認め難いものであったが、①韓国政治における

発言力を有していた米国が朴正煕政権を認めていたこと、②世論が大きな反発

を見せず、朴正煕を支持していたこと、③当時の権威のある知識人たちが、朴

正煕を支持していたということを取り上げ、一定程度の正統性を有していたと

考えられる。その後、憲法改正（第５次憲法改正）の過程を論じ、その過程が、

知識人たち（21名）による産物であり、朴正煕個人の意思の反映よりは、国家

運営における効率性、及び合理性を優先させたということを明らかにした。 

さらに、知識人たちは、最終的に大統領中心制を選ぶこととなったが、その

理由として、本論では、①韓国国民の国民意識の不在、②政府内における反共

産主義理念の台頭をその要因として挙げた。それ以降、権力基盤を構築した朴

正煕は、自らが熱望していた大統領中心制という制度を創設することに留まら

ず、三選のための改憲を行った。本論ではそのことに如何なる理由が働き、朴

正煕をして三選のための改憲をせしめることとしたのかという要因を取り扱い、

三選改憲の究極的な原因を明らかにした。これには、1965年の日韓国交正常化

が密接に関わっており、就中、日韓国交正常化という対外政策を打ち出した際

において、1960年代に成り立った準競合体制という「制度化」が、朴正煕の決

定へ影響を齎したと考えられる。その結果、指導者が政策決定を行う際、寧ろ、

制度化された体制が指導者の足を引っ張ることとなったという点は注目に値す

るであろう。ここで、重要なことは、日韓国交正常化の反対勢力は、学生団体、

及び野党とで構成されており、この諸勢力が主たるアクターとして登場したと

いうことである。これは1961年、韓国はクーデター直後の「完全独裁」という

事情とは異なり、既に、国会の影響力拡大、さらには各々の野党議員の発言力

肥大化という民主主義的な要素が制度化された時代であったことを証明するも

のと考えられる。以上のような政治的な躓きを乗り越えるため、朴正煕は三選

を目的とする改憲に踏み切り、韓国における自らの統制力を確固なものとする

こととした。 

しかし、以上のような事情と異なり、維新体制への体制転換については、従
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来有していた「民主主義的な色」を無くし、大衆レベルの政治参加を許容しな

い本格的な完全独裁体制が出発することとなったと考えることができる。ここ

で、何故に韓国が以上のように体制を変革しなければならなかったのかという

疑問に対しては、当時、韓国を取り巻く対外的な事情が韓国にとってそれ程好

ましくなかったことを指摘し、就中、韓国と最も関係性の深い、米国との噛み

合わない当時の事情を紹介した256。大統領権限の強化にも関わらず維新体制下

の制度化は、同体制のインナーサークルメンバー（Inner Circle Member）に

より終止符を打たれるという乖離的な現実に向かうこととなった。その理由と

して、本論で最も重要なものとして挙げた要因は、朴正煕がクーデター直後か

ら維新体制まで維持していた「制度化」が崩壊したことであり、その制度化と

いうものは、より具体的に定義すると、分割統治（Divide and Rule）の運用

ということである。本稿では分割統治が使われた事例を分析し、当時の権力の

核心的位置におけるグループにおける政治的な軋轢と朴正煕が如何にそれに干

渉し、彼の権力が如何に働いたかについて考察した。結果的に、従来から成り

立っていた準競合体制は、車智澈という超法規的な人物が登場することによっ

て崩壊することとなった。結論的に、同体制の崩壊は従来まで存続していた制

度化が崩れることによる結果であったと考えられ、本論では、その事例として、

李承晩体制における超法規的な人物であった李起鵬の事例を根拠として取り上

げた。以上のように、朴正煕体制は、従来まで積み重ねていた制度化が崩れ、

終焉へ向かい、さらに、その理由としては、①超法規的な人物の登場（車智

澈）、②陸英修大統領夫人の死去による朴正煕本人の変化、という2点を指摘

することができる。つまり、各々の官僚の役割が十分な影響を有さず257、権力

が一人に集中することは、一方では、体制の制度化を損ない、その結果、体制

の終焉を引き起こすものであるという新たな視点を加えることができると考え

られる。 

 

第三章 制度化の連続と全斗煥体制 

 

第一節 全斗煥の登場 

 

前章で述べた通り、朴正煕の側近であった中央情報局長金載圭が朴正煕を暗

殺したことで引き起こされた「10・26事件」は正に維新体制に終止符を打つ事

件であった。維新体制の崩壊とそれに引き続く状況の中で、崔
チ ェ

圭
ギ ュ

夏
ハ

が維新憲法

が定める原則（維新憲法第48条）により大統領権限を一時的に有し、大統領権

限代行者となった。しかし、ここで重要なことは、崔圭夏大統領代行の政策の

大転換が、朴正煕型安定化とは性格を異にするものであったということである。

                                           
256 1・21事件、プエブロ号事件、EC-121機撃墜事件を事例として取り上げ、米国の反応が如何に韓国と異

なっていたのかについて分析した。 
257 本論でも述べたが、当時の秘書室長であった金桂元が各々の勢力における仲裁の役割を行わず、それ

は、朴正煕大統領の暗殺事件の発生に一定の影響を果たしたと考えられる。 
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まず、彼は、全国規模の非常戒厳令を宣布し、権限代行となった同政府を「危

機管理政府」と宣言し、次のような3点の政策を打ち出した。①従来存在して

いた「緊急措置九号258」が、維新体制を維持するためのものであり、これに加

え、韓国における民主化のさらなる発展を阻害するものと規定し、故に同措置

を廃棄すること259、②朴正煕体制を支えていた「維新体制」そのものが、民主

化という「新たな時代」にそぐわなないものであり、従って、早急に新たな民

主的な憲法を制定すること、最後に、③朴正煕を暗殺し、国家の安定性に悪影

響を及ぼした金載圭に対し徹底的な調査を加えるという3つのことが代表的な

対応であった。このような一連の措置、即ち、独裁的及び超法規的な性格を有

していた、①「緊急措置九号」の見直し、②民主的な憲法の改正という2つの

点は、崔政権下においては実現されなかったものの、当時の韓国に大きな影響

を与えた。例えば、憲法改正の性格に対し、崔圭夏大統領（就任後の時点）は

「憲法改正四原則260」を提示したが、これは、これまでの韓国の「公安政局」

とも言われる維新体制の政治秩序と比較すると極めて異なる性格を有するもの

であった。 

 さらに、朴正煕大統領を殺害した金載圭に対する厳しい捜査は、民主化を目

指しながらも、緊急措置の解除、及び旧政治家261の政治活動が再開することに

より引き起こされる混乱状況を事前に防止するための一つの手段と見られる。

実際に、大統領暗殺事件により発生する韓国社会における大きな政治的な空白

状況は、社会を混乱させ、故に、その原因となった容疑者（金載圭）に対し極

めて苛酷な措置を加えたと考えられる。ここで注目に値することは、その過程

において、捜査を担当する機構として「合同捜査本部」という別の機構を置く

こととなったという点である。この組織の特徴は、警察や憲兵、検察、軍検察

といった組織一般、保安司令部など、国家の核心的な権力機関に対し、調査・

監察することができる、所謂、超法規的な性格を有したということであり262、

それを率いる者として全斗煥少将が就任することとなった。 

重要なことは、全斗煥が合同捜査本部を率いる者となることに対しては、朴

正煕が作り上げた「準競合体制」のシステムが直接的な影響を果たしていたと

いうことである。そもそも車智澈が台頭する以前の時点において、李厚洛
イ  フ ラ ク

（中

央情報部）・尹必鏞（首都警備司令部）対、姜
カ ン

昌
チャン

成
ソ ン

263（保安司令部）・朴
パ ク

鍾
ジョン

圭
ギ ュ

                                           
258 ①流言飛語を流布したり、事実を歪曲する行為，②集会・示威，或いは新聞、放送、通信等、マスコ

ミ、図書等表現物によって大韓民国憲法を否定，反対，歪曲或いは誹謗し、その改正且つ廃止を主張・請

願・煽動する行為及び、③この措置を公然と誹謗する行為などを禁止することが主な内容となっている措

置である。（「緊急措置9号全文」『朝鮮日報』1975.5.14） 
259 「崔圭夏大統領緊急措置九号翌日には解除へ」（『毎日経済』1979.12.7） 
260 その主たる内容は、①分断国家という事実に踏まえ、国家安保を確立し、②政治権力の濫用及び腐敗

を事前に防止できるような制度を設け、更に、③国論分裂による社会混乱を防止し、最後に④韓国におけ

る自由経済体制を保持、維持できる環境を作るというものである。（「大統領の憲法の方向性、「基本権」

に対する論難が予想」『東亞日報』1979.12.22） 
261 特に、金大中、金泳三、金鍾泌を示す。 
262 「戒厳司令部に合同捜査本部」（『京鄕新聞』1979.10.27） 
263 全斗煥が中心となっていた「ハナ会」に対する厳格なる捜査を加えた人物。 
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（大統領警護室）という準競合体制型権力構造が形成されていたが、全斗煥の

合同捜査本部への就任は、朴正煕体制がかつて成し遂げていた制度化という影

響がなかったとは言えないであろう。このことは、全斗煥が台頭するまでの展

開を見ると、その過程が単純とは言えぬ紆余曲折があり、正に軍部派閥争いの

修羅場であったことが見て取れる。保安司令部の姜昌成が尹必鏞を調査する過

程において彼が属していた「ハナ会264」への粛清を図ると、反対勢力であった

首都警備司令部の陳
ジ ン

鍾
ジョン

埰
チ ェ265の反撃行為により、断念せざるを得なくなった。一

方、権力の中心に立っていた車智澈は、金載圭の銃弾に横死を遂げ、他方、こ

のことにより偶然にも権力の空白状況（朴正煕、車智澈死亡）が発生した。こ

れは、予てから軍部内における私設組織を背負っていた全斗煥にしては、また

とない機会であった。以上の準競合的な過程で生き残った全斗煥は、合同捜査

本部長に就任し、ライバル関係とも言える中央情報部の金載圭を大統領殺害罪

で捜査したのである。こうなると中央情報部は朴正煕暗殺事件により中央情報

部長が逮捕され、その威力を失うこととなったと言えよう。この権力構造の再

編により、金載圭本人は（中央情報部長）は絞首台行きが余儀なくされた266。

ところが、金在圭へ大鉈を振るうことは決して平坦な道とはいえないものであ

った。 

中央情報部長である金載圭を逮捕することとなった当時、全斗煥の勢力を牽

制していたもう一人の人物に焦点を当てる必要がある。1979年12月、鄭
チョン

昇
ス ン

和
フ ァ267

は暗殺事件発生直後、国家戒厳司令官、参謀総長の役を兼ねて担うこととなり、

朴正煕死後の韓国において、最も大きな権力を有することとなった。しかし、

結論から言うと、全斗煥は大きな権力の持ち主であった彼を強制的な手段を通

じ連行、逮捕する作戦を図り、成功したのである。このことに関しては、①鄭

昇和は全斗煥より先輩という職務（参謀総長、戒厳司令官）を担っており、②

陸軍士官学校5期という位置を占めていたという点が注目に値するが、それは、

12・12事件が韓国的な価値観が如何に欠如していた事件であったかという最も

根本的な疑問に直面するからである。ここで、韓国的な価値観とは、上下関係

において非常に厳しく、それがより強調される階級社会を有する軍内部の体質

を意味している。こういった上下関係を無視し、破断に至った事例を挙げると

朴正煕体制において大きな権力を有していた車智澈の事例を再度分析すること

ができる。彼は、自らの出身背景にも依存せず、朴正煕個人との信頼関係によ

り、大きな権力を行使することとなったが、これに対する、体制内部の者（金

                                           
264 韓国陸軍内の秘密組織。この組織は全斗煥と盧泰愚が中心となっており、陸軍士官学校11期生が主た

る構成員であった。 
265 第8歩兵師団長、陸軍情報司令官などを担い、1973年「尹必鏞事件」により尹必鏞が粛清された以降、

首都警備司令官へ就任した。この際に、「ハナ会」の粛清を図りつつあった姜昌成陸軍保安司令官を牽制

するため、陸軍保安司令部が軍用ガソリンを市場に売り出していることを朴正煕大統領に報告した。この

ことにより、姜昌成は左遷させられることとなった。 
266 興味深いことは、競合関係線上にある全斗煥を捜査本部長と任命し、より厳しい捜査を行うことを命

じたのも崔圭夏の意志であったか否かという点である。 
267 当時、参謀総長及び戒厳司令官の職を担当していた。更に、金載圭と密接な関係を取り、捜査に影響

を与えていた人物であった。 
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載圭）における不満は非常に大きなものであったことが一つの事例として考え

られる268。ここまでいうと、金載圭を擁護し、全斗煥より高い位置を占めてい

た鄭昇和の介入により、金載圭に対する捜査を進めることは順調に推進できず、

終局には12・12軍部内クーデターは成功の見込みのないものであったと考えら

れる。従って、ここでは、その成功の要因を幾つか上げ、如何なる要因が作用

し全斗煥が軍内において当時の主流勢力（Main Faction）となり、朴正煕体制

からなる一定の制度化から如何にして連続性を維持すると同時に全斗煥自らの

勢力拡大をも可能なものにしていったのかについて論じる。 

 まず、全斗煥は既に鄭昇和が自らより大きな権力を有しながらも（戒厳司令

官）、朴正煕暗殺事件に密接に関係している者（金載圭を擁護）であること、

さらに、当時自らの能力にしては、彼に対する逮捕、及び捜査ができない状況

であったことについて十分に知っていた269。このような状況下、全斗煥は如何

なる「選択」をしていたのか。それは、軍内部における「世論」を利用するこ

とであった。軍も集団である限り、朴正煕の遺産である「準競合体制」による

影響が色濃く残っていた。その中で、代表的な軍内部団体である「ハナ会」は

朴正煕時代から軍内部において成長しつつあった私設団体であった。そもそも、

分割統治（Divide and Rule）を主たる権力維持の手段として使用してきた朴

正煕に対して、韓国において最も権力の集中化がなりやすい軍部、就中、軍内

の私設組織は牽制を受ける対象となる可能性の高いものであった。ところが、

朴正煕は、まだ成長段階であった「ハナ会」を牽制せず、寧ろ、放置していた。

それは、当時前述した「尹必鏞事件」が発生し、これにより朴正煕が自らの権

力をより確固たるものとしなければならない必要を感じていたからであると考

えられる。これは、権力が集中化しつつあった「ハナ会」においては大きな障

害とも成りがちであったため270、同時期、ハナ会を率いていた全斗煥は大きな

圧迫感を感じたという271。しかし、「ハナ会」は朴正煕により粛清されず、寧

ろ、朴正煕の暗黙的な承認を受け、安定化のための権力機構となったのである。

これは、当時「尹必鏞事件」により、危機感を感じた朴正煕が軍部内における

権力組織を成長せしめ、自らのためのもう一つの「団体」を容認したといえる

であろう。結果的にこれは、朴正煕が図りつつあった体制の安定化に導くもの

                                           
268 実際に、彼は、陸軍士官学校に入学できず、競合関係であった金載圭よりは8歳も若い人物であった。

ところが、韓国の厳しい上下関係の価値観を乗り越え、政権のナンバーツーとして台頭し、上述した韓国

的な価値観への侵害は、それ以降、金載圭が復讐の銃弾を打つ行為の引き金となった歴史的な流れに一定

の影響を与えたと言えよう。 
269 ここで重要なことは、鄭昇和が戒厳司令官と任命されたというニュースに対し、金載圭が捜査を受け

ている過程において、「①自信満々な表情をし、拍手をしていた」ということ、さらに、全斗煥は「②現

在私の権力だけにしては、鄭昇和を捜査することはできず、そのため、秘密裏に捜査を進めていく必要が

あると、李鶴捧捜査局長に対し命令を下した」ということである。（全斗煥(2017)『全斗煥回顧録１―混

沌の時代』チャジャクナムソプ出版、69、73頁）。 
270 尹必鏞が当時、「ハナ会」のメンバーであったため、粛清の大鉈が「ハナ会」にも振るわれる可能性

は十分想定できよう。 
271 全斗煥は、「事実を知っている私が除去されると朴大統領暗殺事件はこれ以上捜査が進まず・・・故

に身分の危険を感じ、家に帰らず保安司令部で生活をした。家族は保安司令部の付近に住んでいる弟の家

に臨時的に引っ越しこととなった」という。（全斗煥、前掲書、144-145頁）。 
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であると言えよう。以上のように、全斗煥を中心として「ハナ会」は、権力が

集中され易く、大統領から牽制され易い限界を乗り越え、朴正煕が認めた舞台

裏の権力組織として成長することができた。つまり、体制安定化を図っていた

朴正煕の遺産として理解することができよう。 

それでは、全斗煥は韓国社会及び韓国的な価値観において最も重要とされる

「世論（軍内部）」を如何に把握することができたのか。彼は、次のように当

時の状況を述べていた。「黃
ファン

永
ヨ ン

時
シ 272将軍は電話を通じ、何故に、鄭昇和に対す

る捜査を進めないのか。彼は、朴正煕大統領を暗殺した金載圭と密接な協力関

係を取っており、彼が暗殺当時警護室次長に連絡し、警護室の警護員らを出動

できないように止めていたことが明らかになっている現時点において彼に対す

る捜査を行わないということは、通常的なものと考えられない。故に、鄭昇和

に対し、捜査をしていないあなたに対し、軍内部では不満の声が高まっている、

と私を圧迫した」と273。一方、このような意見に接した全斗煥は、軍内部にお

ける鄭昇和への世論がそれほど良くないということに気づき、この時から、彼

に対する逮捕を決心したと考えられる。実際に彼は、「軍内部における世論は

既に自らが有利な方向であったと直感した」と274述べている。ここで鍵となる

一点は、就中、如何に上下関係の厳しい韓国の価値観を乗り越え、全斗煥が軍

内における支持を得ることができたのかということであろう。 

韓国のエリート軍事教育機関である陸軍士官学校。これは韓国の軍における

大きな影響を果たす機関であり、所謂軍内エリート層はこの陸軍士官学校の卒

業者により占められる傾向を見せていた。例えば、朴正煕の5・16クーデタが

勃発した直後、陸軍士官学校の学生により支持を受けていた事実は、当時の体

制を正統化する過程において一定の影響を果たした要素であった。ここで、同

様の陸軍士官学校出身の中でも全斗煥は11期の代表ともいえる存在であった。

このことは非常に重要な事実である。なぜなら、11期の陸軍士官学校生徒は、

「正規の陸士教育を受けた」者となり、その結果、11期275の将校らが当時の韓

国軍部内部に大きく広がり「主流」となっていたからである276。このような有

利な条件下、全斗煥は、自らより「上位者」となる鄭昇和を調査し、粛清する

ことができた。これが「12・12事件」の真実である。 

今日、軍内部クーデターという不名誉と考えられる事件は、当時、如何にし

て正統性を有していたのか。当初12・12事件は、海外において「軍事クーデタ

ー」と知られ、正に全斗煥とその側近が自らの権力を拡大し、さらには現在の

政権を奪うために計画したクーデターとして受け取られたのである。しかし、

米国は介入せず、以上のようなクーデター行為を放置していたという歴史的な

流れを見逃してはならない。当時の米国大使グレイスティーンは、全斗煥が引

                                           
272 陸軍士官学校10期、陸軍大将（第3夜戦軍司令官） 
273 全斗煥、前掲書、139頁。 
274 全斗煥、同上書、139-140頁。 
275 11期から正規教育過程(4年)を受けることとなった。 
276 上は11期出身の少将、下をも11期出身の少尉が多数占めており、「中核」を成していた。 
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き起こした12・12事件に敏感に反応し、批判を示したということは事実である

が、その批判の対象が12・12の行動へ向かったものではなく、当時の合法政府

（崔圭夏）に対し軍が介入することを懸念していたということが重要である。

アメリカ大使は、①12・12事件による混乱状況は、北朝鮮を刺激する恐れがあ

ること277、②軍が政治に介入せず、現在の憲法において認められる合法政府を

維持すること278という2つに焦点を当てていたが、全斗煥は鄭昇和の逮捕に究極

的な目標を有していたため、結果的に米国を刺激していなかったということと

なるであろう。 

ここで重要なことは、鄭昇和を逮捕することとなった同12日、全斗煥は大統

領崔圭夏と面談し、国防長官が来ることを待っていたということである。既に

大統領に対し、鄭昇和を今夜逮捕すると報告した全斗煥は、「大統領はこの件

に対し、否定的な意見は全く言わず、国防長官を待つことを要求した」という
279。こうなると、全斗煥が大統領の権限を奪い、自らが政権を掌握するとは考

えられないであろう。実際に、大統領はこの件について拒否及び反対する発言

をしていなかった。このことにより、韓国に最も影響力を有していた米国との

摩擦がなく、12・12事件が成功裡に終わることとなった。 

 12・12事件が成功裡に終わり翌年5月光州事件を乗り越えた全斗煥は、「統

一主体国民会議280」における間接選挙を通じて第５共和国の大統領に就任する

こととなった。しかし、全斗煥も朴正煕と同様に、正統性という問題を問われ、

それを克服せねばならない状況であった。憲法により定められた国家機関（統

一主体国民会議）により大統領として選出されたとはいえ、それは、1972年、

独裁的な時代であった朴正煕の維新憲法下に設けられた機構であり、そのため、

彼の就任過程に国民の直接的な意思が積極的に反映されたとはどうしても考え

難いからである281。この低い正統性の問題に直面した彼が注目したのは、「現

状問題」であった。韓国は朴正煕政権を通じ、飛躍的な経済発展を果たしたが、

朴正煕政権の末期になると急速成長の副作用とも考えられる問題が大きく山積

していた。ここで、顕著であった問題としては庶民物価の上昇を指摘すること

ができ、この状況を見ると、1979年の卸売物価は前年対比28％の上昇率を記録

し282、1980年には、42.2％に達していた283。この卸売物価の上昇により消費者

物価も同時に上がったことは言うまでもないが、この現象は一般庶民の家庭に

対しては正に殺人的な物価上昇であったといっても過言ではない。一方、こう

いった状況下、①現金を現物に換える現象、②不動産投機という風潮が国全般

                                           
277 Gleysteen(1999), op.cit., pp.80-82. 
278 Ibid., p.84. 
279 全斗煥、前掲書、188-192頁。 
280 「大韓民国憲法第8号、維新憲法第3章」の規定に基づき構成された間接民主主義機関である。大統領

選挙における法的根拠は、「第39条、統一主体会議にて過半数の賛成を得た者を大統領当選者と命名する」

という条項を参考とする。 
281 「全斗煥大統領就任」（『京鄕新聞』1980.8.30） 
282 「卸売物価今年の上昇率は23.9％」（『毎日経済』1979.12.26） 
283 「今年、卸売物価が44.2％上昇」（『朝鮮日報』1980.12.31） 
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において蔓延することとなった。インフレ現象の連続と悪循環により韓国経済

は解決できぬディレンマに陥ったかのように見えた。以上のような状況下、こ

の経済の悪循環という難題について全斗煥政府は、今までの成長主義を基盤と

した経済政策を放棄し、大きな構造変革を余儀なくされていた。全斗煥政府は

まず、経済の発展より「経済安定」というスローガンを掲げ、物価上昇率を抑

制するために、あらゆる政策を作り出すこととなった。その解決の一環として、

①通貨の増発を抑制し、②政策資金の縮小、③独、寡占品への値上げ規制、④

賃金の抑制など経済に対する政府主導の政策が強く加わることとなった。以上

のような措置により、翌年1981年の卸売物価は11.3％に、消費者物価は13.7％

に下がることとなり、更に、1982年には卸売物価が2.4％に留まり、消費者物

価の上昇率は4.8％へ調整するという成果が見られた。 

ここで重要なのは、以上のような政策を実行させる際において、政府内にお

いては如何なる政策決定が行われたのかということである。まず、全斗煥大統

領は就任後、朴正煕政権下で行われた官僚中心の政治を一変させ、政策決定の

際には、従来の官僚より学者の意見を積極的に受け入れていた。全斗煥は、

「官僚は、政府のために働くという立場でありながらも、各々の部署の保護対

象、例えば、商工部は勤労者を、農水産部の場合は農民の利益を守らねばなら

ない立場にあり、この特殊性により、従来、中心となっていた官僚を通じた政

策決定の仕組みは過去との一貫性のない今日の場合、順調に進まない可能性が

高い」と論じ、学者を中心とした政策決定を行った284。このような決定は、彼

の経済政策の主たる内容が、通貨の増発の抑制、及び米や農水産物の値上げを

禁止するというものであったことに大きな関わりを持つ。確かに、現下におい

てインフレに直面している国民の多くは、政府からの支援金を必要としており、

それ故、政府は通貨を増発し、福祉という名目上、社会の不満を抑える必要が

あったと考えられる状況であった。そしてこのような措置は、指導者が当該社

会から人気を得るのに最適な措置であったことは言うまでもない。しかし、全

斗煥はこのようなポピュリズム政策を実行しなかった。それでは、彼のこの

「福祉」への観点はどこに由来していたのであろうか。 

以上のような福祉政策についての観点を見るのにあたって、彼に影響を与え

た学者出身の官僚は、誰であったかという質問は一定の合理性を有する。全斗

煥自身も、12・12クーデターが発生する前に、経済分野に関して多くの関心を

有し、専門家を事務所に招き、個人講義を受けたことは有名な話である。当時、

彼が担当していた職位は、保安司令官であった。当職位は、北朝鮮の動向及び

安全保障問題についての敏感な情報を記録した書類を取り扱うことであっが、

国外、及び国内の経済における知識は一般社会問題とは異なり、軍人であった

彼としては、理解できないところが多かったと考えられる。実際に彼は、「政

治や社会問題などは、専門知識がなくても問題はないが、経済に関する語彙及

び内容が如何にしても理解ができない」と論じ、その解決策の一環として、当

                                           
284 全斗煥、前掲書、39頁。 
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時経済計画院所属の金在益から個人講義を受けることとした。ここで重要なこ

とは、金在益は、1970年代の発展志向型の朴正煕政権の経済方針とは、異なる

考えを持ち、「安定論」を掲げていた学者であったということである。そのた

め、朴正煕政権において彼の能力は認められず、全斗煥に個人講義をする際、

全斗煥の経済面に対する思想に大きな影響を与えたと考えられる。結果、「家

庭教師」としての金在益は、経済分野において専門知識を有さぬ全斗煥に経済

原理、及び韓国経済の課題などを認識させ、全斗煥が1980年代、安定論に基づ

いた経済政策を図る際に大きな影響を果たしたのである。更に、全斗煥はより

多くの経済及び政治専門家らを招請し、経済・政治における会議を主導してい

た。その中では、徐相喆（高麗大学教授）、安忠榮（中央大学教授）、林東昇

（サムスン経済研究所長）、鄭鍾旭（ソウル大学教授）、黄仁政（ソウル大学

教授）、李永鎬（梨花女子大学教授）らがおり、つまり、当該政権においての

政策決定には知識人の影響が非常に大きかったと考えられる。 

それでは、全斗煥体制は朴正煕体制が残した、知識人、専門家中心の従来の

政策決定過程を引き続き継承したのか。注目に値するところとしては、全斗煥

が「経済不況の打開」のため知識人との根強い関係を有し、政策決定過程に知

識人団体（Technocrat）の意見を積極的に反映していたという点である。実際

に、全斗煥の政策決定過程において、多くの経済計画は朴正煕政権と同様の特

性を有し、その例として、米国で博士学位を取得した金在益（大統領秘書室経

済首席秘書官）が政権の経済政策において最も重要な影響を果たしたというこ

とを挙げることができる。加えて、全斗煥が作り上げた政権は米国のカリフォ

ルニア大学で博士の学位を取得した金基桓が韓国開発研究院を率い、同様に米

国のシラキュース大学で修士学位を取得した姜慶植経済企画院次官補が韓国経

済の政策に重大な影響力を齎していた「Technocrat政権」であった285。つまり、

全斗煥は、朴正煕政権と同様に軍出身の指導者であったため、経済分野におい

ては、専門的な知識を有さず、更に、当時韓国は上記に述べたように韓国庶民

層が崩壊し、現金を現物に換えるなどの行為が蔓延していた。更に、以上の行

為が悪循環することにより韓国社会は死亡直前まで追い詰められていた状況で

あった。以上のような危機を乗り越え、更に自らの政権における正統性をより

盤石なものとするために、指導者が知識人のような専門家に大きな権限を与え、

直面していた危機を乗り越えるという政治パターンは、朴正煕政権初期に見ら

れていた代表的な現象であろう。ここまで見ると、全斗煥はその制度化という

朴正煕の遺産を積極的に引き続き保持していたと考えられる。それでは、全斗

煥は、如何なる過去の遺産を切り捨て、如何なるところにおいて朴正煕政権と

の差別化を図っていたと言うことができるのであろうか。 

朴正煕政権において、経済政策を決定した機関として、経済企画院（EPB）

が影響力を持ち、官僚の意見を受け入れたことは間違いない事実であるが、こ

こで重要なことは関係知識人や官僚の主張が指導者の選択に如何なる程度の影

                                           
285 Central Intelligence Agency(1983), “South Korea: Economic Decision Making In Transition”,

 p.8 and pp.1-3. 
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響を与えたかという点である。朴正煕の場合、自らが経済政策決定における3

原則を設定し、これは、①知識人及び関係官僚らを政治活動、就中、与党内に

おける反対派と主流派の間の汎ゆる懸隔から保護し、その地位（経済官僚、知

識人）及び政策に影響が及ばないようにし大統領自らがあらゆる限りの努力を

尽くし、②経済官僚組織の発展を図り、その一環とし組織内における公平な競

争を促し、③経済官僚らの意見を積極的に受け入れ、政策を作れる存在に仕立

て上げていたということである286。ここで、③は、国内外において強い反発を

受けていた朴正煕型中化学工業を推進する際に、大きく貢献できたと考えられ

る。ところが、同時に、以上のような朴正煕が成し遂げていた制度化（上記の

三原則など）を、全斗煥が継承せず、全斗煥は独自の体制に踏み切ることとな

った。その背景として挙げることができる点として、朴正煕政権において棚上

げされていた金在益の「安定論」がある。実際に、1970年代末の韓国経済に懸

念を持ちつつあった金在益は当時の経済悪化を乗り越えるために、「安定論」

を主たる報告書の内容とし、朴正煕に報告したが、維新体制が主張している

「成長主義」、「止まらぬ前進」などのスローガンと性格が異なったため、却

下されることとなった。さらに、成長主義に便乗していた財界の官僚へのロビ

ー活動により、安定論を背景にした経済政策は如何にしても支持されにくい環

境にあった。つまり、如何に経済官僚が有能であっても体制が主張する根本的

な価値、及び財界の反対を乗り越えることはできず、財界の発言力の強化によ

り単なる官僚一人の声は、影響力を持たないものであった。（財界の1970年代

における権力と発言力が如何に強力であったのかについては、次章で論じる。）

加えて、重化学工業への投資などが顕著となった以降、朴正煕政権（1978年頃）

は車智澈がナンバー2として台頭し、合理性を重視していた朴正煕の分割統治

は正にその影響力を果たさない287、指導者の理性的な判断がなされにくい混乱

した状況であったため、従来、官僚の説得や交渉により政策を変更していた柔

軟性は期待できない状況であったと考えられる。以上のように、指導者の経済

知識への「偏向」、更に、財界の政策決定への影響、そして、政治における混

乱状況が続き、朴正煕体制は従来自らが成し遂げた制度化を持続できず、暗殺

という破局的な形として終焉を迎えることとなった。ところが、全斗煥体制に

なると以上のような原則は変化を見せ、朴正煕の成長主義経済論とは完全な差

異をみせていた安定経済論者、金在益を経済関係のトップに任命した。その際、

金在益は朴正煕政権のような政府の関与により、自らの意思通り経済政策を図

ることが頓挫することに鑑み、全斗煥に対し、「自らが作成した経済政策に大

統領が従わず、反対するならこの地位（大統領秘書室経済首席秘書官）は断る」

と発言し、全斗煥は「経済面においては、あなたが大統領」と経済政策におけ

る全ての権力を与えるという内容の発言をした。ここで最も重要なことは、正

統性を確立する中で、朴正煕体制との切り離しを取る際に、国家運営の中心が

                                           
286 Byung-Kook Kim, Ezra F. Vogel(2013), op. cit., p.203. 
287 林昶延(2022)「朴正煕体制の分析―「準競合体制」が憲法改正及び維新体制に与えた影響（下）」

『岡山大学社会文化科学研究科紀要』53号、100-102頁。 
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大きく変わることとなったという点である。そもそも、安保中心の国家であっ

た朴正煕体制（政治・軍事的権力追求型）とは異なり、全斗煥体制は経済的権

力を追求し、本格的にその戦略を変えたと考えられる288。確かに、朴正煕体制

は経済問題を解決することによって、権力を正統化したとはいえ、経済問題が

解決されつつあった70年代に政権の永続化のために成立した維新政権が政治的

安保国家という確固たる権威主義国家への回帰を意味していたことを見逃して

はならない。次節では全斗煥体制下、具体的に如何なる整備が行われ、それが

政策決定過程に如何に影響したのかということに焦点を当てて考えることにし

たい。 

 

第二節 朴正煕型制度化の延長「国保衛」 

 

全斗煥が大統領になる直前、韓国には従来にはなかった超法規的な性格を有

する「国家保衛非常対策委員会」（以下、国保衛）が設けられることとなった。

同組織は、今まで軍内部に限り闘争を行い、韓国における市民社会及び国家の

構成要素（官僚、国会議員など）に直接的な影響を行使することができなかっ

た軍部が積極的に国家の様々な要素に関与できる橋頭堡の役割を果たした組織

である。しかし、ここで重要なことは、以上のような極端にもみえる組織が何

故に誕生したかという点である。そもそも、本組織が誕生する契機を提供した

のは、極めて混乱した国内事情であった。当時、10・26事件以降に下された非

常戒厳令により大学生らの市街進出（学生デモ）及び学校構内でのデモが禁じ

られていたが、年始における時点に政治問題がより顕著となり、5月13日、金
キ ム

玉
オ ク

吉
ギ ル

文教部長官は「学園の問題は学校自らが解決すると宣言したが、現在、学

生らのデモが構内を超え、街頭デモにまで広がり、これは10・26直後に宣布さ

れている戒厳令に違反するものである」と批判した289。翌日、5月15日、申
シ ン

鉉
ヒョン

碻
ハ ク

総理、旧与党議員（金鍾泌、崔
チェ

榮
ヨン

喜
ヒ

）ら、金
キ ム

鍾
ジョン

煥
ファン

内務部長官、李
イ

熺
ヒ

性
ソ ン

戒厳司

令官、全斗煥情報部長署理、周
ジ ョ

永
ヨ ン

福
ボ ク

国防長官、徐
ソ

錫
ソ ク

俊
ジュン

総理室政策調整室長、文
ム ン

胎
テ

甲
ガ プ

総理秘書室長などの高位官僚が参加した会議において、「学生の説得に努

力するが、これ以上、学生が国内における混乱を調整すると、政府としては、

決断を下さねばならない」と決議した290。 

しかし、ここで重要なことは、就中、以上のような各分野における政治官僚

が集まり決議をする以前の時点である同年5月5日にも、学生による混乱状態に

対する批判の声が常に高まっていたという点である。軍の動員という戒厳令下

最も強い権力を有していた「戒厳司令部」は、4月30日、「学生の政治に関わ

るデモ及び社会における紛争が止まらない場合、軍は断固たる措置を取らざる

                                           
288 金錫俊(1988)「韓国政権変化の政治経済―世界体制、国家、社会階級間の相互活動を中心として」

『韓国政治学会報』84-85頁。 
289 「学生街頭デモ、自律化の限界を超え」（『東亞日報』1980.5.14） 
290 「政府、旧与圏、時局収拾重大断案検討」（『京鄕新聞』1980.5.15） 
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を得ない291」という宣言をし、5月5日には、野党の議員らも、この軍の行動に

積極的な賛成は表していないが、学生デモが惹起する国家における混乱状況を

非常に懸念していた292。この事実からみると、各々の韓国政治に深く関係して

いた官僚、及び政治家は学生デモが与える対内不安定状況は民主主義の進展に

おいて決して好ましくない要素であると認識していたと考えられる293。学生デ

モが街頭デモと発展しつつあった5月10日、当時決定者としての役割を果たす

べきであった崔圭夏大統領は、中東諸国を訪れていたため、韓国における混乱

状況は更に顕著となっていた。結局、鎮圧管轄を有していた内務部長官は、5

月15日、国務総理に対し、軍の出動を求めたものの、最終決定者であった大統

領が不在であったため、この一連の政策決定過程は停滞状態となった。これは、

結局、5月18日の混乱状況にまで、拡大したと考えられる。このことを教訓と

し、内閣、及び戒厳司令部が、より緊密に合意し、政策決定を行わねばならな

いという一連の考え方が生じ、その結果、設けられた組織が冒頭に述べた「国

保衛」という組織であったと考えられる。 

現在、韓国においては、上記のような「国保衛」は全斗煥が政治に進出する

ための手段であり、国家再建最高会議のような議会を強制的な手段を用い廃止

した、独裁的な集団という認識が広く知られている。それでは、その2つの機

関は、如何なる共通性を共有し、制度化を有さない単なる独裁化のための機関

であったのか。そのことを明らかにするため、1960年代の国家再建最高会議と

の比較を行い、その制度化294（国家再建最高会議）が如何に影響を及ぼしたの

かを論じる。まず、朴正煕の制度化を論じる際に、経済発展という事実は既に

知られている。ところが、経済だけではなく、法における制度化を十分に果た

したという点についても、焦点を当てるべきであると考えられる。即ち、当時、

法律の制定、及び改正の回数を中心とし分析することが制度化の発展を研究す

ることにおいて、一定の正統性を有するであろう。特に、非常入法機構（国家

再建最高会議）による法律の制定、及び改正を通じた法制の形成は同機構が正

統性の不足していた機構であったという限界を有しながらも、法制という国家

の核心的な部分を制度化しようとしていたと考えられる295。 

一方、過去、李承晩体制は、「法制」という領域への制度化において如何な

る姿勢を見せていたのか。李承晩体制は、国家構成の初期として重要な時期に

も関わらず、国家構成員（政治家）間の勢力関係、及び派閥争いに焦点が当て

られていた政権であったため、法における制度化が十分に進んでいなかったと

考えられる。これに比較して、軍事政権下の1961年5月16日から、1963年12月1

                                           
291 「戒厳司令部、全軍指揮官会議、労使・学園問題に断固な措置を」（『東亞日報』1980.5.1） 
292 例えば、金泳三は、「学生が革命を通じた改憲を求め、混乱を惹起することは、好ましくない」と発

言し、申鉉碻総理は、「革命的な方法を通じ、社会問題を解決することは正当化できない」と発言してい

た。（「混乱が継続するならば非常措置は不可避」『毎日経済』1980.5.5） 
293 実際に、当時代表的な野党政治家であった金大中は、学生デモの激化を好ましくないと考えていた。

「もしデモがこれ以上激しくなれば、軍部が介入するかもしれません」と（金大中、前掲書、371頁）。 
294 この時期、制度化の過程については、林昶延(2021)、前掲論、89-92頁を参考。 
295 イ・サンヨン(1998)「解放後韓国法制変遷史」『法制研究』14号、99頁。 
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7日までには、朴正煕が国家再建最高会議に入法権限を与え、1,008件の法律を

制定、及び改正した。ここで重要なことは、混乱状況下、①超法規的な性格を

有していた非常入法機構（国家再建最高会議）を通じ、李承晩体制下の非合理

的な遺産を清算し、②軍事政権の維持（制度化）、及び経済成長という重大な

国家政策を推進するため、「合理主義的」法制の基盤を作り出したということ

である。以上のように、法律における制度化を推進し、国家安定及び直面した

問題を解決したということは注目に値するであろう。 

それでは、全斗煥政権下の「国保衛」は朴正煕が成し遂げた制度化と如何な

る類似点、及び差異を有していたのか。法制の面において、国保衛は、国家再

建最高会議と同様な面を有し、その根拠とし、166日という短い期間に、189件

という多くの法律が制定、及び改正され、1980年という混乱した時期を乗り切

ったということを述べることができる。さらに、このような「国保衛」の設立

当時の環境と、国家再建最高会議が政権を握っていた1960年の国内事情は、一

定の類似性を有していたと考えられる。その例として、1960年は極めて混乱し

た状況であり、①米国の朴正煕に対する不信と交渉問題、②棚上げされていた

行政面における作業が混在していたことが挙げられる296。以上のように、両機

構（国保衛、国家再建最高会議）が不安定な時期から出発したものの、全斗煥

の「国保衛」は国家再建最高会議と異なる部分を有していた。注目に値するの

は、まず、①国家再建最高会議の場合、出発時点において、朴正煕自らが大統

領となっておらず、同会議の議長とし大統領の権限を代行するという形のもの

であった。更に、②会議は、入法部を廃止し、自らが立法権を有し、法案を作

ることが可能になったということである。これに対し、全斗煥は、その過程に

は非民主的な要素があったと問われるものの、大統領に就任し、それ以降、国

保衛の傘下組織とも言われる「国家保衛入法会議」を組織した。この新たな組

織の設立に対しては、非民主的な要素があるという批判が存在しながらも、国

家を掌握した組織が直接的に入法を担当せず、新たな入法のための組織を置き、

委員を任命し、法律を定めていたという制度化が所産であった一面を見逃して

はならない。実際に、法律を作るためのこの機構は、法律の制定において多数

決を原則とし、大統領の意思通りの法案が可決されるとは必ずしも断言できな

いものであった297。ここで重要なことは、国家再建最高会議のように、自らが

入法部を廃止し、その権限を代行するという、より濃い独裁的な性格に比べる

と、国保衛は、形式とはいえ、法律制定のための組織を別途に構成し、入法を

行ったということであり、これは、朴正煕時代に行われた制度化が完全にその

存在を無くしたとは言えない一つの根拠であったということである。つまり、

全斗煥体制は、朴正煕の独裁的な体制とその類似性を持つものの、民主的な面

においては、より制度化が行われたと考えられるのではないであろうか。 

このように、全斗煥は朴正煕の遺産を一部切り捨てていたが、①国会の機能

                                           
296 林昶延(2021)、前掲論、150-153、156-157頁。 
297 委員会の開会及び議決には過半数の出席がその前提となり（国家保衛立法会議法第23条、30条）、本

会議の議長と副議長は在籍議員過半数の同意を得られた者とする（国家保衛立法会議法第5条）。 
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を中止し、②多くの法律を改正し、③社会安定を促したという三点に対しては、

国家再建最高会議とその性格を一致にしていた。特に国会の機能が中止されて

いた面からすると、独裁というイメージを完全に切り離すことはできないであ

ろう。しかし、以上のような機構が、①社会混乱を安定させ、②従来の制度化

を引き継ぎ、③民主化プロセスという面での発展を齎したという点を見逃して

はならない。このような、「民主化」の発展は、憲法の内容としてその姿を表

すこととなった。それでは、国保衛が朴正煕政権下成し遂げられた「制度化」

という遺産の一部を継承していたのであれば、独裁的な性格をも有したと考え

られ、当時、朴正煕政権が置かれていた環境と同様に韓国の政治において大き

な影響力を有していた米国にとって決して好ましくない機構であったと言える

であろう。ところが、結論から述べると、米国は同機構の出発を批判できる状

況ではなかったのである。実際に、グレイスティーン米大使は「我が国は、現

在、カーター政権が有する問題が山積していたため、韓国の政治に積極的に干

渉することができない状況であった298」と論じ、更に、「カーターはCNNとのイ

ンタビューにおいて、我が国は、経済的及び軍事的に密接な関係を有する同盟

諸国との関係を毀損できない」という表明をすることにより、韓国のこういっ

た国内事情は棚上げされることとなった299。このように、「国保衛」の誕生に

おいて、米国は、民主主義への履行を勧告する程度に留まり、積極的な関与は

できなかったのである。これは、朴正煕がクーデターを行った際に、朴正煕本

人が米国との交渉をせざるを得なかった状況とは大きな差異を見せている。結

果的に、①崔圭夏大統領が決断力の足りなかった大統領であったこと、②混乱

状況下（学生デモ）憲法改正及び選挙法改正などの計画が長期となっており、

迅速性を有さなかったこと、③米国が積極的な干渉ができず、更に北朝鮮問題

など韓国の安保に重点を置き300、故に、韓国軍部に対し制裁を加えることは、

朝鮮半島の安全保障上の危機を惹起するという認識を持っていたことという3

つの原因が国保衛の成功的な出発において大きな影響を齎していたと考えられ

る301。 

 

第三節 制度化の産物「憲法改正」 

 

以上のような「国保衛」は、朴正煕体制の「国家再建最高会議」と類似した

性格を持ちつつありながらも、従来の制度化が発展し、その結果、「民主化」

の要素が含まれることとなったと考えられる。しかし、上記に述べた民主化の

                                           
298 ①イラン人質危機の泥沼化、②米国国内の選挙、③米国共和党と行政府との齟齬が米国が直面してい

た主たる問題であった。 
299 Gleysteen(1999), op.cit., p.148. 
300 Ibid., p.151. 
301 ところが、国保衛は制度化が十分になされていた機構とは言えない。それは、国民の支持基盤がそれ

ほど強くなかったからである。つまり、同組織は、国家が危機状況を乗り越えねばならない状況下、必修

不可欠な手段として設けられ、さらに、組織の発足の際に米国との摩擦がそれほどなかく、故に、成功的

な発足ができた組織と評価できよう。 
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発展という制度化の結果は、行政面（国保衛）に限らず、憲法にも大きく反映

されることとなった。この節では、上記の要因が憲法に如何なる影響を果たし

たかを考えながらも、憲法の改正において如何なる過程を経ていたのかを論じ

る。ここで注目に値することは、大統領に就任した全斗煥が憲法の改正におい

て正統性を図ったということである。このことを論じるためには、全斗煥の大

統領就任以前の憲法改正のプロセスをまず論じる必要がある。 

憲法改正においては、崔
チ ェ

致
チ

煥
ファン

（民主共和党）、李
イ

海
ヘ

元
ウォン

(維新政友会302)、金
キ ム

東
ド ン

英
ヨ ン

、朴
パ ク

海
ヘ

充
チュン

(新民党)が代表となり、3つの団体が17回に達する会議を行い、論

議した。特に、8回目、10回目の会議においては、多くの外部からの専門家が

参加した。当時、大統領であった崔圭夏の11・10談話に基づき、国会の論議と

は別とし、政府次元での憲法論議を図った303。崔圭夏は、分派的な政治家（金

泳三、金大中など）らは憲法改正議論は適当ではなく、寧ろ国家における混乱

状況を促すとみなし、上記のように政府主導の憲法改正を図ったと考えられる。

その結果、設けられた研究組織が、「憲法研究班」というものである。この組

織は、憲法改正に必要な知識を集めるためのものであり、「憲法研究班報告書」

を発表し、外国の憲法制度などを深く調べるなど、憲法研究において影響を持

っていた304。しかし、以上のような中央政府、或いは国会における憲法改正論

議は、学生デモを抑えるための「5月17日戒厳令」の実施とともに、中止とな

った305。この非常戒厳令の背景については、上記の通りであるが、全斗煥を代

表としていた軍部がこれによって政治に密接に関与することができるようにな

ったことは言うまでもない。ところが、上記のように、以上のような過程を経

て、終局的には大統領に就任することとなった全斗煥政権の正統性が必ずしも

保証されたものとは言えなかった。経済安定化というスローガンを掲げ、実践

に移していた全斗煥であったが、同経済政策は民間及び官僚に対して犠牲を余

儀なくする政策であったからである。 

国外状況も全斗煥政権に対しては「諸刃の剣」のような状況であった。米国

は国内事情によって韓国に積極的な介入ができない状況であったが、これは、

同時に、全斗煥体制へ積極的な支持を示すこともできないことを意味した。つ

まり、同政府は米国のコミットメントの受けられない政府であった。正に、朴

正煕が5・16軍事クーデターを起こした時期に直面していた状況とは異なるも

のであった。それでは、全斗煥はこのような米国の支持も批判も受けられない、

所謂主たる対外勢力の空白の状況下、如何に正統性を認めさせようとしていた

                                           
302 維新体制下、朴正煕政権の長期化による不満を抑え、より多くの議員への交渉を図るために作った団

体。 
303 実際に国会では、このような行政府の憲法改正における介入を大きく批判していた。（大韓民国国会

事務処(1979)「憲法改正審議特別委員会会議録」、7-8頁）。 
304 ヨーロッパに派遣された憲法研究班は1980年2月から報告書を発表した。その一つである西側諸国の憲

法制度についての調査研究報告内容を見ると、第1班は、西ドイツ、オーストリア、ギリシャを訪問、調

査し、第2班は、イギリス、フィンランド、スペイン、フランスを訪れた。同年の3月には、この調査に基

づき、「現行各国憲法典」を発刊した。 
305 1980年5月17日、大統領公告、第68号非常戒厳令。 
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のか。この一つの方法として、彼が選んだのは、国民が「納得できる」ような

憲法改正をすることであった。結論から言うと全斗煥は、憲法改正において、

以前の憲法研究班、及びそれ以降の各界の意見をまとめた汎ゆる資料を使用し、

民主的な要素を改正の際に積極的に反映することにしたのである。 

この根拠として、憲法における「各界の意見」を参考にしたい。まず、①国

会議員同友会は、ア.国民抵抗権、イ.教育における政治的な中立性、ウ.軍の

政治的な中立性、エ.身体の自由における連行及び拘禁は法官の令状（逮捕状）

がない限り認められない、オ.国民の権利（環境、社会保障など）を主張し306、

②大韓国際法学会は、カ.憲法の前文においての「5・18精神」という言葉を削

除し、キ.大統領権力への弾劾訴訟に関する法案の想定、ク.政党の解散に関す

る法律の新設、ケ.憲法裁判所の構成に関する法律、コ.任意同行、及び保護処

分などを理由とした人身上の拘禁は禁止とするという条項の想定、サ.大統領

の緊急権については廃止し、法律的な効力を有する緊急命令権、及び緊急財政

経済命令処分権は認めるが、国会の承認がなければ、無効とするという意見が

提示された307。更に、③鄭大哲（新民党議員）の改憲世論調査は、ナ.大統領の

重任は1次に限り有効にし、その任期は4年とする、ニ.国会の構成は一院制国

会とする、ヌ.国会議員の任期は4年とする、ネ.大法院308院長の任期と任命など

を提案し、④全国経済人連合会は、労働三権における団結権及び団体交渉権は

公務員を除き、法律留保排除309が可能であることを提示した310。それでは、以

上のような意見は憲法にて如何に反映されていたのか。まず、①国会議員同友

会の意見であった、「イ」については、29条4項311が追加され、「ウ」項目に対

しては、4条2項312、及び6条2項313、「エ」については、第15条314が新設され、

国民の基本権をより拡大した。「オ」には、第33条315を設け、対応することと

した。加えて、専門家集団である、②大韓民国国際法学会の主張をも、積極的

に反映し、憲法を構成することとした。「カ」の提案通り、5・18精神に関す

る文言は、前文から切り離され、更に「キ」が示す弾劾についての法律は、10

1条1項から4項316に設けられた317。「ク」の政党の解散については、7条4項318が

                                           
306 大韓民国政府(1980)「各界改憲意見要約Ⅱ（1980年3月11日～1980年4月10日）」93-94頁。 
307 大韓民国政府(1980)、同上、100、103、104、107頁。 
308 最高裁を示す。 
309 法律留保の原則とは、行政権の行使の際においては法律が定める原則に従わなければならないという

原則である。つまり、経済界は、労働三権における団結権や団体交渉権などについて、法律にこだわらな

い、より自由な環境を求めたと考えられる。 
310 大韓民国政府(1980)、前掲書、109、110頁。 
311 教育の自主性及び政治的中立性は、法律に定まっている範囲で保証される。 
312 国軍は、国家の安全保障と国土防衛の義務を遂行することを使命とする。 
313 公務員の身分と政治的中立性は法律により保証される。 
314 国民は住居の自由を侵害されてはならない。住居に対する押収及び捜索には、検事の申請により法官

が発布した逮捕状を提示しなければならない。 
315 全ての国民は清潔な環境で生活する権利を持つ。 
316 大統領弾劾に関する法律。全斗煥政権下の憲法改正によって、具体的な法案が設けられた。 
317 維新憲法下、同条約があったにも関わらず、その機能を果たさなかったという批判も存在する。 
318 政党の目的、及びその活動が民主主義下の基本秩序にそぐわない際に、政府は、憲法委員会に当該政



74 

 

加えられ、具体的な内容が定まっており、「ケ」項目の憲法裁判所についての

内容においても、112条2項及び3項319が設けられ、その中立性を保つための法律

案が定められることとなったのである。「コ」については、第11条1項及び3項
320が定まり、国民の権利を保障する性格を有した憲法ということを明らかにし

た。更に、大統領の緊急権（緊急措置）についての提案「サ」という項目も、

消極的とはいえ、法律が新設されることとなった（第51条、1項から3項321）。

更に、野党である新民党の意見であった「鄭大哲の改憲世論調査」も反映され

ることとなった。「ナ」大統領の重任に関する法案が新たに設けられ、「7年

（重任不可）」ということと改正され（第45条）、「ニ」国会は一院制という

意見が受け入られ、「ヌ」における国会議員の任期の制定をも明確とした（第

78条）。「ネ」項目の大法院長の任命に関する条項も反映され、中立性を有す

ることとしたのである（第106条1項、第105条）。最後に、④全国経済人連合

の主張も受け入れることとなった（第31条1項及び2項322）。 

ここで重要なことは、就中、上記の憲法が、それ以前の維新憲法とは、文言

上、大きな差を見せていたということである。①第51条、「大統領の緊急措置

に関する法律」は、維新憲法において、「国会は過半数の賛成で大統領へ緊急

措置の解除を勧告でき、大統領は特別な理由がない限りこれに応じねばならな

い323」と条文化されているが、これは大きな問題を有していた。結論から論じ

ると、「特別な理由」があれば、緊急措置の解除に関する国会の勧告に応じな

くても良い、ということである。ここで言う、「特別な理由」に関しては、憲

法上、如何なる説明及び条文も設けられておらず、即ち、このことは大統領が

当時の混乱した国際情勢を十分に利用し、緊急措置を下し、維持することがで

きるということを意味するものである。これについて、全斗煥時代の憲法は、

この「特別な理由」という条文を削除し、国会の勧告に従わねばならないとい

うことをより明確にしたと考えられる。更に、②国会の解散について、より具

体的な法案が設けられた。維新憲法における国会解散に対する法律は、「大統

領は国会を解散することができる」とされており324、国会解散を行う際に、如

何なる条件も想定されていない独裁的な性格の色濃い法律と考えられる。とこ

ろが、第5共和国憲法では、維新憲法と異なる条文が設けられ、「大統領は国

家の安定及び国民全体の利益のため、必要とされる相当な理由がある場合、国

                                           

党の解散を提訴することができ、政党は、憲法委員会の決定により解散される。 
319 憲法委員会は9人の「委員」で構成され、「委員」は大統領が任命する。ただし、3人は国会が選出す

るものを、更に3人は、大法院長が指名するものを任命する。 
320 ①国民は、法律によらずには、逮捕、押収、拷問、審問などを受けてはならない、②国民は、刑事上

不利な申述を強要されてはならない、③国民に対する、逮捕、拘禁、押収捜索を行う場合は、法官が発布

した逮捕状を提示しなければならない。 
321 緊急措置宣言には、国会の同意を得なければならない。国会の承認を得ることができなかった際に、

同措置は、効力を喪失する。 
322 勤労者は勤労条件の向上のため、自主的な団結権及び団体行動権利を行使できる。ただし、団体行動

権の行使は、法律が定める範囲に限る。 
323 維新憲法53条6項。 
324 維新憲法第59条1項。 
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会議長の諮問及び国務会議の審議を経て以降、その事由を明示することにより

国会を解散することができる。但し、国会が構成されて以降、一年以内には解

散することができない325という具体的な条項、及び条件が加えられることとな

った。就中、従来、国会の解散を大統領が単独で行ったこととは大きな差異を

見せ、国務会議、国会議長の審議を経なければならないという条件が加えられ

たことは、注目に値するであろう。以上のように、全斗煥政権下、改正となっ

た憲法は以前（維新憲法）より国会の権限を保障し、前政権の憲法に比較する

とより民主化が進んだ憲法と言えるであろう。 

更に、韓国社会に蔓延していた「連座制326」の廃止も民主主義への区切りで

あったと考えられる。この条項は、最初、野党である新民党案として、国民の

基本的人権を拡大する一環として提案されたものであった327。全斗煥は、この

ような意見を受け入れ、憲法改正の際に、第12条において「国民は自己の行為

ではない親族の行為により不利益な処遇を受けてはならない」という法案を設

け、国民の基本権をより拡大させたのである。以上のように、全斗煥政権は、

独裁的な性格を有した政権でありながらも、憲法改正の内容においては民間人

（学者）及び国会の意見を受け入れ、民主化の進展を図った。更に、注目に値

するのは、朴正煕が最初憲法改正をする際に行った民間人専門家の意見を受け

入れるという点であったと考えられる。朴正煕が成し遂げた制度化は、以上で

論じたように、全斗煥政権の運営においても影響を果たし、全斗煥は、切り捨

てなければならない遺産と継承すべき合理性を区別し、確固たる政権を図ろう

としていたのである。 

 

第四章 本格的な上からの民主化 

 

第一節 秩序の制度化とエリート階級の民主化 

 

 前章では全斗煥体制の初期、全斗煥は正統性を獲得する一環として経済政策

を行い、物価安定を図ったと論じた。その政策が成功した要因としては、経済

官僚の役割を取り上げることもできるが、同体制が「権威主義」体制であった

ということが最も重要な要因であったと考えられる。何故ならば、当時、彼が

提示した政策は、国民及び官僚組織からは、受け入れることができない、従来

（朴正煕政権）の価値観と多くかけ離れていた政策であったからである。従来、

韓国は成長重視の経済政策を取っていたことに対し、全斗煥が提示していた政

策は安定重視の政策であったからである。ここで注目に値することは、彼が総

裁の役割を果たしていた民主正義党（民正党）の内部においても全斗煥の安定

論に基づいていた経済政策に対する不満の声が高まっていたということである。

                                           
325 第5共和国憲法57条。 
326 5・16軍事クーデター以降、制定された法律。 
327 「連座制廃止、国会基本権小委」（『朝鮮日報』1980.3.20） 
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この時期、与党であった民正党は、支持を得るために、予算増額及び公務員の

給料値上げを求めていたが、全斗煥はこれに一切応じなかったという。 

以上のように、時に、大統領の帝王的な権力を掲げる権威主義は逆説的に国

家運営やその安定性において効果的な面も持っている。ところが、同体制が経

済安定を成し遂げ、民主主義に基づく憲法改正を行ったとはいえ、「大統領直

接選挙制」に対する国民の念願を叶えない限り、最終的に政権の存続は困難な

ことであった。それ以降、野党の金大中、金泳三が候補一本化に失敗し、与党

の盧泰愚候補が35.1％という僅かな支持率で当選することとなったが、ここで

重要なことは、金大中が26.5％及び金泳三が27.5％の支持率を獲得し、両者の

支持率を合わせると少なくとも、5割以上の支持率となってしまう状況であっ

たということである。つまり、本章では朴正煕体制、及び全斗煥体制がこの

「民主化体制」に如何なる影響を果たし、安定的な民主主義体制が韓国に定着

したのかを中心として論じる。 

この問題を究明するために、考えられる事例は、「財界」の成長である。何

故ならば、韓国の官僚制度における準競合体制は、当時、韓国が直面していた

経済問題を除けば如何にしても達成できない体制であったからである。実際に、

朴正煕は正統性問題を乗り越えるために経済成長にすべての情熱を傾け、更に、

その政策を維持するために改革の対象であった官僚組織を見捨ててはならなか

ったからである。加えて、効率的な業務の遂行が目標であったため、官僚制の

権限を強化するための方向に制度化を行うことを余儀なくされていた。結果、

官僚は幅広い分野（政策、資源分配権）でその地位を確固たるものとし328、故

に、韓国は大統領の選択においても、その影響力を持つような準競合体制を形

成していた329。つまり、朴正煕体制は軍事政権から出発した政権とは言え、彼

らが成し遂げた官僚制において、準競合体制はこれまで論じてきたことと同様

に大きな意味を持つと考えられる。この中で、朴正煕は、「安保国家」であっ

た韓国を「新重商主義安保国家330」へと転換させた。即ち、財閥が登場し、

「財界」が韓国において多くの発言力を持つこととなったからである。ここで

興味深いことは、この「財界」が韓国内において、発言力を得るという過程が、

「不正蓄財者に対する処罰条例」という法案の登場に多く起因するという点で

ある。実際に、新重商主義安保国家となるために最も要求されることは、民間

資本の発達であり、軍事政府が当初行おうとした「不正蓄財者に対する処罰条

例」の通りに企業家を取り扱うなら、国家及び自らの正統性に多くの損失が発

生することは確かなものであった。 

さらに、当時米国からの対韓国援助金減少という状況を解決する一環として

                                           
328 シン・ユンチャン(2009)「韓国政府の行政改革に関する探索的研究：李承晩政府から李明博政府まで」

『韓国行政と政策研究』、193頁。 
329 林昶延(2021)、前掲論、139-140頁。 
330 経済開発五5年計画の推進のような、経済開発と産業化を国家政策の核心と定め、経済計画員及び各種

経済主体に対する統制集団の拡大などを通じ、分配よりは資本蓄積を重視し、起業家的な役割を重視する

一方、民間においては、軍警察組織などで対応する体制。（金錫俊(1988)、前掲書、87-88頁）。 
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掲げていた外国からの借款も順調に調達できないという結論に至る。この当時、

経済界は以上のような軍事政権の脆弱な状況を利用し、朴正煕の軍事政府と交

渉することとなった。この際に設けられた組織が、現在の「全国経済人連合会」

の前身である「韓国経済人協会（KTA）（現在、「全国経済人連合」）」であ

った。この組織は、サムスンの会長であった李秉喆が率いる団体であり、1961

年当時、自らの外資交渉経験、及び資本動員能力を背景に朴正煕との交渉を行

う際に使われた団体である。つまり、独裁政権であった朴正煕は準競合体制を

牽制するとともに、経済連合という経済人との取引を行わねばならない体制で

あったといえるであろう。即ち、財界は、大統領を利用し、共存することを目

標としていたが、大統領も正統性問題の解決策として、経済発展という目標を

有していたため、一般民衆に対して民主主義はなされていなかったものの、経

済界及び官僚制度に対しては民主的対応を図った体制であったと評価できよう。

しかし、財界が大統領を利用しつつあったとは言え、最初から大きな権限を持

っていたとは必ずしも言えない。1960年代、軍部政権が登場した直後に、財界

は、正に脆弱な状況であった。上記に述べた軍部による「不正蓄財者に対する

処理」という原則は、財界に対し、時に私有財産権は強力な力を有する政府に

より毀損しがちであるということをみせる警告とし働いていたのである。結論

的に、政府は1960年代において、「対財界優位」を有し、財界はこの中での交

渉を行っていたということが見て取れる。 

更に、重要なことは、1960年代に形成された新重商主義安保国家という朴正

煕政権の政治体制は、維新体制下、大統領が皇太子のような地位（Crown Pri-

nce Status）を保持しつつあったにも関わらず、変動しており、1960年代とは

異なる形を取っていたということである。その事例として、同時代において財

界が資本を蓄積する過程を取り上げることができる。そもそも、上記に述べた

ように、軍事政権は、政権の出発とともに巨大資本を有していた財閥を利用し

て、経済成長を成し遂げようとし、その代わり、彼らの不正蓄財を有耶無耶に

することを条件とした。ここで重要なことはグローバル企業は対内外的な自律

性を損なう可能性があると思われたため、経済開発の計画から排除されていた。

これは、軍事政権が当初から新重商主義安保国家を図っていたためであったか

らである331。このことは、同政権が、新重商主義的な安保国家を当初から目指

していたという議論に対する主たる根拠となると考えられる。その政府の方針

下、企業は以前のように銀行へ資産を貯金することにより得られる利子を利用

し財産を蓄積することを許されておらず、そのため、産業化の過程の中で、自

然に成長する方針を企業自らが考えざるを得なかった。即ち、財界は、資本の

蓄積を確立し、構造化せざるを得ない新たな状況下におかれ、朴正煕は、政府

方針（産業化）に従う企業に対し、金融資源、及び国家の社会経済的資源を配

分することにより、産業化に財界を積極的に参加させることとしたのである332。

                                           
331 キム・ギョンピル(2017)「朴正煕時代財閥の資本循環及び蓄積分析」『経済と社会』233頁。 
332 ユン・サンウ(2001)「東アジア発展国家論の批判的検討―韓国の経験を中心として」『経済と社会』1

58-185頁。 
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このことは、1960年代の産業化政策の出発時点において朴正煕政府が企業に積

極的な役割を担わせ、企業が参加することによって産業化を図ろうとしたと言

えるが、最も重要なことは、当時、朴正煕は権力を掌握したばかりであったに

も関わらず、財界より優位の立場を占めており、企業が政府に従うという政府

中心の経済構造が形成されていたということである。更に、この中で、財界は

政府との取引を通じ、産業化政策に参加していたため、その意味でエリート階

層333における民主主義的交渉が成し遂げられていたと考えても良いであろう。 

しかし、1970年代に入ると、以上のような財界に対する政府の優位は逆転す

ることとなった。これは、1970年代行われた維新体制の目的である「大統領権

限の強化」という、目標とは、全く異なるものであった。1970年代、経済開発

が急速に行われた主たる原因は、財界に対する無限ともいえる「特恵」に帰結

する。例えば、1972年、8月1日国会で可決された「短期金融法」、「相互信用

法」、「信用協同組合法」などの法案は、その内容が財界に多くの特恵を提供

するものであった334。この法案も、財界が私債の凍結を朴正煕に要請し、成立

したものである。更に、毎月開催していた、「輸出拡大戦略会議」においては、

財界団体（韓国経済人協会）の会長が参加し、企業の苦情や現在の問題点につ

いて議論し、官僚は以上の企業の問題を解決した後、朴正煕に報告した335。一

方その中で、労働者に対する人権は棚上げされており、その結果、労働問題が

山積することとなった。ところが、財界がこの1970年代を中心とし、自らの発

言力や存在感を強化し、故に、同問題は大きな注目を受けることができなかっ

たと考えられる。他方、1970年代末である1979年、安定論を図る申鉉碻336の経

済対処班が経済安定化総合施策を提出することとなったが、強力な権力と発言

力を有していた財界の反対により頓挫した。朴正煕は、もはや大統領という強

権をもってしても、財閥の意見を無視できず、更に、申鉉碻などの官僚も財界

に逆らうことができなかったのである。 

以上のように、1970年代は、1960年代における政府の「対財界優位」が逆転

し、財界の「対政府優位」が顕著となった時代であり、エリート内部における

民主化が進むことにより、より盤石とも考えられる維新政権は、実際に、財界

を規制できない脆弱な体制となったと考えられるのではないであろうか。それ

では、エリート内部における民主主義に係る問題は、全斗煥時代に如何なる形

となっていたのであろうか。次節では、全斗煥政権における財界の動き及び民

主主義の変貌について論じる。 

 

第二節 上からの民主化と朴正煕の遺産 

 

                                           
333 官僚・財界のことを示す。 
334 企業は従来有していた私債について3年間返す義務を負わず、その後、同私債に対し、5年間年利子率1

6.2％で銀行が分割償還し、更に政府が2000億ウォンを用意し代わりに返すという内容。(大統領緊急命令

第15号「経済の安定と成長に関する緊急命令」を参考とする) 
335 キム・ヨンカン(2017)「朴正煕と全経連」『現代史物語』、168頁。 
336 経済企画院長官(1978年時点) 
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以上のように、1960年代の朴正煕政権において、政府は財界における絶対優

位を有していたが、1970年代、その構造が一気に変わることとなった。近代化

とともに資金力を備え、対政府発言力を強めた財界は、朴正煕に対して、自ら

に有利な方向へと法律を修正せしめ、更に、維新体制の末期においては、官僚

らより強い発言力及び財力を背景とし、朴正煕の成長主義路線の持続を促して

いた。つまり、財界は、朴政権の成長路線が韓国経済に様々な悪影響337を齎し

ていたという事実を無視し、自らの利益のために、政府への圧力を行使したの

であり、これは1960年代には見られない、財界の対政府優位という形態であっ

た。このような現状は、全斗煥に財界を牽制しなければならないという認識を

与えた。全斗煥政権は、一旦、正統性問題を乗り越えるために、経済問題に執

着していたことは既に論じた通りであったが、その中で、財界はより厳しい目

で見られることとなった。全斗煥は経済の安定のためには物価の調整が優先と

主張していたが、社会混乱を整えるためには、財界を規制しなければならない

と考えていた。その一例としては、東
ト ウ

明
メ イ

木
モ ク

材
ザ イ

の破産があった。一般起業家に対

し全斗煥が率いる国保衛が①全ての財産を労働者へ譲渡し、②同グループ傘下

の7箇所の会社の運営において、個人利益を如何に収集していたのかについて

解明することとなった。当時、国保衛側は「企業が破産したとしても、起業家

個人は無事である」という社会的な認識を一掃する一環として、不正蓄財者を

撲滅すると主張していたのである338。これは、1960年代の朴正煕が不正蓄財者

調査という名目で行った財界への牽制行為と同様なものであった。これに対し、

財界は、これまでに成し遂げてきた対政府優位の立場を失い、全斗煥就任直後、

以上のような「財界牽制」行為はより強まることとなった。その代表例が、

9・27措置339の発表である。この措置は、政府が企業の私的財産を没収し、処分

することのできる極めて強い存在という恐怖感を財界へ感じさせたと考えられ

る。財界への圧力を加える措置として、最後に、「公正取引制度」の制定を指

摘することができる。当時、財界、特に、財閥は、多くの国家産業を独占して

おり、これは、朴正煕の維新体制の遺産とも言える財界の成長という結果であ

った。 

しかし、全斗煥は財界が国家における富を独占し、その影響力を拡大するこ

とを極めて警戒しており、権威主義体制であったからこそできる措置へ踏み切

ることとなった。この「公正取引制度」は、当時経済政策を担当していた核心

的な官僚の金在益が創案した財界への牽制を目的とした法案であった。ここで

重要なことは、この法案が財界の拡大を取り締ると同時に、更に、1970年代に

財界のロビーにより官僚の権限が制限されていた時代から抜け出したことを意

                                           
337 重化学工業に対する過剰な投資政策が負担となっていたが、第2オイルショックにより、重化学工業に

必要な石油の値段が1979年から1981年まで上昇し、石油の値段は従来より337%上昇した。経済成長率は、

1979年の朴正煕政権末期に－6.5%を記録した。 
338 「国保衛が東明木材の姜会長家族3人など悪徳企業主調査」（『京鄕新聞』1980.6.19） 
339 借款額が50億ウォン以上である企業、法人1216箇所の土地と物件を同年10月15日までに申し出ること

を内容とし、申告内容と異なる場合、政府が直接該当企業が持ちつつあった不動産や物件を処分するとい

う趣旨の法案。 
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味するものであったという点である。以上のように、財界の力を牽制すること

となった全斗煥の権威主義体制は、財界の勢力拡大防止措置を取ったことによ

り、韓国における民主化を進めることとなった。それは、何故であったのか。

以上に述べた財閥への牽制措置により、その影響力を拡大できる勢力となった

のは、経済活動を持続していた一般市民であった。即ち、財界の独占を緩和さ

せ、この措置は、庶民に対して資本の蓄積を可能にしようとしたのである。こ

の財界への措置、及び正統性を確保しようとしていた全斗煥の物価安定政策が

噛み合い、朴正煕政権までエリートにおいて構築されていた「準競合体制」が

民衆レベルまで辿る契機を提供したと考えられる。 

持続的な緊縮財政を実施し、経済安定を成し遂げた1983年、全斗煥政権は、

ある程度韓国における経済面での安定性が確立されたと判断し、宥和政策を実

施した。勿論、この政策の背景には、朴正煕時代末期における経済不況を成功

裡に乗り越えたことにも基づくものであったが、全斗煥が国内状況から国外情

勢へ目配りを始めたということがあると考えられる。1981年9月30日、西ドイ

ツで開かれた国際オリンピック委員会第84回総会は、ソウルを1988年オリンピ

ック開催地と選定したのである。これは、単なるオリンピックという意味より、

全斗煥においては今までの政治構造を変換せざるを得ない大きな事件であった。

言い換えると、以上のような国際的な行事を成功裡に開催するためには、国内

の軍隊式命令型のような経済開発とは異なる民主主義体制への本格的な転換を

余儀なくされたのである。即ち、全斗煥政権が国内の民主主義及び人権問題を

問われることになると、参加諸国により全斗煥政権が全ての力を尽くし誘致し

たソウルオリンピックをボイコットされる可能性が濃厚であり、開催に成功し

たとはいえ、大規模の街頭デモが起これば同大会が中止となることが予想され

ていたからである340。以上のような状況を踏まえ、全斗煥政権が実際に宥和政

策に従ったこのような政策的な転換を推進したことをみると、オリンピック開

催を成功させることこそが全斗煥の最も重要な対外政策であったと考えられる
341。しかし、この当時、全斗煥政権の予想とは異なり、韓国民主化勢力は、宥

和政策を機会に、全斗煥体制の「制限的な自由化」を乗り越えようとしたので

ある。重要な事実は、このような社会的な機会（政府の宥和政策）が社会運動

の結果及び世論の要請によるものではないということから、これは民主化勢力

が政治過程の中で得られた構造的な機会342となったという点である343。つまり、

民主化勢力においては、この全斗煥の政治的な「一歩後退」は、民主化運動の

許容と見ることができ、社会運動の正統化をも確立できる一つの歴史の分岐点

と位置づけられたと考えられるのである。 

以上の状況を利用して、自らの政治的な影響力を確固たるものとするため、

                                           
340 チェ・ヒョン、キム・ジヨン(2007)「構造、意味の枠と政治的な機会―1980年代韓国の民主化運動」

『経済と社会』、265頁。 
341 成炅隆(1993)「韓国政治民主化の社会的な起原―社会運動論的な接近」『韓国・政治社会の新たな流

れ』、131頁。 
342 中央政府による政策の変更を示す。 
343 チェ・ヒョン・キム・ジヨン(2007)、前掲書、266頁。 
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この宥和政策に便乗した民主化勢力は、従来とは異なる様相を見せていた。そ

れは、沈黙の姿勢を保持しつつある一般大衆を民主化への流れに引き寄せる戦

略であった。例えば、学生が主流となっていた1983年の民主化運動は、その過

激性と違法性により一般国民の支持を得ることができず、失敗したと考えられ

るが、1980年代後半においては、状況が変わることとなった。1988年のソウル

オリンピックまでに「大統領直接選挙」に関する論議は禁止するという全斗煥

政権の4・13宣言は、民主化勢力に新たな刺激を与えたのである。結果、民主

化運動が新たな展開を見せ始め、大学教授、弁護士、医者、芸術家などの知識

人が参加し、一般大衆までもがこの民主化運動に積極的に参加することによっ

て、全斗煥は、1987年6月29日、6・29措置を発表し、直接選挙制への改憲を約

束することにより、大衆との妥協を行うこととなったというのが、歴史的な流

れである344。以上のように、民主化運動が各階層にまで幅広く拡大された原因

は、①1980年における財界への規制に便乗した庶民階層の経済的な成長と大衆

運動の進展、②オリンピック及びソウルアジア競技大会（1986）などの対外的

な要因、③最後に、上記のような民主化運動の戦略への転換を指摘することが

できよう。 

これまで論じた現象は、経済成長が実現されると民主化も実現されるという

典型的な理論のように見られる。しかし、ここで重要なことは、そもそも、民

主化を要求していた国民が如何にして政府を中心としていたゲームのプレイヤ

ーとして参加することができたのかという点である。その原因として考えなけ

ればならないこととして「経済成長」が挙げられるが、従来の朴正煕型の経済

成長は上記に述べたように、「庶民層（国民）」の参加を許容しない、財界中

心の成長であった。つまり、官僚における「準競合体制」は行われていたが、

国民は財閥が政府に支払う税金及び政府の増大された福祉予算によってインフ

ラが改善されると間接的な利益を得ることに留まって、民主化勢力と一体化し

ていなかった。言い換えれば、政府との相互作用において「国民」の多くはか

け離れていたということであり、民主化勢力も国民の支持を積極的に受けては

いなかった時代であった＜図表１＞。 

ところが、朴正煕体制が1970年代を迎えると、以上のような古典的な体制は

一変することとなった。財界がその力を確固たるものとし、政府、及び官僚へ

の相互作用においてその優位を取っていたことである。上記で論じたように、

安定論を主張し、朴正煕の成長主義経済路線へ変化を与えようとしていた申鉉

碻は、財界のロビー活動により自らの計画が実現できなくなり、朴正煕本人を

も安定論に基づいた経済路線への変換ができない状況に追い込まれることとな

った。これは、1960年代において、就中、軍部政権の時期に対財界優位を有し

つつあった政府とは全く異なる状況であると考えられ、正に朴正煕は維新大統

領という絶対権力にも関わらず、財界を圧迫することができない状況となって

いたと言えよう。しかし、以上のような相互作用の拡大は「庶民層（国民）」

                                           
344 Yun・Seongyi(1992)「社会運動論観点から見た韓国権威主義体制の変動―政治機会構造概念を中心と

して」『韓国政治学会報』、116-124頁。 
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までには及ばず、その領域は財界までにとどまることとなった＜図表2＞。 

維新が終焉を迎えた1979年と翌1980年、維新の巨人（朴正煕）が倒れること

となった「10・26事件」と全斗煥の大統領就任というそれぞれの出来事は、政

府・財界・官僚とで構成されていた派閥ゲームへもう一つの参加者を許容する

事件であった。全斗煥の対財界への規制は、より多くの庶民層へ社会的な参加

機会を与えた。更に維新体制下の権威主義的な憲法への見直しは民主主義国家

の根本的な価値である「自由」の増進へ多く寄与し、国民の地位を引き上げる

こととなった。以上のような環境下、全斗煥自らが行った安定論に基づいた政

策は、世界的な経済環境に噛み合い、韓国経済を復興させ、国民の生活を豊か

にしていたのであった。以上のような状況下、民主化勢力が便乗し民主化運動

に参加することとなり、国民は以上のような民主化ゲームにプレイヤーとして

民主化勢力と共に参加することとなった＜図表3345＞。 

経済の成長は勿論、以上のような現象に大きな役割を果たしている。しかし、

ここで重要なことは、朴正煕体制において成されていた準競合体制は以上のよ

うな流れに大きな影響を果たし、このような準競合的な官僚制は、時には財界

がその重要なプレイヤーとなっていたという点である（1970年代）。続いて、

1980年代、全斗煥が民主主義的な憲法を掲げると共に、財界を規制し、対財界

政府優位を取り戻す過程において（経済安定化政策）、国民も政治ゲームへの

参加の機会が与えられることとなった。このような過程を得て、1986年6月29

日、「6・29宣言」が行われ、韓国は民主主義へと向かうこととなったが、以

上のような準競合的な官僚体制は民主化以降の安定的な民主主義の維持に大き

な役割を果たしたと考えられる。下からの過激的な民主主義ではなく、朴正煕

が形成していたエリート層における準競合体制は民主化と密接な関係を取って

おり、このゲームに国民が成功裡に合流したと考えられる。以上のような過程

は、今日、何故に韓国は安定した民主主義を成功的に成し遂げたのかという問

いへの一定の回答となるのではあるまいか。 

 
＜図表１＞ 1960年代のモデル（政府優位）     ＜図表２＞ 1970年代のモデル（財界優位） 

 

                                           
345 自民党、官僚、財界の3つのエリート集団は首相を中核とする政策決定単位に対して、補佐、助言者集

団を構成し、いわゆる三本の「支柱」としての位置を占めているとみる＜三脚柱システム＞モデルを参考

し、修正したモデルである。韓国の場合、大統領を中心として、官僚、財界、一般民衆が影響力を行使し

ており、1980年代になると各々のプレイヤーの影響力が一定程度大統領の選択へ影響を与えることとなっ

た。三脚柱システムに関しては、細谷千博・綿貫譲治(1977)『対外政策決定過程の日米比較』東京大学出

版会、5-6頁を参考。 
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＜図表３＞ 1980年代のモデル（一般民衆の台頭） 

出典： 細谷千博・綿貫譲治(1977)、『対外政策決定過程の日米比較』東京大

学出版会を参考に作成 

 

結論 

 

朴正煕死後の混乱状況において、崔圭夏が大統領代行となり、危機管理政府

を宣言したが、彼の指導力は韓国における過渡期的な時期を統制できず、一方

軍部内では、全斗煥がそれまで蓄積されていた勢力と軍内世論を自らに引き寄

せ、「12・12軍内クーデター」を成功裡に終わらせた。他方、同クーデターは

朴正煕が維新体制の下で図りつつあった朴正煕型制度化に大きな影響を受けて

成功した事件であった。更に、米国のこのクーデターへの反応は微温的なもの

に過ぎず、その理由としては米国が韓国の安全保障問題（北朝鮮の侵攻）及び

正統性を有する政府の転覆という価値に重点を置いていたからであった。つま

り、12・12軍事クーデターはどちらにも該当せず、故に、米国の支持は受けな

かったものの反対もされなかった。 

この過程を経て政敵を粛清した全斗煥であったが、正統性問題に直面すると

経済安定化政策（緊縮財政）を実施し、正統性を確保しようとしていた。この

過程において、官僚制が学者中心のより効率的な構造を示すこととなり、就中、

金在益は全斗煥が経済政策を決める際に大きな影響を与えた。この経済安定化

政策と共に、実施されていた正統性確保のための作業としては、憲法改正を見

逃してはならない。このことは、従来の維新憲法と異なる性格を有し、憲法に

おいて国民の基本権を大きく保障し、更に重要なことは、この憲法改正が崔圭

夏体制の下で活動していた「憲法研究班」の提案及び民主的な価値に基づいて

いた要素を積極的に反映していたという事実である。つまり、韓国における民

主化の契機を全斗煥政権が一部分提供していたと考えられるのである。 

それ以降、経済安定化政策を実施する際において財界への規制も目論んでい

た。そもそも、1960年代、朴正煕が権力を掌握した最初の時期に朴正煕は財界

を左右することができるほどの権力を掌握していた。所謂、対財界における政

府優位が固まった時期であったのである。ところが、1970年に入り財界は経済

的な力を背景とし、政府に対する発言力を高めることに成功した。これは、19

65年日韓国交正常化による財界の成長及び1970年代における財界の著しい成長

による発言力の肥大化且つ官僚へのロビー活動の増大によるものであった。つ

まり、1960年代とは異なる財界の対政府優位体制が設けられたと考えられる。

このことにより、財界は、1970年代、就中、成長主義路線を切り離せない朴正
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煕体制の下で大きな発言力と政治力を有すこととなったのである。この状況下、

全斗煥は財界の勢力を牽制するため粛清の大鉈を振るうこととなった。対財界

優位を取り戻すことが必要であった。ここで重要なことは、政府の権限が強く

なった事実ではなく、一般の国民がそれまで財界が独占していた産業界に積極

的に進出したということである。更に、上記に論じた物価安定という経済安定

政策の結果、一般の国民はより強い権限を有した「政治プレイヤー」としての

役割を最も独裁的な体制と言われる全斗煥体制下で、果たすことができたとい

うことである。 

つまり、1960年代、政府（第1プレイヤー）と官僚組織（第2プレイヤー）が

相互作用を行い、「準競合体制」を形成し、その中で一般国民或いは庶民層は、

除外されたため、政治ゲームのプレイヤーとしての役割を果たせない状況であ

った。ところが、1970年代、経済発展とともに発言力や政治力を強化した財界

が第3プレイヤーとして現れ、官僚組織の決定へ影響を与えるなど、政治ゲー

ムに本格的に参加することとなった。1979年、10・26事件により朴正煕体制が

崩壊するとともに、全斗煥が新たな実力者として登場し、朴正煕の意思決定に

大きく関与していた財界を牽制し、これにより、上記に述べたように、一般の

国民が本格的に政治ゲームに第4プレイヤーとして参加することとなった。こ

のように韓国の民主化は、エリート層（第1、第2、第3プレイヤー）が参加し

ていたゲームが一般国民（第4プレイヤー）レベルへ徐々に広がり、成し遂げ

られた結果であり、これは、国際社会の多くの国が権威主義体制から、民主化

体制へ移行したにも関わらず、再度権威主義体制へ回帰するような不安定な現

象が何故に韓国では見られないのかという一つの疑問への答えとなるのではな

いであろうか346。韓国の民主主義は、単に下（国民）から行われた過激な民主

主義運動や革命の結果ではなく、その民主化プロセスには本論で論じてきたよ

うなエリート層における制度化の影響が役割を果たした結果であり、さらに、

その影響が一般民衆にまで齎され、安定性を確保できた、歴史的な所産であっ

たと言える。 

最後に、これまで論じてきた、朴正煕の秩序の制度化というものを、如何に

位置づけることができるであろうか。基本的に制度化は強硬な民主主義を維持

するのに重要な要素と指摘される。既に、制度化の結果とも言われる議会、政

党、選挙というシステムが存在する際に、如何なる制度化が求められるであろ

うか。この際に、必要な制度化は、政治制度における安定した制度化である347。

ハンチントンはこのような政治制度化を組織とプロセスが価値と安定性を獲得

                                           
346 ハンチントンは民主主義国家が権威主義体制へ回帰する要因として、①鍵を握るエリート集団と国民

との間の民主主義的価値の脆弱性、②社会紛争を激化させ、権威主義的政府によってしか行い得ないよう

な解決方法を必要とする経済危機、ないし経済崩壊、③政治権力から人民主義者と左翼主義者、そして下

層階級の人々を排除しようとする保守的な中間及び上流階級の政治的決定などを取り上げている。しかし、

韓国の場合、民衆が政治的決定へ深く関与することとなり、権力を掌握していた財界の政治的な影響力は

1980年代において衰退することとなった。（S.P.ハンチントン(1995)、中道寿一・藪野祐三訳『第三の波』

三嶺書房出版、279頁）。 
347 パク・チャンウク(1997)「民主化と政治制度化」『韓国社会科学』第19巻、26頁。 
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する過程と規定している348。さらに、ある組織が制度化されたとは言え、新た

な外部環境の変化による挑戦と圧力に効果的に対応しなければならない。つま

り、変化した環境に合わせ、新たに既存の制度を変え、安定性を図る必要があ

り、このことを見逃しては、組織は退化してしまうのである349。こう見ると朴

正煕の制度化の仕組みは、ハンチントンとコペランドが主張する制度化議論に

当てはまると考えられる。朴正煕が政権を掌握した1960年当初、政党は派閥争

いに陥っており、一般民衆はデモを行い、政局は極めて混乱していた。この際

に、朴正煕が行った「国家再建最高会議」の創設は、ハンチントンが論じる、

当時「組織の安定性」を確保するのに最も適切な政策的な選択であったと考え

られるからである。その安定の中、学者及び専門的な知識を有していた「知識

人階級（大学教授など）」が参加し、憲法を作り、さらに、官僚が朴正煕の政

策決定へ関与するという「準競合体制」として、政治秩序の制度化が実現した

のである。 

その後、強力な権限を有していた朴正煕は、外部環境の変化（米国の圧力）

により、国内環境上、世論の支持により軍部独裁体制を維持できる状況であっ

たとしても、民主主義の要素である選挙を行い、韓国を表面的とは言え、民主

的な要素を含意した国家へと一変させたのである。この表面的な民主主義を維

持させるため、政党を認め、野党と競合することとなったのである。こういっ

た政治的制度化は1970年、野党の成長に危機感を感じた朴正煕の「維新体制宣

言」という決定により消滅することとなったが、その後維新体制が終焉を告げ、

1960年代の制度化を引き継ぐ全斗煥政権が出発した。ここで、全斗煥は、コペ

ランドの制度化議論が論じるように、「環境の変化により、朴正煕体制が有し

ていた問題点を解決するため」、新たな制度化に向けて一連の政策を推進しな

ければならなかった。ここでの国内環境とは、①経済危機、②国民の民主化要

求などを想定することができる。全斗煥はこの環境に応じて、財界を牽制し

（官僚及び法律の改正）、憲法を修正（大統領任期の明記、個人の自由の確保）

するといった政治的制度化に向けて政策を権威主義政権特有の手法で作り出し

たのである。 

つまり、民主的制度化が進むことにより、李承晩体制から始まった色濃い独

裁性が薄くなったと考えられる。このことからみると、朴正煕体制の制度化は、

選挙、政党、議会という民主主義の要素を受け入れていた非公開的な権威主義
350であったが、1970年代からは、公開的な権威主義に変わったと言えよう。即

                                           
348 S.P.Huntington(1968), Political Order in Changing Societies, (New Haven: Yale University 

Press), p.12. 
349 Copeland, Gray W. and Samuel C. Patterson(1994), Parliaments in the Modern World,  

(Ann Arbor: University of Michigan Press), p.7. 
350 公開的な権威主義とは、個人独裁を通じた完全独裁を示す。非公開的な権威主義は、民主主義的な要

素を受け入れ、権威主義体制とは言え、表面的には民主主義とみられる体制を示す。（オ・チャンホン(1

995)「維新体制の制度化の失敗に関する研究」―政治的・制度的変数を中心としてー」『韓国政治学会

報』、197頁。） 
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ち、朴正煕体制下の制度化は維新体制直前まで持続し、維新体制下このような

非公開的な権威主義下で行われた「準競合体制」という制度化が崩れ、体制も

終焉を告げることとなったと言える。 

 

 


